
平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標１　　　 県民の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題

2

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

犯罪のない安全安心まちづくり
について、県民や事業者の理解を
深め、防犯意識を高めるため、テレ
ビやラジオなどのメディア、県の広
報紙、ホームページなど様々な広
報媒体を活用して、防犯に関する
広報・啓発を行います。また、条例
や防犯上の指針などについて、
リーフレットやホームページなどに
より、県民や事業者に対して情報
の提供を行います。

高知県安心安全まちづくり推進会議が行
う安全安心まちづくりポスターの募集を実
施（各小中高等学校へ）

　効果的な啓発が行えるよう、関係団体と
の連絡を更に密にしていく必要がある。

高知県安心安全まちづくり推進会議が
行う安全安心まちづくりポスターの募
集を実施（各小中高等学校へ）するこ
とにより、広く県民や事業者等の理解
を深め、防犯意識を高めることができ
た。
募集期間：5月1日～11月７日

高知県安心安全まちづくり推進会議
が行う安全安心まちづくりポスターの
募集を実施（各小中高等学校へ）し、
犯罪のない安心安全なまちづくりへ
の啓発となった。

高知県安心安全まちづくり推進会議
が行う安全安心まちづくりポスターの
募集を実施（各小中高等学校へ）

　効果的な啓発が行えるよう、関係
団体との連絡を更に密にしていく必
要がある。

学校安
全対策
課
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3

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

犯罪のない安全安心まちづくり
について、県民や事業者の理解を
深め、防犯意識を高めるため、テレ
ビやラジオなどのメディア、県の広
報紙、ホームページなど様々な広
報媒体を活用して、防犯に関する
広報・啓発を行います。また、条例
や防犯上の指針などについて、
リーフレットやホームページなどに
より、県民や事業者に対して情報
の提供を行います。

１　地域安全ニュースの継続発行により、
タイムリーな話題の提供に努める。
２　HPの内容の随時更新により、最新情
報の提供に努める。

ＨＰの閲覧者数の検証が困難 １　地域安全ニュースの発行
２　HPへの各種防犯情報掲載

特殊詐欺被害警戒注意報発令時
等随時掲載
３ ラジオ・テレビ等メディアの積極的
活用

ラジオ出演による広報：平成26年度
６回

ラジオ出演による広報では、現在問
題となっている及び話題となっている
事象についてタイムリーな広報を行う
ことができた。

１　地域安全ニュース
特殊詐欺の新たな手口や子供の

安全に関する情報等を効果的に広
報することができた。
２　HPへの防犯情報掲載

随時更新できたものもあれば、し
ばらく更新されていないものもあるの
で、よりタイムリーな情報掲載に努め
る必要がある。
３ テレビ・ラジオ等メディアの積極的
活用

ラジオ出演による広報では、タイ
ムリーな話題を提供できた。

１　地域安全ニュースの継続発行に
より、タイムリーな話題の提供に努め
る。
２　HPの内容の随時更新により、最
新情報の提供に努める。

ＨＰの閲覧者数の検証が困難

生活安
全企画
課
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１　県民の防犯意識を高める広報・啓
発
・広報紙「安全安心まちづくりニュース」
第１号(６月）、第２号(８月）、第３号（11
月）、第４号（２月）　計466,000部発行
・安全安心まちづくり推進会議会報「安
全安心まちづくりだより」（５月号外、６
月、８月、10月）　各250部発行
２　高知県ホームページで取組を公開
３　ＲＫＣラジオでの広報（９回）
４　県有車にマグネットシート貼付（毎
月５日、第３木曜日等）
５　安全安心まちづくりポスターの募集
　応募111作品、最優秀作品はポス
ターとして関係機関に配布（配布数
1,202枚）
６　安全安心まちづくり出前講座の実
施（11回）
７　高知署員と劇団「お年寄り見守り
隊」を結成、地域の集まりの場などで
特殊詐欺の手口を寸劇で紹介（公演
34回、観客約2,800人）。また、高知
ケーブルTVの協力を得て、寸劇の模
様を一定期間放送してもらった。
８　関係機関・団体の発行する機関紙
に特殊詐欺被害防止や安全安心まち
づくりについての記事を寄稿

　広報活動を通して、地域で活動する
各団体との連携を強めることができ
た。

１　構成員向け会報「安全安心まちづくり
だより」発行の定期化（年2回）にあたり、よ
り効果的な発行時期、媒体、内容等につ
いて見極める必要がある。
2　現役世代の参画を促進するための広
報を工夫する必要がある。

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　　 広報紙「安全安心まちづくりニュース」
発行（13万部×年4回を予定）
　　 安全安心まちづくり構成員向けの会
報を発行（100部×年2回を予定）
　　 安全安心まちづくりパネル展の実施
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　県有車にマグネットシート貼り付け
　　　　　　　（毎月５日、第３木曜日等）
５　安全安心まちづくりポスターの募集及
び作成、配付
６ 「若年者・現役世代参画促進事業」活
動を行う団体及び若者等に対し、情報及
び活動資材を提供するとともに、参加団
体の増加を目指す。

(1)　広報・啓発の充実

　 犯罪のない安全安心まちづくり
について、県民や事業者の理解を
深め、防犯意識を高めるため、テレ
ビやラジオなどのメディア、県の広
報紙、ホームページなど様々な広
報媒体を活用して、防犯に関する
広報・啓発を行います。また、条例
や防犯上の指針などについて、
リーフレットやホームページなどに
より、県民や事業者に対して情報
の提供を行います。

項
目

内
容

１
・「安全安心まちづくりニュース」は、
地域で貢献する防犯ボランティア団
体の紹介を行った結果、配布地域が
増え、防犯意識のより一層の浸透を
図ることができた。
・会報「安全安心まちづくりだより」
は、積極的に関係団体・事業者の取
組を記事にしたり、各団体への伝達
手段として利用するなど浸透してき
ている。
　上記広報紙は高知県ホームページ
でも公開し、広く県民に安全安心ま
ちづくりに向けた取組を広めることが
できた。
　県民が求める情報をよりタイムリー
に提供することが課題。

２　ポスターは111点の応募があり、
広く児童生徒に安全安心まちづくり
活動への関心を持たせることができ
た。
　また、ポスターの応募作品を広報
啓発に活用できた。
　各学校への働きかけによる応募数
を確保する取組が課題。

３　「若年者・現役世代参画促進事
業」活動に参加団体等が想定より少
なく、掘り起こしが課題。

１　県民の防犯意識を高める広報・啓
発
・県民向け広報紙「安全安心まちづく
りニュース」発行（11万部×年4回）
・構成員向け会報「安全安心まちづく
りだより」発行（250部×年4回）
・上記２紙の高知県ホームページ掲
載
・構成員に向けたＥメールによる「安
全安心まちづくり推進会議速報」の発
信
・「安全安心まちづくりパネル展」の実
施
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　県有車にマグネットシート貼り付
け（毎月５日、第３木曜日等）
５　県庁、警察本部、県教育委員会
正面玄関への「通学路安全の日」タ
ペストリーの掲示（毎月第３木曜日）
６　安全安心まちづくりポスターの募
集及び作成、配付
７　安全安心まちづくり出前講座の実
施
８　地域活動団体及び若年者等に対
し、情報及び活動資材を提供し、参
加団体の増加、活動の活発化を目指
す

１　広報紙発行にあたり、より効果
的な発行時期、媒体、内容等につ
いて見極める必要がある。

２　ポスターの募集は、広報紙、各
種会合や講座などあらゆる機会を
通じて応募を呼びかける。

３　現役世代の参画を促進するた
めの広報を工夫する必要がある。

県民生
活・男
女共同
参画課
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計画
冊子
記載
ペー
ジ

番号 担当課

基本的方策１　　県民一人ひとりの防犯意識を高める

計画（P)

具体的な取組

改善（A)次年度の取組

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標１　　　 県民の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題

計画
冊子
記載
ペー
ジ

番号 担当課

基本的方策１　　県民一人ひとりの防犯意識を高める

計画（P)

具体的な取組

改善（A)次年度の取組

4

項
目

内
容

(2)犯罪の発生状況や防犯対策に
関する情報等の提供

①広報紙等による情報の提供
県民や事業者の防犯意識を高め

るため、交番や駐在所で発行する｢
ミニ広報紙｣や｢交番・駐在所速報｣
の内容を一層充実させ、犯罪の発
生情報などをタイムリーに提供す
るとともに、テレビやラジオ等のメ
ディア、市町村広報紙等を活用し
て幅広い情報の提供を行います。

１　ミニ広報紙の発行による地域のタイム
リーな防犯情報等の提供
２　ＨＰの随時更新による新しい情報の提
供

１　巡回連絡等による配布には限界があ
るため、市町村が発行する広報紙等の回
覧資料とともに回覧するなど配布方法に
工夫が必要。

１ HP内容の随時更新による新規情
報の掲載
HPおける不審者情報のタイムリー

な掲載や、県警作成にかかる防犯リー
フレットの掲載をし、幅広い防犯情報を
提供した。
２ テレビ・ラジオ等広報媒体によるHP
の広報

県警からの郵便物等へのHPアドレ
スの掲載を行った。
３　様々な機会を捉えてのHPの紹介

研修会等においてHPの紹介を行っ
た。

不審者情報については、HPへの随時
更新によりHP閲覧者に対して新しい情
報を提供できたと思われる。

１　不審者情報について、随時HPへ
の掲載ができた。

１　ＨＰ内容の随時更新による新規情
報の掲載
２　県警作成にかかるリーフレット等
の掲載

ＨＰの閲覧数の確認、効果の検証
が必要

地域課
35

5

項
目

内
容

(2) 犯罪の発生状況や防犯対策
に関する情報等の提供

②｢あんしんＦメール｣による不審
者等の情報の提供

県民が地域の不審者情報や身
近な犯罪情報をタイムリーに手に
入れられるよう、県民に対して、携
帯電話を活用した情報の提供（あ
んしんＦメール)を行います。

１　あんしんＦメールの登録者数の確保
２　あんしんＦメールの引き続く配信

　あんしんＦメールの利用者の意見が不明
であることから、効果の検証が困難であ
る。

１　あんしんＦメール広報結果
登録者数H26年10,044人（H26.12月

末）
発信件数H26年236件（H26.12月

末）
２　各種広報媒体を利用した広報
HPによる登録方法の広報等を行っ

たほか、子ども女性安全対策班の活
動内容についても広報を行い、県民の
体感治安の向上に努めた。
３　不審者検挙状況等の配信

不審者検挙状況については、HPに
も掲載を行い、県民の体感治安の向
上に努めた。

１　登録者数については１万人を突
破したが、今後も積極的な広報が必
要である。
２　HPでは、子ども女性安全対策班
の活動状況等も掲載を行い、体感治
安の向上に努めることができたと思
われる。
３　不審者検挙状況の配信
　　不審者検挙状況等については、
HPにも掲載を行い、県民の体感治
安をの向上に役立てることができた
と思われる。

１　あんしんＦメールによる配信情報
の拡充
　　不審者情報や特殊詐欺予兆電話
等の各種防犯情報を配信
２　あらゆる世代に向けたあんしんＦ
メールの登録促進

あんしんＦメール利用者からの意見
が不明であり、効果の検証が困難
である。

生活安
全企画
課
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項
目

内
容

(2) 犯罪の発生状況や防犯対策
に関する情報等の提供

③ホームページを活用した犯罪情
報等の提供

県民が効果的に自分の安全を
守ることができるよう、警察のホー
ムページにより、県民に対して、県
内の犯罪情報や不審者情報などを
提供します。

１　HP内容の随時更新による新規情報の
掲載
２　県警が作成するリーフレット等へのHP
アドレスの記載

HP閲覧数の確認等、効果の検証が必要 １ ミニ広報紙・交番速報等の発行
（H26年中）

ミニ広報紙：2,213紙、685,482部印
刷

交番・駐在所速報：715紙71,813部
印刷
２　HPの随時更新

水難、山岳事故関係の更新を行っ
た。
３ 各署における市町村広報紙等への
掲載依頼

各署において、市町村広報紙等へ
の地域情報の掲載することで住民に
対する広報を図った。
４　交番速報のタイムリーな発行による
防犯情報の提供を行った。

１ 各交番、駐在所等において作成
するミニ広報紙等により、地域のタイ
ムリーな防犯情報を提供することが
できた。
２ HPの内容については、随時更新
により新しい情報の発信ができた。

１　交番速報等を活用したタイムリー
な防犯情報等の提供

１　巡回連絡等による配布には限
度があるため、町内掲示板や市町
村発行の広報紙等新たな広報媒体
への掲載依頼等の工夫が必要。

生活安
全企画
課

35
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標１　　　 県民の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題

計画
冊子
記載
ペー
ジ

番号 担当課

基本的方策１　　県民一人ひとりの防犯意識を高める

計画（P)

具体的な取組

改善（A)次年度の取組

7

項
目

内
容

(2) 犯罪の発生状況や防犯対策
に関する情報等の提供

④効果的な防犯活動に関する取組
事例等の提供

夜間の門灯の点灯やあいさつ運
動など、効果的な防犯対策に関す
る取組事例や防犯効果のある機器
などについての情報を県民や事業
者に提供します。

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
・ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」

発行　　　　　（13万部×年4回を予定）
・ 安全安心まちづくり構成員向けの会

報を発行　　（100部×年2回を予定）
　・ 安全安心まちづくりパネル展の実施
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報

１　構成員向け会報「安全安心まちづくり
だより」発行の定期化（年2回）にあたり、よ
り効果的な発行時期、媒体、内容等につ
いて見極める必要がある。
2　広報内容は、犯罪被害状況に応じ、同
じ内容を繰り返すことになるが、飽きがこ
ない工夫をこらす必要がある。

１　県民の防犯意識を高める広報・啓
発
・広報紙「安全安心まちづくりニュース」
の第１号(６月）、第２号(８月）、第３号
（11月）、第４号(２月)　計466,000部発
行
・安全安心まちづくり推進会議会報「安
全安心まちづくりだより」（５月号外、６
月、８月、10月）　  各250部
２　高知県ホームページで取組を公開
３　ＲＫＣラジオでの広報（９回）
４　イオンモール高知専門店街１階南
コートで開催した「安全安心まちづくり
ひろば」において、「安全安心まちづく
りパネル展」を行い、犯罪の発生状況
や防犯対策、悪質商法の手口、防犯
活動に取り組む団体などについて紹介
５　地域の集まりや会合の場に出向
き、犯罪概況や防犯対策について説
明する出前講座を実施（計11回）

　広報活動を通して、地域で活動する
各団体との連携を強めることができ
た。

１
・広報紙は、地域安全活動の好事例
の紹介を行った結果、配布機会が増
え、防犯意識のより一層の浸透を図
ることができた。
・会報では、犯罪発生統計の詳細を
掲載するなど、より専門的な情報提
供に努めた。

２　特殊詐欺被害が過去最悪となっ
たほか、高齢者の交通死亡事故も
多数発生するなどしており、状況に
応じた広報の継続を行う必要があ
る。

１ 県民の防犯意識を高める広報・啓
発
・ 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」発行（11万部×年4回）
・ 安全安心まちづくり構成員向けの
会報を発行　　（250部×年４回）
・ 安全安心まちづくりパネル展の実
施
・上記２紙の高知県ホームページ掲
載
・構成員に向けたＥメールによる「安
全安心まちづくり推進会議速報」の発
信
・「安全安心まちづくりパネル展」の実
施
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４ 安全安心まちづくり出前講座の実
施

　広報内容は、犯罪被害状況に応
じ、同じ内容を繰り返すことになる
が、飽きがこない工夫をこらす必要
がある。

県民生
活・男
女共同
参画課

35

8

項
目

内
容

(2) 犯罪の発生状況や防犯対策
に関する情報等の提供

④効果的な防犯活動に関する取組
事例等の提供

夜間の門灯の点灯やあいさつ運
動など、効果的な防犯対策に関す
る取組事例や防犯効果のある機器
などについての情報を県民や事業
者に提供します。

１　地域安全ニュースの継続発行により、
タイムリーな話題の提供に努める。
２　HPの内容の随時更新により、最新情
報の提供に努める。

ＨＰの閲覧者数の検証が困難 １　地域安全ニュースの発行
２　HPへの防犯情報掲載
　　随時掲載
３ テレビ・ラジオ等メディアの積極的
活用

ラジオ出演による広報：平成26年度
6回

ラジオ出演による広報では、現在問
題となっている及び話題となっている
事象についてタイムリーな広報を行う
ことができた。

１　地域安全ニュース
　　特殊詐欺の新たな手口や子供の
安全に関する情報等を効果的に広
報することができた。
２　HPへの防犯情報掲載
　　随時更新できたものもあれば、し
ばらく更新されていないものもあるの
で、よりタイムリーな情報掲載に努め
る必要がある。
３　テレビ・ラジオ等メディアの積極的
活用
　　ラジオ出演による広報では、タイ
ムリーな話題を提供できた。

１　地域安全ニュースの継続発行に
より、タイムリーな話題の提供に努め
る。
２　HPの内容の随時更新により、最
新情報の提供に努める。

ＨＰの閲覧者数の検証が困難

生活安
全企画
課

35

9

項
目

内
容

(2) 犯罪の発生状況や防犯対策
に関する情報等の提供

⑤悪質商法等に関する情報の提
供

公的機関を装って振り込みを求
められるなどの架空請求、不必要
な住宅のリフォームを執拗に迫ら
れるなどの悪質商法に関し、県民
が被害に遭わないよう、広報紙や
ホームページなどにより、県民に対
して、情報の提供を行います。

１ 生活情報紙「くらしネットkochi」への掲
載（年間4回　各112,600部）
２ 高知県ホームページでの広報（トピッ
クスや新着情報の欄への注意情報、「くら
しネットkochi」の記事の掲載
３ ラジオ等を利用した広報（ラジオ「県か
らのお知らせ」お知らせ、高知新聞「くらし
の護身術」）

時期を逸しない情報提供、わかりやすい
紙面にする等心がける。

１ 生活情報紙「くらしネットkochi」への
掲載
　　（年間４回　各112,500部）
２　高知県ホームページでの広報

（トピックスや新着情報の欄への注
意情報、「くら しネットkochi」の記事の
掲載等）
３　ラジオ等を利用した広報

ラジオ「県からのお知らせ」お知ら
せ（26回）
　　高知新聞「くらしの護身術」（35回）

県民に対し情報提供を行うことにより、
悪質商法等に対する意識を高めること
ができた。

県民の消費者被害の未然防止のた
めの情報提供として有効な手段であ
るので、「くらしネットＫochi」配信先
の拡大や引き続きホームページの更
新など情報提供に努める。

１ 生活情報紙「くらしネットkochi」へ
の掲載（11万部×年４回）
２ 高知県ホームページでの広報（ト
ピックスや新着情報の欄への注意情
報、「くらしネットkochi」の記事の掲載
３ ラジオ等を利用した広報（ラジオ
「県からのお知らせ」お知らせ、高知
新聞「くらしの護身術」）

時期を逸しない情報提供、わかり
やすい紙面にする等心がける。

県民生
活・男
女共同
参画課

35

3



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 様式１

重点目標１　　　 県民の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

11

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

①様々な広報媒体を活用した広報・啓発
活動

犯罪のない安全安心まちづくりについ
て、県民や事業者、地域活動団体の理
解を深め、地域の防犯意識を高めるた
め、テレビやラジオなどのメディア、県の
広報紙、ホームページなど様々な広報
媒体を活用して、防犯に関する広報・啓
発を行います。

高知県安心安全まちづくり推進会議が行う安
全安心まちづくりポスターの募集を実施（各小
中高等学校へ）

　効果的な啓発が行えるよう、関係団体との
連絡を更に密にしていく必要がある。

高知県安心安全まちづくり推進会議が
行う安全安心まちづくりポスターの募集
を実施（各小中高等学校へ）することに
より、広く県民や事業者等の理解を深
め、防犯意識を高めることができた。
募集期間：5月1日～11月７日

高知県安心安全まちづくり推進会議
が行う安全安心まちづくりポスター
の募集を実施（各小中高等学校へ）
し、犯罪のない安心安全なまちづく
りへの啓発となった。

高知県安心安全まちづくり推進会議
が行う安全安心まちづくりポスターの
募集を実施（各小中高等学校へ）

　効果的な啓発が行えるよう、関係団
体との連絡を更に密にしていく必要
がある。

学校安
全対策
課

36

12

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

①様々な広報媒体を活用した広報・啓発
活動

犯罪のない安全安心まちづくりについ
て、県民や事業者、地域活動団体の理
解を深め、地域の防犯意識を高めるた
め、テレビやラジオなどのメディア、県の
広報紙、ホームページなど様々な広報
媒体を活用して、防犯に関する広報・啓
発を行います。

１　地域安全ニュースの継続発行により、タイ
ムリーな話題の提供に努める。
２　HPの内容の随時更新により、最新情報の
提供に努める。

ＨＰの閲覧者数の検証が困難 １　地域安全ニュースの発行
２　ＨＰへの防犯情報掲載
　　随時掲載
３ テレビ・ラジオ等メディアの積極的活
用

ラジオ出演による広報：平成26年度6
回

ラジオ出演による広報では、現在問題と
なっていることや話題と成っている事象
についてタイムリーな広報を行うことがで
きた。

１　ＨＰへの防犯情報掲載
特殊詐欺警戒注意報等タイム

リーな話題を提供できた。
２ テレビ・ラジオ等メディアの積極
的活用

ラジオ出演による広報では、タイ
ムリーな話題を提供できた。

１　県警ＨＰの随時更新によるタイム
リーな情報提供に努める。
２　テレビ・ラジオ等あらゆるメディア
を活用した効果的な情報提供に努め
る。

ＨＰの閲覧者数の検証が困難

生活安
全企画
課

36

基本的方策２　　県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

番号

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

具体的な取組

１　県民の防犯意識を高める広報・
啓発
・県民向け広報紙「安全安心まちづく
りニュース」発行（11万部×年4回）
・構成員向け会報「安全安心まちづく
りだより」発行（250部×年4回）
・上記２紙の高知県ホームページ掲
載
・構成員に向けたＥメールによる「安
全安心まちづくり推進会議速報」の
発信
・「安全安心まちづくりパネル展」の実
施
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　県有車にマグネットシート貼り付
け（毎月５日、第３木曜日等）
５　県庁、県警察本部、県教育委員
会正面玄関への「通学路安全の日」
タペストリーの掲示（毎月第３木曜
日）
６　安全安心まちづくりポスターの募
集及び作成、配付

１　安全安心まちづくりニュースや会
報は、各団体の取組に参考となる
テーマ、記事としていく必要がある。

２　全ての県民の防犯意識を高める
ためには、関係機関と協働した取組
が必要。

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
・広報紙「安全安心まちづくりニュース」
第１号(６月）、第２号(８月）、第３号（11
月）、第４号（２月）　計466,000部発行
・安全安心まちづくり推進会議会報「安
全安心まちづくりだより」（５月号外、６
月、８月、10月）　各250部発行
２　取組を高知県ホームページで広報
３　ＲＫＣラジオでの広報（９回）
４　県有車にマグネットシート貼付（毎月
５日、第３木曜日等）
５　安全安心まちづくりポスターの募集
　応募111作品、最優秀作品はポスター
として関係機関に配布（配布数　1,202
枚）
６　安全安心まちづくり出前講座の実施
（11回）
７　高知署員と劇団「お年寄り見守り隊」
を結成、地域の集まりの場などで特殊詐
欺の手口を寸劇で紹介（公演34回、観客
約2,800人）また、高知ケーブルTVの協
力を得て、寸劇の模様を一定期間放送
してもらった。
８　イオンモール高知専門店街１階南
コートで開催した「安全安心まちづくりひ
ろば」において、安全安心まちづくりパネ
ル展を行い、犯罪の発生状況や防犯対
策、悪質商法の手口、防犯活動に取り組
む団体などについて紹介
９　関係機関・団体の発行する機関紙に
特殊詐欺被害防止や安全安心まちづく
りについての記事を寄稿

広報紙で地域活動団体の紹介や情報提
供を行い、各団体との連携を強めること
ができた。

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　・広報紙「安全安心まちづくりニュース」の発
行　年度４回
　・安全安心まちづくり会報の発行　年度２回
程度
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　県有車にマグネットシート貼り付け（毎月５
日、第３木曜日､地域安全運動期間中）

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

県民生
活・男
女共同
参画課

3610

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

①様々な広報媒体を活用した広報・啓発
活動
　犯罪のない安全安心まちづくりについ
て、県民や事業者、地域活動団体の理
解を深め、地域の防犯意識を高めるた
め、テレビやラジオなどのメディア、県の
広報紙、ホームページなど様々な広報
媒体を活用して、防犯に関する広報・啓
発を行います。

１　安全安心まちづくりニュースや会報は、
各団体の取組に参考となるテーマ、記事とし
ていく必要がある。

２　マグネットシートは、文言を変えたシート
の準備を検討する。

１
・「安全安心まちづくりニュース」は、
地域で貢献する防犯ボランティア団
体の紹介を行った結果、配布地域
が増え、今後の自主的な活動促進
が見込める。

・会報「安全安心まちづくりだより」
は、積極的に関係団体・事業者の取
組を記事にしたり、各団体への伝達
手段として利用するなど浸透してき
ている。

２　出前講座は県民の声を聞く貴重
な機会ともいえるので、今後も各地
で実施していきたい。

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 様式１

重点目標１　　　 県民の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

基本的方策２　　県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

番号

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

具体的な取組

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

13

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

②安全安心まちづくりキャンペーンの実
施

毎年10月11日から20日まで行われる
全国地域安全運動期間中に、県民、事
業者、地域活動団体、関係機関と連携し
て、街頭キャンペーンなどを行います。

１　全国地域安全運動期間の取組への協力
２ 県有車にマグネットシート貼付（全国地域
安全運動期間の10月11日から20日）
３ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」等で
の広報
４　高知県ホームページ等での広報

 　この時期に各地域で開催される防犯キャ
ンペーンを把握するため、日ごろから関係機
関、団体との連携を図る必要がある。

１　全国地域安全運動期間中、県防犯協
会・県警察本部と協力して「高知県民の
つどい」を開催（10月14日）
２　県有車にマグネットシート貼付、県庁
周辺でののぼり旗掲示（全国地域安全
運動期間の10月11日から20日）
３　会報「安全安心まちづくりだより」での
広報
４　ＲＫＣラジオでの広報
５　高知県ホームページ等での広報
６　イオンモール高知専門店街１階南
コートで「安全安心まちづくりひろば」を開
催（10月25日）

　防犯協会をはじめ、関係機関との連携
に努めることにより、情報共有を図ること
ができた。

１　「県民のつどい」を開催すること
で、地域安全の意識啓発を行うこと
ができた。
　
２　期間中、防犯を呼びかける主催
行事を行ったほか、他機関の行事
に参加、取材をすることによって、新
たな関係団体とのつながりができ
た。

１ 全国地域安全運動期間の取組へ
の協力
２ 県有車にマグネットシート貼付、
県庁周辺でののぼり旗の掲示（全国
地域安全運動期間の10月11日から
20日）
３ 広 報 紙 「 安 全 安 心 ま ち づ く り
ニュース」等での広報
４　ラジオ等を利用した広報
５　高知県ホームページ等での広報
６ 「安全安心まちづくりひろば」の開
催

 　この時期に各地域で開催される防
犯キャンペーンを把握するため、日ご
ろから関係機関、団体との連携を図
る必要がある。

県民生
活・男
女共同
参画課

36

14

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

②安全安心まちづくりキャンペーンの実
施

毎年10月11日から20日まで行われる
全国地域安全運動期間中に、県民、事
業者、地域活動団体、関係機関と連携し
て、街頭キャンペーンなどを行います。

１ 全国地域安全運動開催中の取組への協
力
　　高知県民のつどい開催への協力
２｢安全安心まちづくり広場｣開催への参画

　キャンペーン等について、関係団体との連
絡を更に密にし、より一層効果的な広報・啓
発を行っていく必要がある。

１ 全国地域安全運動開催中の取組へ
の協力
　　高知県民のつどい開催への協力
２｢安全安心まちづくりひろば｣開催への
参画

県民、事業者、地域活動団体、関係機
関との連携した取組により、広報・啓発
活動の充実が図られる。
開催日：10月25日（土）イオンモール高知

　県民、事業者、地域活動団体、関
係機関との連携した取組により、参
加者も増え、充実した広報・啓発活
動となった。

１ 全国地域安全運動開催中の取組
への協力
　　高知県民のつどい開催への協力
２｢安全安心まちづくりひろば｣開催へ
の参画

　キャンペーン等について、関係団体
との連絡を更に密にし、より一層効果
的な広報・啓発を行っていく必要があ
る。

学校安
全対策
課

36

15

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

②安全安心まちづくりキャンペーンの実
施

毎年10月11日から20日まで行われる
全国地域安全運動期間中に、県民、事
業者、地域活動団体、関係機関と連携し
て、街頭キャンペーンなどを行います。

１　期間中の積極的な活動
２　関係機関との連携による活動

　全国交通安全運動に比べて歴史が浅く、
県民に周知されているとは言い難いため、
県を上げての広報や、期間中の積極的な活
動を行う必要がある。

１ 全国地域安全運動期間中には、各署
において様々な活動を実施し、広報啓発
等を行った。
２ 関係機関との連携による広報啓発等
を行った。

１ 期間中は、各署において様々は
活動を実施したが、まだまだ県民か
ら周知されているとは言えないた
め、今後も積極的な活動を実施する
必要がある。
２ 関係機関との連携により、県警
だけではなしえない規模の活動を行
うことができた。

１　期間中の積極的な活動
２　関係機関との連携による活動

　全国交通安全運動に比べて歴史が
浅く、県民に周知されているとは言い
難いため、県を上げての広報や、期
間中の積極的な活動を行う必要があ
る。

生活安
全企画
課

36

16

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

③地域活動の機会を捉えたキャンペー
ンの実施
　 交通安全運動など各種の活動の機会
を捉えて、県民、事業者、地域活動団体
に対して、地域で行われる防犯活動へ
の参加を働きかけます。

１　全国地域安全運動期間中の取組への協
力
　　高知県民のつどいの開催への協力
２　交通安全運動などの期間中に、交通安全
とあわせて安全安心まちづくりに関する啓発
を実施
３　「安全安心まちづくり広場」の開催
４　地域安全協（議）会総会（16ヶ所）に参加
４～７月
５　警察署が行う「自転車盗難防止対策モデ
ル校の指定式」等において、ワイヤーロックを
提供することにより、自転車盗難防止の広報
を行う。
６　ラジオ等を利用した広報

 　各地域で開催される防犯キャンペーンを
把握するため、日ごろから関係機関、団体と
の連携を図る必要がある。
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１　全国地域安全運動期間中、高知県防
犯協会・県警察本部と共催で「高知県民
のつどい」を開催（10月14日）
２　各地区の地域安全協（議）会の総会
に参加し、県の取組を説明したほか、関
係団体に防犯イベントへの参加を呼びか
け
３　自転車盗難防止活動への協力
　・佐川地区、須崎地区に対しワイヤー
ロックを配付
４　自転車マナーアップ啓発パレードで
関係機関に自転車盗難防止活動につい
ても協力を依頼
５　「みのり会」の街頭啓発キャンペーン
への協力、啓発グッズの提供
６　全国地域安全運動についてラジオで
広報し、各地区で行われるイベントへの
参加を呼びかけ
７　関係機関と協力して、イオンモール高
知専門店街１階南コートで「安全安心ま
ちづくりひろば」を開催（10月25日）

　各キャンペーンへの参加や啓発グッズ
等の提供を通じ、関係団体との連携を強
化でき、活動の活性化につながった。

1　各地区の地域安全キャンペーン
への参加呼びかけを通じ、関係団
体との連携を強化でき、活動の活性
化につながった。

２　今後も関係期間、団体との連携
強化を図る必要がある。

１　全国地域安全運動期間中の取組
への協力
　　高知県民のつどいの開催への協
力
２　交通安全運動などの期間中に、
交通安全とあわせて安全安心まちづ
くりに関する啓発を実施
３　「安全安心まちづくりひろば」の開
催
４　地域安全協（議）会総会（16ヶ所）
に参加　４～７月
５　ラジオ等を利用した広報

 　各地域で開催される防犯キャン
ペーンを把握するため、日ごろから関
係機関、団体との連携を図る必要が
ある。

県民生
活・男
女共同
参画課

2



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 様式１

重点目標１　　　 県民の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

基本的方策２　　県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

番号

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

具体的な取組

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

17

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

③地域活動の機会を捉えたキャンペー
ンの実施

交通安全運動など各種の活動の機会
を捉えて、県民、事業者、地域活動団体
に対して、地域で行われる防犯活動へ
の参加を働きかけます。

事務局として取組を実施
１ 全国地域安全運動開催中の取組への協
力
　　高知県民のつどい開催への協力
４｢安全安心まちづくり広場｣開催への参画

　キャンペーン等について、関係団体との連
絡を更に密にし、より一層効果的な広報・啓
発を行っていく必要がある。

１ 全国地域安全運動開催中の取組へ
の協力
　　高知県民のつどい開催への協力
２｢安全安心まちづくりひろば｣開催への
参画

県民、事業者、地域活動団体、関係機
関との連携した取組により、広報・啓発
活動の充実が図られる。
開催日：10月25日（土）イオンモール高知

　県民、事業者、地域活動団体、関
係機関との連携した取組により、参
加者も増え、充実した広報・啓発活
動となった。

１ 全国地域安全運動開催中の取組
への協力
　　高知県民のつどい開催への協力
２｢安全安心まちづくりひろば｣開催へ
の参画

　キャンペーン等について、関係団体
との連絡を更に密にし、より一層効果
的な広報・啓発を行っていく必要があ
る。

学校安
全対策
課

36

18

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

③地域活動の機会を捉えたキャンペー
ンの実施

交通安全運動など各種の活動の機会
を捉えて、県民、事業者、地域活動団体
に対して、地域で行われる防犯活動へ
の参加を働きかけます。

各種機会を捉えた防犯活動への参加呼びか
け

　将来的には、各防犯活動団体等がより自
主的自燃的な活動を行うことができるように
支援する必要がある。

１ 各署と各防犯活動団体との連携によ
り積極的な活動が行われている。
２ 様々な犯罪に対する被害防止啓発の
ため、県民の心をつかむリーフレットを作
成し、あらゆる機会を捉えた広報活動を
実施した。

１　各署と各防犯活動団体との連携
により、積極的な活動が行われてい
ることから、今後もこの体制を維持
する。
２　各署が発行する広報紙はもとよ
り、各署の地域安全アドバイザーか
ら積極的に情報が提供されているこ
とから、継続的な情報提供を行う。

　各種機械を捉えた防犯活動への参
加呼びかけ

　将来的には、各防犯活動団体等が
より自主的自燃的な活動を行うことが
できるように支援する必要がある。

生活安
全企画
課

36

19

項
目

内
容

(2)　情報共有の促進

①地域における情報交換
県民、事業者、地域活動団体による自

主的な防犯活動を促進するうえで、必要
な地域における情報を共有するため、市
町村と連携して警察署単位で警察、事
業者、地域活動団体などがそれぞれ有
する情報を交換する会を開催します。

各種会における、県民、事業者、地域団体と
の情報交換会の実施

積極的な意見交換を実施できる機会づくり 警察署協議会、交番・駐在所連絡協議
会、タウンポリス連絡協議会等において
情報交換を実施した。

各会議において、警察からの情報発信
だけでなく、取締り要請、警ら要請も寄せ
られたことで、地域の問題点を把握する
ことができた。

　会においては、警察からの情報発
信だけでなく、取締り要請、警ら要
請、不審者情報、少年問題等の情
報も寄せられることから、地域の問
題点等の把握に役立っている。

各種機械を捉えた防犯活動への参
加呼びかけ

　積極的な意見交換を実施する機会
づくり

生活安
全企画
課

36

20

項
目

内
容

(2)　情報共有の促進

②防犯活動団体の活動内容等の公表
防犯活動団体の活動を活性化させる

とともに、その活動内容などの情報を県
民や地域活動団体が共有し、参考にす
ることができるよう、防犯活動団体から
の情報の提供を受けて、県のホーム
ページなどで公表します。

１　高知県ホームページでの広報
　　　 防犯活動に関する情報を提供
２ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」での
広報
３　安全安心まちづくり会報での情報提供
４　ラジオでの広報

１　日頃から関係団体と情報交換をしなが
ら、各団体における活動状況を把握している
必要がある。

１　高知県ホームページにおいて、防犯
活動団体の活動内容等を公表（51団体）
２  広報紙「安全安心まちづくりニュース」
で地域活動団体の活動を紹介。（年４
回、計466,000部発行）
３　会報「安全安心まちづくりだより」で、
事業者を含めた活動を紹介
４　ラジオによる防犯活動団体の活動内
容の紹介
５　平成26年度高知県安全安心まちづく
り推進会議総会で安全安心まちづくりパ
ネル展を実施、防犯活動団体の活動内
容を紹介
６　イオンモール高知専門店街１階南
コートで開催した「安全安心まちづくりひ
ろば」において、安全安心まちづくりパネ
ル展を行い、防犯活動に取り組む団体な
どについて紹介

　広報紙で地域活動団体の紹介や情報
提供を行い、各団体との連携を強めるこ
とができた。

１　広報紙、会報で地域活動団体な
どの活動紹介をしたことにより、配
布先の拡大につながった。

１ 高知県ホームページでの情報提
供
２ 広 報 紙 「 安 全 安 心 ま ち づ く り
ニュース」での広報
３ 安全安心まちづくり会報での情報
提供
４　ラジオでの広報

　日頃から関係団体と情報交換をし
ながら、各団体における活動状況を
把握している必要がある。

県民生
活・男
女共同
参画課

36

21

項
目

内
容

(2)　情報共有の促進

②防犯活動団体の活動内容等の公表
防犯活動団体の活動を活性化させる

とともに、その活動内容などの情報を県
民や地域活動団体が共有し、参考にす
ることができるよう、防犯活動団体から
の情報の提供を受けて、県のホーム
ページなどで公表します。

防犯活動団体の積極的な広報 県のＨＰとのリンクも検討する。 １　防犯活動団体の活動内容の紹介
ＨＰにおいて、子ども110番のいえ、く

るまの活動内容について紹介した。

　県警ＨＰにおいては、子ども110番
の家、くるまの紹介しか行われてお
らず、防犯ボランティア団体につい
ては、県のＨＰ活動内容等が紹介さ
れている。

各種会議における、県民、事業者、
地域団体との情報交換会の実施

県のＨＰとのリンクも検討する。

生活安
全企画
課

36

3



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 様式１

重点目標１　　　 県民の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

基本的方策２　　県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

番号

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

具体的な取組

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

22

項
目

内
容

(3)防犯活動団体に対する支援

①防犯活動団体の設立の支援
防犯活動団体の設立を促進するた

め、設立時に出前講座や講師の派遣、
資料提供などを行うことにより、防犯活
動のノウハウや犯罪に関する情報など
を提供するとともに、ベスト、帽子、腕章
など活動に必要な物品を提供します。

自主防犯活動団体の設立における情報提
供、物品提供等の支援

予算の確保 １ 防犯活動団体の設立において必要と
する物品の提供

青色回転灯、帽子、腕章等の提供を
行った。
２ 地域の犯罪情勢に応じたタイムリー
な情報提供

各署の地域安全アドバイザー等か
ら、防犯活動団体に対して情報発信を
行った。

　活動団体の新規設立の減少に伴
い、今後は既存団体に既に支給済
みの物品等の取り替え等も考えて
いく必要がある。

自主防犯活動団体の設立における
情報提供、物品提供等の支援

予算の確保

生活安
全企画
課

37

23

項
目

内
容

(3)防犯活動団体に対する支援

②防犯活動団体の活動への支援
防犯活動団体の活動を促進するた

め、防犯活動団体に対して、青色回転
灯、ベスト、帽子、腕章など活動に必要
な物品を提供します。

自主防犯活動団体に対する情報提供、物品
提供等の支援

予算の確保 １ 防犯活動団体が必要とする物品の提
供

青色回転灯、帽子、腕章等の提供を
行った。
２ 地域の犯罪情勢に応じたタイムリー
な情報提供

各署の地域安全アドバイザー等か
ら、防犯活動団体に対して情報発信を
行った。

　既に支給済みの物品の老朽化に
伴う取り替え等も考えていく必要が
ある。

自主防犯活動団体の設立における
情報提供、物品提供等の支援

予算の確保

生活安
全企画
課

37

24

項
目

内
容

(4)防犯活動を担うリーダーの育成

地域における防犯活動を活性化させる
ため、研修会等の開催などにより、活動
の核となって積極的に活躍するボラン
ティアのリーダーを育成します。

１ 「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事
業」の継続と効果的な活用

スクールガード・リーダーによる巡回指導等
の継続
２ 「学校安全教室推進講習会」における情報
提供

　地域の活動にスクールガード・リーダーが
効果的に関わりを持つよう、市町村に働きか
けていくとともに、学校安全ボランティア等の
小学校における組織率100％をめざす。

１ スクールガード・リーダーによる巡回
指導等の実施及びスクールガード養成
講習会の開催

・スクールガード・リーダーを22市町村
で委嘱。40人が168校で活動を実施

・スクールガード・リーダー連絡協議会
を開催（5月12日）
２　「学校安全教室推進講習会」における
情報提供

　スクールガード・リーダーによる巡
回指導等の実施により、学校の安
全を地域ぐるみで守る組織が活性
化された。
　スクールガード養成講習会の開催
により、県内外の学校安全の取組を
広めると同時に、各々の地域で活動
するうえでの参考となった。
　また、スクールガード（学校安全ボ
ランティア）の小学校における組織
率が100％となった。

１　「地域ぐるみの学校安全体制整備
推進事業」の継続と効果的な活用

スクールガード・リーダーによる巡
回指導等の継続
２ 「学校安全教室推進講習会」にお
ける情報提供
３ 全ての小学校区で組織されたス
クールガード（学校安全ボランティア）
の組織の充実と強化を図る。

　地域の活動にスクールガード・リー
ダーが効果的に関わりを持つよう、市
町村に働きかけていくとともに、全て
の小学校区で組織されたスクール
ガード（学校安全ボランティア）組織
の充実と強化について、継続して働
きかけていく必要がある。

学校安
全対策
課

37

25

項
目

内
容

(4)防犯活動を担うリーダーの育成

地域における防犯活動を活性化させる
ため、研修会等の開催などにより、活動
の核となって積極的に活躍するボラン
ティアのリーダーを育成します。

タウンポリス連絡協議会の開催 各防犯活動団体の構成員の高齢化等によ
る後継者獲得

１ 各署を通じて不審者情報等の提供を
行った。
２　タウンポリス連絡協議会の開催
３　あんしんＦメール登録の働きかけ

タウンポリス連絡協議会において、高
知県で多発している特殊詐欺の手口等
の紹介等を行うことで、各地域における
防犯広報等のリーダーとしての活動を支
援した。

　タウンポリス連絡協議会は、年１回
の開催であるため、団体間で交換で
きる情報が限られる。

タウンポリス連絡協議会の開催 各防犯活動団体の構成員の高齢化
等による後継者獲得

生活安
全企画
課

37

26

項
目

内
容

(5)青色回転灯装備車両運行団体の拡
充

地域における防犯パトロールを促進す
るため、全市町村において青色回転灯
装備車両が運行されるよう、防犯活動団
体などに対して働きかけます。

１　青色回転灯装備車両運行団体設立への
働き掛け
２　青色回転灯等の提供による支援

パトロール実施者に対するきめ細やかな講
習

１ 青色回転灯及びマグネットシートの提
供による支援を行った。
２ 講習等の際の各種情報提供を実施し
た。
３ あんしんＦメールへの加入の働きか
けを行った。

　平成26年度は３団体の新規設立
があったが、今後青色回転灯装備
車両の運行がない地域に対しての
働きかけが必要である。

１　青色回転灯装備車両運行団体設
立への働きかけ
２　青色回転灯等の提供による支援

パトロール実施者に対するきめ細や
かな情報提供及び講習実施。

生活安
全企画
課

37

27

項
目

内
容

(6)事業者による活動の促進

防犯上特に配慮を要する高齢者や障
害者、女性、子どもを犯罪の被害から守
るため、事業者に対して安全シェルター
活動に取り組むよう、働きかけます。

１　新規取組事業者の開拓
２　既存取組事業者に対する情報提供

１　情報提供手段の構築
２　防犯ＣＳＲ活動への働き掛け

１ 事業者に対して、防犯ＣＳＲ活動の推
進を行い、企業と一体となった特殊詐欺
被害防止活動を実施した。
２ 金融機関等に対する特殊詐欺等情
報提供を行った。

　取組事業者については、若干の減
少となっているため、今後、新規取
組事業者の開拓に向け更なる取組
を行う。

１　事業者による防犯ＣＳＲ活動の積
極的な推進

１　情報提供手段の構築
２　防犯ＣＳＲ活動事例の紹介

生活安
全企画
課

37
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 様式１

重点目標１　　　 県民の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

基本的方策２　　県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

番号

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

具体的な取組

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

28

項
目

内
容

(7)高齢者による活動の促進

①老人クラブへの加入促進
元気で意欲のある地域の高齢者が、

老人クラブの活動の一環として行われる
高齢者相互の友愛訪問活動や子どもの
見守り活動に積極的に参加できるよう、
老人クラブへの加入を促進します。

１　県老人クラブ連合会への助成による活動
促進事業の実施
・健康づくり・介護予防の支援
・地域支え合いの推進
・ねんりんピックをきっかけとした活動活性化
への機運の持続（スポーツ大会・元気ハツラ
ツ交流会の開催）
２　市町村老人クラブ連合会及び地域老人ク
ラブの活動への助成

・健康づくり・介護予防への取組
　モデル事業実施数：3老連
　認知症キャラバンメイト養成講座：19名
養成
・若手スポーツ交流大会の開催
　開催回数：2回　参加者合計：59名
・元気ハツラツ交流会の開催
  参加者数：530名
・ろうれんピックの開催
　参加者数796名

・住民主体の取組は拡がりつつある
が、さらに拡大し、定着させる必要
がある。

・地域老人クラブ、市町村老人クラブ
連合会、県老人クラブ連合会の活動
への支援
・認知症対策への取組の強化
・地域支え合いの推進
・文化・芸能・スポーツ活動を通じた
老人クラブのさらなる活性化
　→元気ハツラツ交流会
　→ろうれんピック
　→若手自主企画事業

・さらなる人材育成のため、関係機関
と連携した取組が必要
・大会などへの参加者増のために、
一層の働きかけが必要

高齢者
福祉課

38

29

項
目

内
容

(7)高齢者による活動の促進

②老人クラブ等に対する学習・研修機会
の充実

老人クラブなどの行う高齢者相互の
友愛訪問活動や子どもの見守り活動が
一層拡大するよう、老人クラブなどに対
して、ボランティア活動に関する学習・研
修の機会を充実させます。

高齢者教室等による情報提供 　具体的な取組では、本来、高齢者によるボ
ランティア活動を求めているものである。確
かに少子高齢化が進む状況において、高齢
者による防犯ボランティア活動参加が必要
かつ効果的であると思われるが、現状では
ハードルが高いと思われる。
　今後、ボランティア活動参加から一歩後退
し、まずは高齢者相互間の見守り活動、声
掛け活動等から始めることを検討する必要
があると思われる。

１ 各署が開催する高齢者教室による事
象に応じたタイムリーな情報手協を行っ
た。
２ 各署が開催する高齢者教室による事
象に応じた教養、情報提供を行った。

高齢者教室等の開催により、タイム
リーな防犯情報等の提供が行えた。

　高齢者教室等の開催により、タイ
ムリーな防犯情報、交通安全情報
等の提供が行えた反面、老人クラブ
に加入しない高齢者に対する情報
提供手段についても検討する必要
がある。

高齢者教室等による情報提供 　少子高齢化が進む当県において
は、高齢者による防犯ボランティア活
動も必要であるが、現状ではハード
ルが高いと思われる。
　今後は、高齢者相互間の見守り活
動、声かけ活動等から始めることを
検討する必要があると思われる。

生活安
全企画
課

38

30

項
目

内
容

(8)幅広い世代の防犯活動への参画の
促進

高校生や大学生による防犯活動団体
に対して、活動に役立つ情報を提供する
とともに、地域の防犯活動団体との連携
による活動を進めることで、それぞれの
団体の活動のさらなる活性化を図りま
す。

また、地域の事業者や学校、団体など
の若者や現役世代に対して、防犯活動
団体が行う啓発活動等への参加を呼び
かけることにより、幅広い世代による防
犯活動への参画を促進します。

１ YCPKと共同での防犯キャンペーンを展開
し、大学生防犯ボランティアの活性化を図る。

２ 公立高校に防犯ボランティア団体の結成
を働きかける。

３ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」、会
報「安全安心まちづくりだより」での活動紹介

　若者参画事業は、県内中央部で活性化を
図るため、関係機関との連携の他、既存団
体であるＹＣＰＫとの連携も図る。

１ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」
や会報「安全安心まちづくりだより」にお
いて、大学生や高校生による防犯ボラン
ティア活動を積極的に記事として掲載
し、広報した。

２ イオンモール高知専門店街１階南
コートで開催した「安全安心まちづくりひ
ろば」において、大学生防犯ボランティア
YCPKにも啓発活動に協力してもらい、団
体の活動活性化を図った。

また、同イベントで「安全安心まちづくり
パネル展」を行い、YCPKを含めた若い
世代の防犯活動を紹介し、周知に努め
た。

広報紙などに、高校生防犯ボランティ
ア活動を積極的に掲載した。

１　高校生防犯ボランティア組織は、
ごく限られた地域の活動が中心であ
り、地域のニーズを考慮しながら団
体の設立、活動の支援を図る必要
がある。

１ 若い世代の防犯ボランティア団体
の結成を働きかけるほか、既存団体
の活動を支援する。

２ 広 報 紙 「 安 全 安 心 ま ち づ く り
ニュース」、会報「安全安心まちづくり
だより」、高知県ホームページ等で活
動を紹介し、さらなる活性化を図る。

　若い世代の防犯活動の周知・活性
化を図るため、関係機関との連携を
図る。

県民生
活・男
女共同
参画課

38

31

項
目

内
容

(8)幅広い世代の防犯活動への参画の
促進

高校生や大学生による防犯活動団体
に対して、活動に役立つ情報を提供する
とともに、地域の防犯活動団体との連携
による活動を進めることで、それぞれの
団体の活動のさらなる活性化を図りま
す。

また、地域の事業者や学校、団体など
の若者や現役世代に対して、防犯活動
団体が行う啓発活動等への参加を呼び
かけることにより、幅広い世代による防
犯活動への参画を促進します。

１　協働した活動の実施
２　防犯活動団体設立への働き掛け

１　卒業等による構成員の入れ替わりよる活
動の停止、団体の消滅
２　顧問、担当教授等の異動による活動の
停止、団体の消滅

１ 新規取組団体の開拓を行い、高校生
ボランティアの防犯団体を設立した。
２　防犯活動要領等の指導を行った。
３　情報提供等を実施した。

　学生ボランティアについては、卒業
等により構成員の入れ替わりがある
ことから、顧問、担当教授等との連
携を図り、継続した活動を要請する
必要がある。

１　協働した活動の実施
２　防犯活動団体設立への働きかけ

１　卒業等による構成員の入れ替わ
りによる活動の停止、団体の消滅
２　顧問、担当教授等の異動による
活動の停止、団体の消滅

生活安
全企画
課

38

5



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標２　　　 県民、事業者、地域活動団体、行政の連携を進める

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

32

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

犯罪のない安全安心まちづくりを進める
気運を高め、県民運動として取り組むた
め、犯罪のない安全安心まちづくりのシン
ボルマークや標語を公募のうえ定め、その
普及に取り組みます。

１ 各団体の防犯活動時に、シンボルマー
ク等などを用いた物品の提供を行い、地域
安全を啓発していく。

２ 高知県ホームページでの広報において
も、シンボルマーク等を用いる。

３ 高校生などに、イメージキャラクターの
作成を依頼し、啓発物にプリントして配布す
ることにより、安全安心まちづくりの普及、
及び若者の参画につなげる。

　新たなイメージキャラクターの作成依頼
は、学校関係者などとの連携が不可欠であ
るので、防犯イベントなどを通じ、連携強化を
図る必要がある。

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」、会報「安全安心まちづくりだより」に
シンボルマークを掲載
２　高知県ホームページでの広報
３　防犯ボランティア団体に、シンボル
マーク入りの防犯ベストを提供（３団体）
４　シンボルマーク、標語入りのバルー
ンを作成し、主催イベント等で配布
５　安全安心まちづくりポスターにシンボ
ルマークを掲載、配布
　
　シンボルマーク入りの啓発物は好評で
あったことから、今後も積極的に使用し
て普及に努める必要がある。

１　シンボルマーク＝安全安心まち
づくりのイメージとなるよう普及に努
める。

１ 各団体の防犯活動時に、シンボル
マーク等などを用いた物品の提供を行
い、地域安全を啓発していく。

２ 高知県ホームページや広報紙など
で、積極的にシンボルマーク等を用い
る。

　高知県における安全安心まちづく
りを象徴するシンボルマークを県民
に浸透させるため、あらゆる機会を
通じて周知に努める。

県民生
活・男
女共同
参画課

39

33

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

犯罪のない安全安心まちづくりを進める
気運を高め、県民運動として取り組むた
め、犯罪のない安全安心まちづくりのシン
ボルマークや標語を公募のうえ定め、その
普及に取り組みます。

県警HPへのシンボルマーク等の掲載 　シンボルマークについては、現状普及に
至っていないと思われるため、今後、既に知
名度の高い高知家のロゴとのコラボレーショ
ン、高知家のロゴへの統合（高知家のロゴに
標語を掲載）についても検討する余地があ
る。

Ｈ26年度において掲載等の普及を図れ
なかった。

県警ＨＰにおけるシンボルマーク・標
語の掲載、安全・安心まちづくりに関
するページの作成を今後検討

　県警ＨＰにおけるシンボルマーク等
の掲載

　シンボルマークについては、現状
普及に至っていないと思われるた
め、今後、既に知名度の高い高知
家のロゴとのコラボレーション等を
検討する余地がある。

生活安
全企画
課

39

34

項
目

内
容

(2)　全県的な推進体制の強化

県民が一体となって犯罪のない安全安
心まちづくりに取り組めるよう、県民、事業
者、地域活動団体及び行政で構成する｢
高知県安全安心まちづくり推進会議｣にお
いて、構成員の拡充や会報の発行、実践
的な活動に向けた情報共有を行うなどに
より、活動の一層の活性化を図ります。

１　事業者、地域活動団体が活動するため
の啓発物やチラシを提供し、団体の活性化
を図る。
２　会報を発行　２回
　　構成員の照会をすることにより、活性化
を図る。
３　安全安心まちづくり市町村情報交換会
の開催
(1)開催時期（８月）（４ブロックで開催予定）
(2)内容
・犯罪のない安全安心まちづくりの推進に
ついて
・各市町村における安全安心まちづくりの取
組について
４　構成員の拡充を図るため、短期的な
キャンペーンを企画していく。

１　会報配布先の拡大を図る。

２　市町村情報交換会で発言しやすいテー
マを選考する。

１　高知県安全安心まちづくり推進会議
に「NPO法人高知県防犯設備協会」が
新規構成員として加入
２　 ＹＣＰＫなど、地域活動団体が活動
する際に、啓発物やチラシを提供
３　会報「安全安心まちづくりだより」発
行
　　（5月、8月、10月、2月発行）
４　 安全安心まちづくり市町村情報交換
会の開催（８月、４ブロックで開催）

　　市町村担当者との情報交換会を行う
ことで、地域安全に関して各地域の情
勢を把握することができた。

１　地域活動団体への啓発物、チラ
シの提供は、活動の活発化につなが
ると共に、推進会議の認知度を高め
た。

２　会報を発行することは、関係団体
と連絡を取り合う機会となるが、配布
先、機会を開拓する必要がある。

３　市町村情報交換会は、意見が低
調であるのが実情であるので、発言
しやすいテーマを選考する必要があ
る。

１　事業者、地域活動団体が活動する
ための啓発物やチラシを提供し、団体
の活性化を図る。
２　会報の発行
　　構成員の活動を紹介することによ
り、活性化を図る。
３　安全安心まちづくり市町村情報交
換会の開催
(1)開催時期（８月）（４ブロックで開催予
定）
(2)内容
・犯罪のない安全安心まちづくりの推
進について
・各市町村における安全安心まちづく
りの取組について
４　構成員の拡充を図るため、短期的
なキャンペーンを企画していく。

１　会報配布先の拡大を図る。

２　市町村情報交換会で発言しやす
いテーマを選考する。

県民生
活・男
女共同
参画課

39

35

項
目

内
容

(2)　全県的な推進体制の強化

県民が一体となって犯罪のない安全安
心まちづくりに取り組めるよう、県民、事業
者、地域活動団体及び行政で構成する｢
高知県安全安心まちづくり推進会議｣にお
いて、構成員の拡充や会報の発行、実践
的な活動に向けた情報共有を行うなどに
より、活動の一層の活性化を図ります。

高知県安全安心まちづくり推進会議事務局
として各種の取組への協力

関係諸機関との更なる連携 　高知県安全安心まちづくり推進会議事
務局として各種の取組への協力により
活動の一層の活性化を図った。

　活動を活性化するために高知県安
全安心まちづくり推進会議事務局と
して各種の取組に協力することがで
きた。

　高知県安全安心まちづくり推進会議
事務局として各種の取組への協力

関係諸機関との更なる連携

学校安
全対策
課

36

36

項
目

内
容

(2)　全県的な推進体制の強化

県民が一体となって犯罪のない安全安
心まちづくりに取り組めるよう、県民、事業
者、地域活動団体及び行政で構成する｢
高知県安全安心まちづくり推進会議｣にお
いて、構成員の拡充や会報の発行、実践
的な活動に向けた情報共有を行うなどに
より、活動の一層の活性化を図ります。

１　総会への参加
２　幹事会への参加

　犯罪のない安全安心まちづくりを総合的か
つ効果的に推進するため「高知県安全安心
まちづくり推進会議」を通じて、県民、事業
者、地域活動団体などと意見の交換や情報
の共有を行うとともに、より一層安全で安心
なまちづくりの推進を目指す。

１　総会の開催
　　平成27年２月
２　幹事会の開催
　　平成26年７月及び平成27年１月

会への出席により、関係者との意見交
換等を行うことができた。

意見交換等により、情報提供等を行
うことができた。

１　総会への参加
２　幹事会への参加

　犯罪のない安全安心まちづくりを
総合的かつ効果的に推進するた
め、｢高知県安全安心まちづくり推
進会議」を通じて、県民、事業者、地
域活動団体などと意見の交換や情
報の共有を行うとともに、より一層
安全で安心なまちづくりの推進を目
指す。

生活安
全企画
課

39

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策１　　県民運動として取り組むための仕組みをつくる

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A) 次年度の取組

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標２　　　 県民、事業者、地域活動団体、行政の連携を進める

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策１　　県民運動として取り組むための仕組みをつくる

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A) 次年度の取組

37

項
目

内
容

(3) 地域における推進体制づくりに対する
支援

地域における犯罪のない安全安心まち
づくりを総合的、かつ効果的に推進するた
めに、地域住民、事業者、地域活動団体、
行政の関係者などで構成される推進体制
が整備されるよう、市町村などに対して、
情報の提供などの必要な支援を行いま
す。

１　広報紙「安全安心まちづくりニュース」に
おいて、地域活動団体の活動を紹介
２　会報を発行　２回
　　構成員活動を紹介して周知することによ
り、市町村の活動体制の活性化を図る。
３　安全安心まちづくり市町村情報交換会
の開催
(1)開催時期（８月）（４ブロックで開催予定）
(2)内容
・犯罪のない安全安心まちづくりの推進に
ついて
・各市町村における安全安心まちづくりの取
組について

１　広報紙、会報で地域活動団体の紹介を
継続する。

２　市町村情報交換会で発言しやすいテー
マを選考する。

１　 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（年４回　466,000部発行）
２　会報「安全安心まちづくりだより」の
発行（年３回＋号外）　各250部
３　 安全安心まちづくり市町村情報交換
会の開催
(1)開催時期　８月　（４ブロックで開催）
(2)内容
・全国地域安全運動の実施について
・地域における安全安心まちづくりの推
進体制について
・高知県安全安心まちづくり推進会議構
成員の取組について
・高知県安全安心まちづくり功労者団体
等表彰について
・安全安心まちづくり啓発ポスターの募
集について

　広報紙、会報の記事作成に向け、関
係団体と連絡を取り合うこととなり、各
地域活動の活性化につながった。

１　広報紙で地域活動団体の紹介を
継続することにより、各地域での活
動の活性化を図ることができる。

２　会報を発行するは、関係団体と
連絡を取り合う機会となるが、配布
先、機会を開拓する必要がある。

３　市町村情報交換会は、意見が低
調であるのが実情であるので、発言
しやすいテーマを選考する必要があ
る。

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」において、地域活動団体の活動を
紹介

２　会報の発行
　　構成員活動を紹介して周知するこ
とにより、市町村の活動体制の活性化
を図る。

３　安全安心まちづくり市町村情報交
換会の開催

１　広報紙、会報で地域活動団体の
紹介を継続する。

２　市町村情報交換会で発言しやす
いテーマを選考する。

県民生
活・男
女共同
参画課

39

38

項
目

内
容

(3) 地域における推進体制づくりに対する
支援

地域における犯罪のない安全安心まち
づくりを総合的、かつ効果的に推進するた
めに、地域住民、事業者、地域活動団体、
行政の関係者などで構成される推進体制
が整備されるよう、市町村などに対して、
情報の提供などの必要な支援を行いま
す。

１ 各学校における、保護者・地域・関係機
関・地域の防犯組織等と連携した見守り活
動などの継続
２ 高知県安全安心まちづくり推進会議事
務局として各種の取組への協力

保護者・地域・関係機関・地域の防犯組織
等との連携及び地域のボランティア見守り活
動の活性化の一層の充実が必要である。

１ 各学校における、保護者・地域・関係
機関・地域の防犯組織等と連携した見
守り活動などの継続実施による地域の
活性化が図られた。
２ 高知県安全安心まちづくり推進会議
事務局として各種の取組へ協力した。

１　各学校における、保護者・地域・
関係機関・地域の防犯組織等と連携
した見守り活動などの継続実施によ
る地域の活性化が図られており、更
に継続して取り組むことが必要であ
る。

１ 各学校における、保護者・地域・関
係機関・地域の防犯組織等と連携した
見守り活動などの継続
２ 高知県安全安心まちづくり推進会
議事務局として各種の取組への協力

保護者・地域・関係機関・地域の
防犯組織等との連携及び地域のボ
ランティア見守り活動の活性化の一
層の充実が必要である。 学校安

全対策
課

39

39

項
目

内
容

(3) 地域における推進体制づくりに対する
支援

地域における犯罪のない安全安心まち
づくりを総合的、かつ効果的に推進するた
めに、地域住民、事業者、地域活動団体、
行政の関係者などで構成される推進体制
が整備されるよう、市町村などに対して、
情報の提供などの必要な支援を行いま
す。

１　地域安全ニュースによる情報提供
２　市町村広報誌への情報提供
３ あんしんＦメールでの不審者情報提供及
び県警ホームページへの掲載

　犯罪のない安全安心まちづくりを総合的か
つ効果的に推進するため「高知県安全安心
まちづくり推進会議」を通じて、県民、事業
者、地域活動団体などと意見の交換や情報
の共有を行うとともに、より一層安全で安心
なまちづくりの推進を目指す。

1 地域安全ニュースによる情報提供を
行った。
２ 各署において市町村広報紙への情
報提供、情報掲載依頼を行った。
３ あんしんＦメールでの不審者情報提
供及び県警ホームページへの掲載を
行った。

各署において市町村との連絡体制が
確立されつつある。

　各署地域安全アドバイザー、生活
安全担当者の活動により、市町村と
の連絡体制が確立されている。

１　地域安全ニュースによる情報提供
２　市町村広報紙への情報提供
３ あんしんＦメールでの不審者情報
提供及び県警ＨＰへの掲載

　犯罪のない安全安心まちづくりを
総合的かつ効果的に推進するた
め、｢高知県安全安心まちづくり推
進会議」を通じて、県民、事業者、地
域活動団体などと意見の交換や情
報の共有を行うとともに、より一層
安全で安心なまちづくりの推進を目
指す。

生活安
全企画
課

39

40

項
目

内
容

(4)　市町村に対する支援

市町村が自らの犯罪の安全で安心な地
域社会の実現に向けた取組などを実施し
ていくよう、働きかけるとともに、情報の提
供などの必要な支援を行います。

１ 安全安心まちづくり市町村情報交換会
の開催
(1)開催時期（８月）（４ブロックで開催予定）
(2)内容
・犯罪のない安全安心まちづくりの推進に
ついて
・各市町村における安全安心まちづくりの取
組について
２ 市町村において行われている地域安全
活動を広報紙などで積極的に紹介し、活性
化を図る。

１　広報紙、会報で地域活動団体の紹介を
継続する。

２　市町村情報交換会で発言しやすいテー
マを選考する。

１　 安全安心まちづくり市町村情報交換
会の開催
(1)開催時期　８月　（４ブロックで開催）
(2)内容
・全国地域安全運動の実施について
・地域における安全安心まちづくりの推
進体制について
・高知県安全安心まちづくり推進会議構
成員の取組について
・高知県安全安心まちづくり功労者団体
等表彰について
・安全安心まちづくり啓発ポスターの募
集について
２　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（年４回　各116,500部発行）

　広報紙の記事作成に向け、関係団体
と連絡を取り合うこととなり、各地域活
動の活性化につながった。

１　市町村情報交換会は、意見が低
調であるのが実情であるので、発言
しやすいテーマを選考する必要があ
る。

２　広報紙で地域活動団体の紹介を
継続することにより、各地域での活
動活性化を図ることができる。

１ 安全安心まちづくり市町村情報交
換会の開催

２ 市町村において行われている地域
安全活動を広報紙などで積極的に紹
介し、活性化を図る。

１　広報紙、会報で地域活動団体の
活動を紹介する。

２　市町村情報交換会で発言しやす
いテーマを選考する。

県民生
活・男
女共同
参画課

40

2



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標２　　　 県民、事業者、地域活動団体、行政の連携を進める

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策１　　県民運動として取り組むための仕組みをつくる

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A) 次年度の取組

41

項
目

内
容

(4)　市町村に対する支援

市町村が自らの犯罪の安全で安心な地
域社会の実現に向けた取組などを実施し
ていくよう、働きかけるとともに、情報の提
供などの必要な支援を行います。

１　犯罪情報の県警ホームページへの掲載
２　地域安全ニュースによる情報提供
３　市町村広報紙への情報提供
４ あんしんＦメールでの不審者情報提供及
び県警ホームページへの掲載

　犯罪のない安全安心まちづくりを総合的か
つ効果的に推進するため「高知県安全安心
まちづくり推進会議」を通じて、県民、事業
者、地域活動団体などと意見の交換や情報
の共有を行うとともに、より一層安全で安心
なまちづくりの推進を目指す。

１ 県警ＨＰにおいて、犯罪情報等の掲
載を行った。
２ 地域安全ニュースによる情報提供を
行った。
３ 市町村広報紙への情報提供、情報
掲載依頼を行った。
４ あんしんＦメールでの不審者情報提
供及び県警ＨＰへの掲載を行った。

各署において市町村との連絡体制が
確立されつつある。

　各署地域安全アドバイザー、生活
安全担当者の活動により、市町村と
の連絡体制が確立されている。

１　犯罪情報の県警ＨＰへの掲載
２　地域安全ニュースによる情報提供
３　市町村広報紙への情報提供
４ あんしんＦメールでの不審者情報
提供

　犯罪のない安全安心まちづくりを
総合的かつ効果的に推進するた
め、｢高知県安全安心まちづくり推
進会議」を通じて、県民、事業者、地
域活動団体などと意見の交換や情
報の共有を行うとともに、より一層
安全で安心なまちづくりの推進を目
指す。

生活安
全企画
課

40

3



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標２　　　 県民、事業者、地域活動団体、行政の連携を進める

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

42

項
目

内
容

(1)　ネットワークづくり

①地域における支え合いのネットワーク
の構築

地域の支え合いのネットワーク構築の
ため、事業者及び地域活動団体に対し
て、県と犯罪のない安全安心まちづくりや
地域の見守りに関する協定等を締結する
よう、働きかけます。

１　事業所との地域見守り協定を活かし、地
域の安全安心のネットワークづくりを進め
る。

１　地域見守り活動の取り組みの強化 １　事業者との地域見守り協定を活か
し、地域の安全安心のネットワークづくり
を進める。

・新たに１事業者（(株)サニーマート）との
見守り協定を締結（5/28）

・事業者に配布している協定ロゴマーク
のシール・バッチ等を日常業務の中で活
用することによる地域見守り活動のPR
　
・地域見守り協定を締結している事業者
と県、県民児連との三者会を開催
（2/17）。協定に基づく見守り活動の状況
等についてお互いに報告しあい、情報を
共有した。

・見守り活動強化月間を実施する事
業者もあるなど、見守り活動が積極
的に実施されてきている。

・各事業者による具体的な事例発表
や、関係者間での意見交換会を通じ
て、今後の取組の推進につなげるこ
とができた。

１　地域見守り協定による地域見守り活
動のネットワークづくり
・活動（地域見守り協定含む）ＰＲ

１　地域見守り協定による見守りネッ
トワークの充実強化

地域
福祉
政策
課

40

43

項
目

内
容

(1)　ネットワークづくり

①地域における支え合いのネットワーク
の構築

地域の支え合いのネットワーク構築の
ため、事業者及び地域活動団体に対し
て、県と犯罪のない安全安心まちづくりや
地域の見守りに関する協定等を締結する
よう、働きかけます。

自治会等による子ども見守り協議会の設置
促進

専属員がいないため、各自治会に対する
調整が困難

１　事業者、自治会等に対して地域貢献
活動を働きかけた結果、子ども見守り協
議会の設立が得られた。
２　積極的な情報提供として、ＨＰへの各
種情報掲載、地域安全ニュースやミニ広
報紙等の配布を行った。
３　ＨＰへの犯罪発生状況等の掲載を
行った。

　高知市内10か所の地区において、
街頭防犯カメラにより子ども見守り活
動を主軸とする子ども見守り協議会
が設立された。

自治会等による子ども見守り協議会の
設置促進。

各自治会との日程調整等が困難な
場合がある。

生活
安全
企画
課

40

44

項
目

内
容

(1)　ネットワークづくり

②中山間地域における安全・安心の確保
に向けた仕組みづくり

過疎化・高齢化などで世帯数が減少
し、コミュニティ機能が低下した地域にお
いて、住民同士の助け合いや近隣集落、
ＮＰＯ、住民グループ等の連携で、集落
維持・存続や支え合い、安全・安心の仕
組みづくりにつながる取組を支援します。

１ 地域全体で見守り支え合う「見守りネット
ワーク」の構築を官民一体となって展開す
る。

【こうち支え合いチャレンジプロジェクト】
あったかふれあいセンターや社会福祉協

議会などが核となり、小地域見守りネット
ワークを構築

・地域福祉と防災・減災の取組みを連携さ
せることにより、避難支援体制及び日頃の
見守り体制の構築を一体的に支援
・地域全体で見守り支え合う「見守りネット
ワーク」の構築を進め、お互いが助け合い、
支え合う地域づくりを推進

１ 孤立死の防止や生活支援など、地域の
課題は多様化しており、地域が一体となっ
て取組む体制づくりが求められている。地
域をコーディネートする人材の育成が必
要。

１ 地域全体で見守り支え合う「見守り
ネットワーク」の構築を官民一体となって
展開する。

・県内全ての民児協（45か所）会長等と
の意見交換を実施し、行政や専門職との
連携を図ることで困難事例に対応してい
る状況が把握できたとともに、課題を把
握・分析することにより、支援策を打ち出
すことができた。

・こうち支え合いチャレンジプロジェクトの
取組によるネットワーク構築に向けた話
し合いの場づくりを支援してきたことによ
り、既存の小地域ケア会議等も含めると
全ての市町村で専門職や関係機関が参
加した話し合いの場が出来ている。

・地域福祉と防災・減災対策との一体的
な取組を支援する職員を育成するため、
あったかふれあいセンター職員に対し防
災研修を実施した（11/25、11/27）。

・日頃の見守りと防災・減災対策との
一体的な取組について、市町村に
よって差が出てきている。

・民生委員の活動や地域でのネット
ワーク等、地域全体をコーディネート
する機関が重要である。その役割が
期待され、かつ、多くの民児協の事
務局を担っている市町村社会福祉協
議会の活動強化が必要不可欠となっ
てくる。

１ 地域全体で見守り支え合う「見守り
ネットワーク」の構築を官民一体となっ
て展開する。

【地域福祉活動を支える仕組みづくりへ
の支援】
・地域住民や民生委員・児童委員から
相談を受けたケースをワンストップで受
け止めて、関係機関へつなぐ仕組みを
構築する。

・地域福祉と防災・減災の取組みを連
携させることにより、避難支援体制及び
日頃の見守り体制の構築を一体的に支
援する。

１ 高齢者単独世帯の増加や生活支
援など、地域の課題は多様化してお
り、地域が一体となって取組む体制
づくりが求められている。地域をコー
ディネートする人材の育成が必要。

地域
福祉
政策
課
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計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策２　　日常の生活の場におけるネットワークをつくる

番号

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

具体的な取組

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標２　　　 県民、事業者、地域活動団体、行政の連携を進める

基本的方策２　　日常の生活の場におけるネットワークをつくる

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
　インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

項
目

内
容

１　集落活動センターの立ち上げの支援
・地域支援企画員（総括・集落支援担当）を中心とし
た市町村と連携した支援の推進
・研修会の開催（市町村・地域住民対象/年4回）
・集落活動センター推進アドバイザーの派遣
・集落活動センター支援ハンドブックの改訂・配付、
支援マニュアルの作成・配付

２　集落活動センター推進事業（補助事業）

・関係部署、地域本部、市町村との一層の連携 １　集落活動センターの立ち上げの支援
・研修会等の開催
　全体2回（6/5・103名参加、2/12国土交通省主
催フォーラム）、テーマ別5回（8/8・63名参加、
8/27・65名参加、9/26・20名参加、10/16・37名
参加、1/28・25名参加）　計7回
・市町村別支援チーム会による支援
　支援チーム会等を通じた情報提供及びセン
ターの取組への支援
・集落活動センター推進アドバイザーの派遣
　地域への派遣（3名・5回）、研修会の講師等（3
名・3回）
・集落活動センター支援ハンドブックの改訂・更
新（4月）
・集落活動センターの立ち上げに向けた支援マ
ニュアルの作成（1月）

２　集落活動センター推進事業（補助事業）
・15市町村（18地区）に対して交付決定

　14市町村17地区で集落活動センターが開所
し、各地域において、支え合いの活動や安全・
安心の仕組みづくりに向けた取り組みがスター
トした。

１　集落活動センターの立ち上げの支援
・研修会に、市町村職員のほか、地域住民
の皆さまや高知ふるさと応援隊等が参加
し、集落活動センターの取り組みの意義や
事例を学んでいただいた。さらに、税務等
テーマ別研修を受講いただき、各地域の取
り組みに生かされた。
・市町村別支援チームに出先機関の職員
が参画し、部局横断での支援を進めること
ができた。
・集落活動センター推進アドバイザーの助
言等により、地域の意識醸成や集落活動セ
ンターの立ち上げなど具体的な取り組みに
つながった。
・集落活動センター支援ハンドブックを改
訂・更新し、ホームページ等に掲載すること
により、周知を図った。また、集落活動セン
ターの立ち上げに向けた支援マニュアルを
作成し、関係者に配布した。

２　集落活動センター推進事業（補助事業）
・集落活動センターの取り組みに必要な経
費に対し補助した。

１　集落活動センターの立ち上げの支援
・地域支援企画員（総括・集落支援担当）を中
心とした、市町村と連携した支援の推進
・研修会の開催（市町村、地域住民対象/年3
回）
・集落活動センター推進アドバイザーの派遣
・集落活動センター支援ハンドブック・支援マ
ニュアルの改訂・配布

２　集落活動センター推進事業（補助事業）

・関係部署、地域本部、市町村との一層の
連携

３　中山間地域生活支援総合事業
（１）生活用品確保事業
　　　・要望0件
（２）生活用水確保支援事業
　　　・10市町村（20件）から要望あり
（３）移動手段確保支援事業
　　　・13市町村（14件）から要望あり
　　　・自家用有償運送運転手資格取得講習
　　　　会受講料一部補助
（４）地域の物流支援事業
　　　・10市町村（11件）から要望あり

４　移動手段の確保対策
　　　・市町村担当者全体研修会
　　　・県内外の事例視察研修
　　　・個別課題に応じた出張ミニ研修会
　　　・市町村支援マニュアルの改訂

５　結プロジェクト推進事業
　　集落と民間等の交流を通じて協働の
　　仕組みづくりを促進し集落の維持再生
　　に繋げる

・市町村による地域のニーズの把握の徹底、ま
た、県が地域に出向き課題等の把握を行うことに
よって、より活用される支援策の検討を行う。

３　中山間地域生活支援総合事業
（１）生活用品確保事業
　　　交付申請件数：0件
（２）生活用水確保支援事業
　　　交付決定件数：13市町村33件
（３）移動手段確保支援事業
　　　交付決定件数：延べ11市町村
　　　・仕組みづくり：2件
　　　・施設整備：5件
　　　・実証運行：4件
　　　・自家用有償運送運転手講習
　　　　：6名分補助
（４）地域の物流支援事業
　　　交付決定件数：8市町村9件
４　移動手段の確保対策
　　　・市町村担当者全体研修会
　　　　（2回開催、延べ80名参加）
　　　・県内の事例視察研修
　　　　（2回開催、延べ56名参加）
　　　・個別課題に応じた出張ミニ研修会
　　　　（2市町4回開催）
　　　・市町村支援マニュアルの改訂
５　結プロジェクト推進事業
　　　・３市町４件

３　生活用品の購入・生活用水の確保・移
動手段の維持及び確保・見守りサービスを
複合した物資の運搬等の生活環境整備の
支援を行うことで、中山間地域で将来にわ
たり暮らし続ける環境整備が着実に進んで
いる。
　

４　生活交通の存続が危ぶまれている地域
や、交通空白地のある市町村において、自
治体の役割を認識し、中山間地域における
移動手段確保に対する認識を深めるととも
に、地域の実情に応じた移動手段の検討
が進んでいる。

５　高知大学などによる地域との協働体制
が確立されてきた。（H26限りで廃止）

３　中山間地域生活支援総合事業
（１）生活用品確保等支援事業
　　　・5市町村（6件）から要望あり
（２）生活用水確保支援事業
　　　・14市町村（20件）から要望あり
（３）移動手段確保支援事業
　　　・9市町村（9件）から要望あり
　　　・自家用有償運送運転手資格取得
　　　　講習会受講料一部補助

４　移動手段の確保対策
　　　・市町村担当者全体研修会
　　　・県内外の事例視察研修
　　　・個別課題に応じた出張ミニ研修会
　　　・市町村支援マニュアルの改訂

・潜在的ニーズや、多様なニーズが存在す
る中で、生活環境整備を更に進めていくた
めの、関係機関（市町村等）との更なる連
携強化。
・生活用水確保支援事業における、建設コ
ストの縮減も含めた、今後の整備計画の見
通しづくり。

46

項
目

内
容

(2)　防犯活動団体との連携の促進

防犯活動団体と連携して、見守り活動
や合同防犯パトロールを行うほか、防犯
活動団体に対し、必要な情報を提供しま
す。

１　防犯活動団体との連携の強化
２　防犯活動団体への積極的な情報提供

防犯活動団体構成員の高齢化及び後継者
不足

１　各署において、管内防犯活動団体と
の連携による防犯活動を行った。
２　各署において、管内防犯活動団体に
対する情報提供を行った。
３　現役世代及び若い世代のボランティ
ア加入を呼びかけた。

　各署とも地域安全アドバイザーの積極
的な活動により、防犯活動団体との連携
による防犯活動ができた。

　各署において、管内防犯活動団体
との連携による防犯活動を行ってい
るが、防犯活動団体の構成員の高齢
化が進んでおり、現役世代の獲得が
課題である。

１　防犯活動団体との連携の強化
２ 防犯活動団体への積極的な情報提
供

防犯活動団体構成員の高齢化及び
後継者不足

生活
安全
企画
課

40

(1)　ネットワークづくり

  中山間地域における安全・安心の確保に向け
た仕組みづくり
　 過疎化・高齢化などで世帯数が減少し、コミュ
ニティ機能が低下した地域において、住民同士
の助け合いや近隣集落、ＮＰＯ、住民グループ
等の連携で、集落維持・存続や支え合い、安全・
安心の仕組みづくりにつながる取組を支援しま
す。

45

番号 担当課

計画
冊子
記載
ペー
ジ

改善（A)　次年度の取組計画（P)

具体的な取組

中山
間地
域対
策課

36
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

47

項
目

内
容

(1) 学校等における児童等の安全の確
保のための指針の周知及び助言

学校等において児童等の安全が確
保されるよう、学校等の設置・管理者に
対して、｢学校等における児童等の安全
の確保のための指針｣の周知を図るとと
もに、必要な助言などを行います。

県立の施設については、｢学校等に
おける児童等の安全の確保のための
指針｣に基づき、児童等の安全対策の
充実強化を図ります。

学校運営において「児童生徒の安全確
保」が最重要であることをすべての学校教
職員が認識し理解を深めていくよう要請し
ていく。

　特になし。 　学校訪問等において、南海地震対策の
推進にあわせて生徒の身の安全確保の
視点に立った対応を要請した。

　各学校とも児童生徒の安全確保の
重要性を十分認識しているので、継
続した取組の要請を続けていく。

学校運営において「児童生徒の安全
確保」が最重要であることをすべての学
校教職員が認識し理解を深めていくよう
要請していく。

　特になし。

私学・
大学支
援課

42

48

項
目

内
容

(1) 学校等における児童等の安全の確
保のための指針の周知及び助言

学校等において児童等の安全が確
保されるよう、学校等の設置・管理者に
対して、｢学校等における児童等の安全
の確保のための指針｣の周知を図るとと
もに、必要な助言などを行います。

県立の施設については、｢学校等に
おける児童等の安全の確保のための
指針｣に基づき、児童等の安全対策の
充実強化を図ります。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防災
対策指針に基づく防災対策マニュアルが
作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマニュ
アルとして、事故防止マニュアルや感染症
予防マニュアルなどが策定されているか、
防災マニュアルなどが策定されているか、
防犯に配慮した取組を行っているか確認を
行う。

１及び２　各障害福祉事業所等の間で、
防災対策マニュアルの完成度合いが異
なることから、参考となる防災マニュアル
を示すことを検討。

福祉指導課と共に、社会福祉施設防災対
策指針に基づく防災対策マニュアル、事故
防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況については実地指
導の際、確認。

防災対策マニュアルの作成により、
各障害福祉サービス事業所等がそれ
ぞれの事業所の立地条件や災害の
際の危険性を把握し、対応策の検
討、利用者への周知が図られた。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュア
ルが作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマ
ニュアルとして、事故防止マニュアルや
感染症予防マニュアルなどが策定され
ているか、防災マニュアルなどが策定さ
れているか、防犯に配慮した取組を行っ
ているか確認を行う。

特になし。

障害保
健福祉
課

42

49

項
目

内
容

(1) 学校等における児童等の安全の確
保のための指針の周知及び助言

学校等において児童等の安全が確
保されるよう、学校等の設置・管理者に
対して、｢学校等における児童等の安全
の確保のための指針｣の周知を図るとと
もに、必要な助言などを行います。

県立の施設については、｢学校等に
おける児童等の安全の確保のための
指針｣に基づき、児童等の安全対策の
充実強化を図ります。

児童養護施設等に対して、指導監査実施
時に「児童福祉施設等における児童の安
全の確保について」の点検項目の取組状
況の確認にあわせて指針の周知を図る。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備

２　外出中の児童の安全確保

指導監査実施時等に確認し周知した。 児童の安全確保について周知が進ん
でいる。

児童養護施設等に対して、指導監査実
施時に「児童福祉施設等における児童
の安全の確保について」の点検項目の
取組状況の確認にあわせて指針の周知
を図る。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備

２　外出中の児童の安全確保

児童家
庭課

42

50

項
目

内
容

(1) 学校等における児童等の安全の確
保のための指針の周知及び助言

学校等において児童等の安全が確
保されるよう、学校等の設置・管理者に
対して、｢学校等における児童等の安全
の確保のための指針｣の周知を図るとと
もに、必要な助言などを行います。

県立の施設については、｢学校等に
おける児童等の安全の確保のための
指針｣に基づき、児童等の安全対策の
充実強化を図ります。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基準
（H22）」を、事業実施場所に周知徹底す
る。
・児童クラブについては、子ども・子育て支
援新制度において省令基準が示された。
各市町村が策定する条例によって質の向
上が図られるよう支援を行う。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村担当者が異動したところは、年度
当初から十分な説明が必要。
・実施場所の安全確保のためには、学校
や地域との連携を進める必要がある。
・児童クラブを実施する市町村は、9月ま
でに条例を定める（改訂する）必要があ
る。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基
準」については、H22の策定以降、周知徹
底を図ってきたことにより、事業実施主体
に浸透してきた。市町村担当者に認識して
もらうことで、より安全・安心な放課後の居
場所づくりを進めることができている。
・国の制度（新制度、放課後子ども総合プ
ラン等）が大きく変わる中、国の動き等に
ついて市町村に適宜情報提供したほか、
全市町村訪問により、事業の方向性や予
算化に向けた考え方を確認し合うことがで
きた。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・防災等の安全性の確保や学習活動
の充実等に向けて、学校とのさらなる
連携が必要。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・H27からは、省令基準を踏まえて策定
される各市町村の条例に基づいて放課
後児童クラブが運営されるため、一定水
準の質が確保されるよう、厚生労働省が
策定した「放課後児童クラブ運営指針
（H27）」や「高知県放課後児童クラブ設
置運営基準」について、実施主体である
市町村等に対して引き続き周知徹底し、
必要な助言を行う。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村担当者が異動したところは、年
度当初から十分な説明が必要。

生涯学
習課

36

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策１　　学校等における児童等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策１　　学校等における児童等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

51

項
目

内
容

(1) 学校等における児童等の安全の確
保のための指針の周知及び助言

学校等において児童等の安全が確
保されるよう、学校等の設置・管理者に
対して、｢学校等における児童等の安全
の確保のための指針｣の周知を図るとと
もに、必要な助言などを行います。

県立の施設については、｢学校等に
おける児童等の安全の確保のための
指針｣に基づき、児童等の安全対策の
充実強化を図ります。

１ 「高知県学校防災マニュアル作成の手
引き」の改訂を実施するとともに学校の実
態に応じて各校の「学校防災マニュアル」
の見直しを図る。
２「高知県安全教育プログラム」を活用した
更なる安全教育の推進と定着を図る。

「安全教育プログラム」の学校における実
施活用率を上げるための取組が必要で
ある。

１　平成26年３月に策定した「高知県学校
防災マニュアル作成の手引き」をもとに、
各学校において「学校防災マニュアル」の
見直しを実施した。
２　２６年２月に策定した「高知県安全教育
プログラム（気象災害編）（交通安全編）
（生活安全編）」について活用と指導の充
実を働きかけた。

１　各学校の防災マニュアルの点検・
評価を実施することにより、一層効果
的なものへと改訂することができた。
２　安全教育で指導すべき内容、指導
方法等を明確に示すことができ、各学
校の今後の安全教育推進の後押しと
なった。

１　各学校の改訂した防災マニュアルの
年度当初の見直しと点検を継続して実
施していく必要がある。
２「高知県安全教育プログラム」を活用し
た更なる安全教育の推進と定着を図る。

「安全教育プログラム」の学校における
実施活用率を上げるための更なる取組
が必要である。

学校安
全対策
課

42

52

項
目

内
容

(1) 学校等における児童等の安全の確
保のための指針の周知及び助言

学校等において児童等の安全が確
保されるよう、学校等の設置・管理者に
対して、｢学校等における児童等の安全
の確保のための指針｣の周知を図るとと
もに、必要な助言などを行います。

県立の施設については、｢学校等に
おける児童等の安全の確保のための
指針｣に基づき、児童等の安全対策の
充実強化を図ります。

不審者対応訓練の継続実施 学校側との連携 　不審者対応訓練等を通じて危機管理に
ついて指導を行った。

　不審者対応訓練の実施により、有事の
際の対応要領について再確認ができた。

　不審者対応訓練の実施により、有
事の際の対応要領の再確認を行うと
ともに、警察署と学校との連絡体制構
築にもつながった。

　不審者対応訓練の継続実施 学校側との連携

生活安
全企画
課

42

53

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

①安全管理のためのマニュアルの策定
等の促進

学校及び保育所、認可外保育施設の
設置・管理者による校外活動など、様々
なケースを想定した危機管理マニュア
ルの策定を促進します。

また、児童福祉施設(保育所及び認
可外保育施設を除く)、児童発達支援事
業の関係施設、放課後子どもプラン推
進事業の関係施設の運営管理マニュア
ルなどに防犯の視点が盛り込まれるよ
う、働きかけます。

記載内容の定期的な点検、必要に応じて
様々なケースを想定した見直し等を要請し
ていく。

また、緊急時、教職員がマニュアルに
沿った対応ができるよう教職員への周知徹
底等について要請していく。

　特になし。 　学校訪問等において、南海地震対策の
推進にあわせて生徒の身の安全確保の
視点に立った対応を要請した。

　各学校ともすでに危機管理マニュア
ルを作成しているが、様々なケースを
想定した内容の充実を図る必要があ
る。

記載内容の定期的な点検、必要に応
じて様々なケースを想定した見直し等を
要請していく。

また、緊急時、教職員がマニュアルに
沿った対応ができるよう教職員への周
知徹底等について要請していく。

　特になし。

私学・
大学支
援課

43

54

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

①安全管理のためのマニュアルの策定
等の促進

学校及び保育所、認可外保育施設の
設置・管理者による校外活動など、様々
なケースを想定した危機管理マニュア
ルの策定を促進します。

また、児童福祉施設(保育所及び認
可外保育施設を除く)、児童発達支援事
業の関係施設、放課後子どもプラン推
進事業の関係施設の運営管理マニュア
ルなどに防犯の視点が盛り込まれるよ
う、働きかけます。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防災
対策指針に基づく防災対策マニュアルが
作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマニュ
アルとして、事故防止マニュアルや感染症
予防マニュアルなどが策定されているか、
防災マニュアルなどが策定されているか、
防犯に配慮した取組を行っているか確認を
行う。

１及び２　各障害福祉事業所等の間で、
防災対策マニュアルの完成度合いが異
なることから、参考となる防災マニュアル
を示すことを検討。

福祉指導課と共に、社会福祉施設防災対
策指針に基づく防災対策マニュアル、事故
防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況については実地指
導の際、確認。

防災対策マニュアルの作成により、
各障害福祉サービス事業所等がそれ
ぞれの事業所の立地条件や災害の
際の危険性を把握し、対応策の検
討、利用者への周知が図られた。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュア
ルが作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマ
ニュアルとして、事故防止マニュアルや
感染症予防マニュアルなどが策定され
ているか、防災マニュアルなどが策定さ
れているか、防犯に配慮した取組を行っ
ているか確認を行う。

特になし。

障害保
健福祉
課

43

2



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策１　　学校等における児童等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

55

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

①安全管理のためのマニュアルの策定
等の促進

学校及び保育所、認可外保育施設の
設置・管理者による校外活動など、様々
なケースを想定した危機管理マニュア
ルの策定を促進します。

また、児童福祉施設(保育所及び認
可外保育施設を除く)、児童発達支援事
業の関係施設、放課後子どもプラン推
進事業の関係施設の運営管理マニュア
ルなどに防犯の視点が盛り込まれるよ
う、働きかけます。

１ 児童養護施設等に対して、指導監査実
施時に「児童福祉施設等における児童の
安全の確保について」の点検項目にある
防犯のための避難訓練等の実施につい
て、確認し指導を図る。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備

２　外出中の児童の安全確保

指導監査実施時等に確認し指導した。 運営管理上の危機管理の視点をもつ
よう指導している。

１ 児童養護施設等に対して、指導監査
実施時に「児童福祉施設等における児
童の安全の確保について」の点検項目
にある防犯のための避難訓練等の実施
について、確認し指導を図る。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備

２　外出中の児童の安全確保

児童家
庭課

43

56

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

①安全管理のためのマニュアルの策定
等の促進

学校及び保育所、認可外保育施設の
設置・管理者による校外活動など、様々
なケースを想定した危機管理マニュア
ルの策定を促進します。

また、児童福祉施設(保育所及び認
可外保育施設を除く)、児童発達支援事
業の関係施設、放課後子どもプラン推
進事業の関係施設の運営管理マニュア
ルなどに防犯の視点が盛り込まれるよ
う、働きかけます。

危機管理マニュアルが整備されていない
保育所・幼稚園がある市町村には、市町村
訪問などを通じ、作成を要請する。

　マニュアル未作成の園に対しては、作
成を強く要請するとともに、マニュアル作
成の園に対しても内容の充実を図る必要
がある。

１　全市町村を訪問し、保育所・幼稚園（私
立を除く）・認定こども園（私立を除く）の安
全管理・安全教育の実施状況についてヒ
アリングと推進を要請（7月～8月：34市町
村）。
２　危機管理マニュアルがまだ整備されて
いない園等へは、市町村訪問や研修会等
を通じてマニュアル整備を要請。
３　全私立幼稚園に対して、私立学校運営
費補助金事業計画ヒアリングの場で、安全
管理・安全教育の実施状況についてヒアリ
ングと推進を要請（8月～9月：31園）

　危機管理マニュアルについては、
95.2%の園で作成されているが、記載
内容が十分ではない園もある。
　また、未作成の園については、作成
内容が分からない園もあり、今後も助
言、要請が必要である。

危機管理マニュアルが整備されていな
い保育所・幼稚園がある市町村には、市
町村ヒアリングの場等を通じ、作成を要
請する。

　マニュアル未作成の園に対しては、作
成を強く要請するとともに、マニュアル作
成の園に対しても内容の充実を図る必
要がある。

幼保支
援課

43

57

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

①安全管理のためのマニュアルの策定
等の促進

学校及び保育所、認可外保育施設の
設置・管理者による校外活動など、様々
なケースを想定した危機管理マニュア
ルの策定を促進します。

また、児童福祉施設(保育所及び認
可外保育施設を除く)、児童発達支援事
業の関係施設、放課後子どもプラン推
進事業の関係施設の運営管理マニュア
ルなどに防犯の視点が盛り込まれるよ
う、働きかけます。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基準
（H22）」及び「安全管理ハンドブック（H24.1
改訂）」に基づき、防犯や防災の視点が盛
り込まれたマニュアルを策定するよう市町
村に周知、啓発を行う。
・マニュアル策定に必要な情報を市町村に
提供する。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・実施場所は地域の人々によって運営さ
れているため、個別にマニュアルを作成
することが難しい。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村における安全管理マニュアルの策
定を促進するため、市町村担当者や指導
員等を対象とした研修を実施した。
　安全管理や危機管理のマニュアルを作
成している市町村の事例を提供すること
で、マニュアル策定の必要性を感じていた
だくことができた。
（7/17　35名参加、研修満足度 76％）

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・実施場所だけでは実施が困難な研
修や防災の取組に対して支援を充実
してきたが、地域の人々によって運営
されているため、マニュアルの作成や
危機に対する備えがどの程度できて
いるかの把握が難しい。
・防災等の安全性の確保や学習活動
の充実等に向けて、学校とのさらなる
連携が必要。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基
準（H22）」及び「安全管理ハンドブック
（H24.1改訂）」に基づき、防犯や防災の
視点が盛り込まれたマニュアルを策定
するよう、実施主体である市町村等に対
して引き続き周知・啓発を行う。
・マニュアル策定に必要な情報を市町村
に提供する。
・H27から実施する放課後児童支援員認
定資格研修において、安全・安心への
対応を学ぶ機会を提供する。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・実施場所は地域の人々によって運営さ
れているため、個別にマニュアルを作成
することが難しい。

生涯学
習課

43

58

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

①安全管理のためのマニュアルの策定
等の促進

学校及び保育所、認可外保育施設の
設置・管理者による校外活動など、様々
なケースを想定した危機管理マニュア
ルの策定を促進します。

また、児童福祉施設(保育所及び認
可外保育施設を除く)、児童発達支援事
業の関係施設、放課後子どもプラン推
進事業の関係施設の運営管理マニュア
ルなどに防犯の視点が盛り込まれるよ
う、働きかけます。

１ 各学校における危機管理マニュアルの
見直しについて訓練及び研修会等を通し
て指導を行う。

　より実行性のある「危機管理マニュア
ル」となるよう全ての学校で毎年見直しを
行うよう点検・指導が必要である。

１ 各学校における「危機管理マニュアル」
を各種研修会等を通して指導を行った。
２ 「学校安全教室推進講習会」は中止と
なったが、研修会で配付を予定していた資
料を各市町村教育委員会に送付し啓発を
行った。

１各種研修会の開催により、各学校
におけるマニュアル見直しのきっかけ
づくりとなった。

１ 各学校における危機管理マニュアル
の見直しについて各種研修会等を通し
て指導を行う。

　より実行性のある「危機管理マニュア
ル」となるよう全ての学校で毎年見直し
を行うよう点検・指導が必要である。

学校安
全対策
課

43

3



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策１　　学校等における児童等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

59

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

①安全管理のためのマニュアルの策定
等の促進

学校及び保育所、認可外保育施設の
設置・管理者による校外活動など、様々
なケースを想定した危機管理マニュア
ルの策定を促進します。

また、児童福祉施設(保育所及び認
可外保育施設を除く)、児童発達支援事
業の関係施設、放課後子どもプラン推
進事業の関係施設の運営管理マニュア
ルなどに防犯の視点が盛り込まれるよ
う、働きかけます。

１　学校管理者及び教職員に対する
　　①危機管理マニュアルの策定指導
　　②不審者対応に関する指導

　学校等からの要請を受けて実施してい
るため学校側との連携が必要となる。

１　不審者対応訓練等を通じて危機管理
について指導を行った。
２　不審者対応訓練等を通じて指導を行っ
た。

　不審者対応訓練の実施により、有事の
際の対応要領についての再確認ができ
た。

　不審者対応訓練の実施により、有
事の際の対応要領の再確認を行うと
ともに、警察署と学校との連絡体制構
築にもつながった。

　不審者対応訓練の継続実施 学校側との連携

生活安
全企画
課

43

60

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

②不審者侵入防止訓練の実施の促進
教職員などを対象として、不審者の

侵入を想定した防犯訓練の実施を促進
します。

不審者侵入がいつでも起こりうることを認
識し、必要な侵入防止訓練を行うよう要請
していく。

　特になし。 　学校訪問等において、不審者侵入防止
訓練の実施を要請した。

　学校により、又、年度により実施で
きていない。

不審者侵入がいつでも起こりうることを
認識し、必要な侵入防止訓練を行うよう
要請していく。

　特になし。

私学・
大学支
援課

43

61

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

②不審者侵入防止訓練の実施の促進
教職員などを対象として、不審者の

侵入を想定した防犯訓練の実施を促進
します。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防災
対策指針に基づく防災対策マニュアルが
作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマニュ
アルとして、事故防止マニュアルや感染症
予防マニュアルなどが策定されているか、
防災マニュアルなどが策定されているか、
防犯に配慮した取組を行っているか確認を
行う。

１及び２　各障害福祉事業所等の間で、
防災対策マニュアルの完成度合いが異
なることから、参考となる防災マニュアル
を示すことを検討。

福祉指導課と共に、社会福祉施設防災対
策指針に基づく防災対策マニュアル、事故
防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況については実地指
導の際、確認。

防災対策マニュアルの作成により、
各障害福祉サービス事業所等がそれ
ぞれの事業所の立地条件や災害の
際の危険性を把握し、対応策の検
討、利用者への周知が図られた。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュア
ルが作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマ
ニュアルとして、事故防止マニュアルや
感染症予防マニュアルなどが策定され
ているか、防災マニュアルなどが策定さ
れているか、防犯に配慮した取組を行っ
ているか確認を行う。

特になし。

障害保
健福祉
課

43

62

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

②不審者侵入防止訓練の実施の促進
教職員などを対象として、不審者の

侵入を想定した防犯訓練の実施を促進
します。

１ 児童養護施設等に対して、指導監査実
施時に「児童福祉施設等における児童の
安全の確保について」の点検項目にある
防犯のための避難訓練等の実施につい
て、確認し指導を図る。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備

２　外出中の児童の安全確保

指導監査実施時等に確認し指導した。 防犯のための避難訓練等の実施の
必要性を指導している。

１ 児童養護施設等に対して、指導監査
実施時に「児童福祉施設等における児
童の安全の確保について」の点検項目
にある防犯のための避難訓練等の実施
について、確認し指導を図る。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備

２　外出中の児童の安全確保 児童家
庭課

43

63

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

②不審者侵入防止訓練の実施の促進
教職員などを対象として、不審者の

侵入を想定した防犯訓練の実施を促進
します。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基準
（H22）」及び「安全管理ハンドブック（H24.1
改訂）」に基づき、安全対策を徹底するよう
市町村に周知、啓発を行う。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・実施場所は地域の人々によって運営さ
れているため、個別に訓練を行うことは
難しい。
・実施場所の安全確保のためには、学校
や地域との連携を進める必要がある。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村における安全管理マニュアルの策
定を促進するため、市町村担当者や指導
員等を対象とした研修を実施した。
　安全管理や危機管理のマニュアルを作
成している市町村の事例を提供すること
で、学校や地域と連携して取り組む必要性
を感じていただくことができた。
（7/17　35名参加、研修満足度 76％）

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・実施場所は地域の人々によって運
営されているため、各現場における安
全対策への取り組みがどの程度でき
ているかの把握が難しい。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基
準（H22）」及び「安全管理ハンドブック
（H24.1改訂）」に基づき、安全対策を徹
底するよう市町村に周知、啓発を行う。
・H27から実施する放課後児童支援員認
定資格研修において、安全・安心への
対応を学ぶ機会を提供する。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・実施場所は地域の人々によって運営さ
れているため、個別に訓練を行うことは
難しい。
・実施場所の安全確保のためには、学
校や地域との連携を進める必要がある。

生涯学
習課

43

64

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

②不審者侵入防止訓練の実施の促進
教職員などを対象として、不審者の

侵入を想定した防犯訓練の実施を促進
します。

１ 「学校安全教室推進講習会」を開催し、
各学校における、保護者・地域・関係機関・
地域の防犯組織等と連携した見守り活動
の啓発を行う。

　学校における、不審者侵入防止等の防
犯に関する危機意識の向上を図るため、
「学校安全教室推進講習会」等あらゆる
機会を捉え市町村に指導・支援を行う必
要がある。

１ 教職員や子どもの安全対応能力の向
上を図る「防犯教室」を推進するための
「学校安全教室推進講習会」を8月4日に
開催を予定していたが、台風12号の影響
により中止となった。

そこで、本会にて配付する予定であった
資料を各教育委員会に送付し、啓発を
図った。

１ 各学校における、保護者・地域・関
係機関・地域の防犯組織等と連携し
た見守り活動や不審者への対処につ
いての啓発となった。

１ 各学校における、不審者侵入を想定
した対処や、保護者・地域・関係機関・地
域の防犯組織等と連携した活動の啓発
を行う。

　学校における、不審者侵入防止等の
防犯に関する危機意識の向上を図るた
め、「学校安全教室推進講習会」等あら
ゆる機会を捉え市町村に指導・支援を行
う必要がある。

学校安
全対策
課

43
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策１　　学校等における児童等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

65

項
目

内
容

(2) 学校等の安全確保体制づくりの促
進

②不審者侵入防止訓練の実施の促進
教職員などを対象として、不審者の

侵入を想定した防犯訓練の実施を促進
します。

不審者対応訓練の実施 学校側との連携 　不審者対応訓練等を通じて危機管理に
ついて指導を行った。

　不審者対応訓練の実施により、有事の
際の対応要領についての再確認ができ
た。

不審者対応訓練の実施により、有事
の際の対応要領の再確認を行うとと
もに、警察署と学校との連絡体制構
築にもつながった。

不審者対応訓練の継続実施 学校側との連携

生活安
全企画
課

43

66

項
目

内
容

(3) 学校等における児童等の見守り活
動等の推進

学校等の設置・管理者、保護者、地域
住民、事業者、地域活動団体と連携し
て、学校等における見守り活動などの
効果的な安全確保の取組を実施しま
す。

地域の自治会等との連携を深め、地域の
学校として見守り活動につなげる取組を要
請する。

　私立学校の生徒は広範囲から通学して
おり、地域の自治会等との連携に難しい
面がある。

　学校訪問等において、地域の自治会等
との連携による見守り活動の取組を要請
した。

　地域活動への参加は18校中８校が
実施しているが、私立学校の生徒は
広範囲から通学しており、見守り活動
においては、地域の自治会等との連
携に難しい面がある。

地域の自治会等との連携を深め、地
域の学校として見守り活動につなげる取
組を要請する。

　私立学校の生徒は広範囲から通学し
ており、地域の自治会等との連携に難し
い面がある。 私学・

大学支
援課

43

67

項
目

内
容

(3) 学校等における児童等の見守り活
動等の推進

学校等の設置・管理者、保護者、地域
住民、事業者、地域活動団体と連携し
て、学校等における見守り活動などの
効果的な安全確保の取組を実施しま
す。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防災
対策指針に基づく防災対策マニュアルが
作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマニュ
アルとして、事故防止マニュアルや感染症
予防マニュアルなどが策定されているか、
防災マニュアルなどが策定されているか、
防犯に配慮した取組を行っているか確認を
行う。

１及び２　各障害福祉事業所等の間で、
防災対策マニュアルの完成度合いが異
なることから、参考となる防災マニュアル
を示すことを検討。

福祉指導課と共に、社会福祉施設防災対
策指針に基づく防災対策マニュアル、事故
防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況については実地指
導の際、確認。

防災対策マニュアルの作成により、
各障害福祉サービス事業所等がそれ
ぞれの事業所の立地条件や災害の
際の危険性を把握し、対応策の検
討、利用者への周知が図られた。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュア
ルが作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマ
ニュアルとして、事故防止マニュアルや
感染症予防マニュアルなどが策定され
ているか、防災マニュアルなどが策定さ
れているか、防犯に配慮した取組を行っ
ているか確認を行う。

特になし。

障害保
健福祉
課

43

68

項
目

内
容

(3) 学校等における児童等の見守り活
動等の推進

学校等の設置・管理者、保護者、地域
住民、事業者、地域活動団体と連携し
て、学校等における見守り活動などの
効果的な安全確保の取組を実施しま
す。

１ 児童養護施設等に対して、指導監査実
施時に「児童福祉施設等における児童の
安全の確保について」の点検項目にある
防犯のための避難訓練等の実施につい
て、確認し指導を図る。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備
２　外出中の児童の安全確保

指導監査実施時等に確認し指導した。 防犯のための避難訓練等の実施の
必要性を指導している。

１ 児童養護施設等に対して、指導監査
実施時に「児童福祉施設等における児
童の安全の確保について」の点検項目
にある防犯のための避難訓練等の実施
について、確認し指導を図る。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備
２　外出中の児童の安全確保

児童家
庭課

43

69

項
目

内
容

(3) 学校等における児童等の見守り活
動等の推進

学校等の設置・管理者、保護者、地域
住民、事業者、地域活動団体と連携し
て、学校等における見守り活動などの
効果的な安全確保の取組を実施しま
す。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村、保護者、地域住民、指導員等が
連携して、児童等を見守るしくみをつくる。
（＝事業の推進）
・指導員等を対象とした安全研修や、市町
村への情報提供を行う。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村担当者が異動したところは、年度
当初から十分な説明が必要。
・実施場所の安全確保のためには、学校
や地域との連携を進める必要がある。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村、保護者、地域住民、指導員等が
連携して、児童等を見守るしくみづくりの支
援を行った。（＝事業の推進）

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・学校や地域との連携や安全対策等
を進めるか否かは、市町村担当者の
意識の差によるところが大きい。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村、保護者、地域住民、指導員等
が連携して、児童等を見守るしくみをつく
る。（＝事業の推進）
・H27から実施する放課後児童支援員認
定資格研修において、安全・安心への
対応を学ぶ機会を提供する。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村担当者が異動したところは、年
度当初から十分な説明が必要。
・実施場所の安全確保のためには、学
校や地域との連携を進める必要がある。 生涯学

習課
43

70

項
目

内
容

(3) 学校等における児童等の見守り活
動等の推進

学校等の設置・管理者、保護者、地域
住民、事業者、地域活動団体と連携し
て、学校等における見守り活動などの
効果的な安全確保の取組を実施しま
す。

１ 教職員や子どもの安全対応能力の向
上を図る「防犯教室」を推進するための「学
校安全教室推進講習会」を開催する。
２ スクールガードの組織がない小学校を
所管する市町村教育委員会に継続して働
きかける。

１　地域の活動にスクールガード・リー
ダーが効果的に関わりを持つよう、市町
村に働きかけていく必要がある。
２　スクールガードの組織率が全ての小
学校区で組織されるよう、啓発が必要で
ある。

１　教職員や子どもの安全対応能力の向
上を図る「防犯教室」を推進するための
「学校安全教室推進講習会」を8月4日に
開催を予定していたが、台風12号の影響
により中止となった。
　そこで、本会にて配付する予定であった
資料を各教育委員会に送付し、啓発を
図った。

２　スクールガードの組織がない小学校を
所管する市町村教育委員会へ実態を確認
するとともに学校への指導について働きか
けを行った。

１　各学校における、保護者・地域・関
係機関・地域の防犯組織等と連携し
た見守り活動や不審者への対処につ
いての啓発となった。

２　スクールガードの組織がない小学
校を所管する市町村教育委員会へ組
織の育成について働きかけ改善を図
ることができた。

１ 教職員や子どもの安全対応能力の
向上を図る「防犯教室」を推進するため
の「学校安全教室推進講習会」を開催す
る。

２ スクールガードの組織について市町
村教育委員会を通じて充実・強化を働き
かける。

１　地域の活動にスクールガード・リー
ダーが効果的に関わりを持つよう、市町
村に働きかけていく必要がある。

２　全ての小学校区で組織されているス
クールガードの組織の充実と強化につ
いて、継続して働きかけていく必要があ
る。

学校安
全対策
課

43

5



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策１　　学校等における児童等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

71

項
目

内
容

(3) 学校等における児童等の見守り活
動等の推進

学校等の設置・管理者、保護者、地域
住民、事業者、地域活動団体と連携し
て、学校等における見守り活動などの
効果的な安全確保の取組を実施しま
す。

１ 自主防犯組織、教職員、保護者等と連
携した通学路における子どもの見守り活動
の実施
２ 青色回転灯装備車を使用した登下校時
の通学路の安全活動の実施

継続実施による活動の定着化 １　自主防犯組織、教職員、保護者等と連
携した通学路における子ども見守り活動を
実施した。
２　各防犯活動団体において、青色回転灯
装備車を使用した登下校時の通学路パト
ロールが行われた。

　各防犯活動団体において、積極的な見
守り活動が行われた。

　関係機関との連携による子ども見
守り活動のほか、各防犯活動団体等
による積極的な見守り活動が行われ
た。

１ 自主防犯組織、教職員、保護者等と
連携した通学路における子どもの見守り
活動の実施
２ 青色回転灯装備車を使用した登下
校時の通学路の安全活動の実施

継続実施による活動の定着化

生活安
全企画
課

43

72

項
目

内
容

(4)　児童等への安全教育の充実

①防犯教室等の開催
学校等の設置・管理者、保護者及び

関係機関などと連携して、児童等が犯
罪の被害に遭わないための参加・体験
型の効果的な安全教育の充実に努め
ます。

各種教室（交通安全、薬物乱用防止等）
や行事の中で、防犯教育の定着を要請し
ていく。

  様々なカリキュラムの中で、継続した防
犯教育の実施が難しい面がある。

　学校訪問等において、継続的な防犯教
育の実施を要請した。

　学校により、又、年度により実施で
きていない。
　様々なカリキュラムの中で、継続し
た防犯教育の実施が難しい面があ
る。

各種教室（交通安全、薬物乱用防止
等）や行事の中で、防犯教育の定着を
要請していく。

  様々なカリキュラムの中で、継続した防
犯教育の実施が難しい面がある。

私学・
大学支
援課

43

73

項
目

内
容

(4)　児童等への安全教育の充実

①防犯教室等の開催
学校等の設置・管理者、保護者及び

関係機関などと連携して、児童等が犯
罪の被害に遭わないための参加・体験
型の効果的な安全教育の充実に努め
ます。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防災
対策指針に基づく防災対策マニュアルが
作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマニュ
アルとして、事故防止マニュアルや感染症
予防マニュアルなどが策定されているか、
防災マニュアルなどが策定されているか、
防犯に配慮した取組を行っているか確認を
行う。

１及び２　各障害福祉事業所等の間で、
防災対策マニュアルの完成度合いが異
なることから、参考となる防災マニュアル
を示すことを検討。

福祉指導課と共に、社会福祉施設防災対
策指針に基づく防災対策マニュアル、事故
防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況については実地指
導の際、確認。

防災対策マニュアルの作成により、
各障害福祉サービス事業所等がそれ
ぞれの事業所の立地条件や災害の
際の危険性を把握し、対応策の検
討、利用者への周知が図られた。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュア
ルが作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマ
ニュアルとして、事故防止マニュアルや
感染症予防マニュアルなどが策定され
ているか、防災マニュアルなどが策定さ
れているか、防犯に配慮した取組を行っ
ているか確認を行う。

特になし。

障害保
健福祉
課

43

74

項
目

内
容

(4)　児童等への安全教育の充実

①防犯教室等の開催
学校等の設置・管理者、保護者及び

関係機関などと連携して、児童等が犯
罪の被害に遭わないための参加・体験
型の効果的な安全教育の充実に努め
ます。

１ 児童養護施設等に対して、指導監査実
施時に「児童福祉施設等における児童の
安全の確保について」の点検項目にある
入所児童に対する安全管理についての指
導に対する取組状況を確認し、体験・参加
型の安全教育の実施状況についても確認
する。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備
２　外出中の児童の安全確保

指導監査実施時等に確認し指導した。 マニュアル等の整備はできている。 １ 児童養護施設等に対して、指導監査
実施時に「児童福祉施設等における児
童の安全の確保について」の点検項目
にある入所児童に対する安全管理につ
いての指導に対する取組状況を確認
し、体験・参加型の安全教育の実施状
況についても確認する。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備
２　外出中の児童の安全確保

児童家
庭課

43

75

項
目

内
容

(4)　児童等への安全教育の充実

①防犯教室等の開催
学校等の設置・管理者、保護者及び

関係機関などと連携して、児童等が犯
罪の被害に遭わないための参加・体験
型の効果的な安全教育の充実に努め
ます。

市町村訪問等を通じ、保育所・幼稚園・認
定こども園における安全管理・安全教育の
必要性の周知を図るとともに、防犯教室等
の実施を要請する。

　子どもに対する防犯教室の実施率及び
教職員に対する防犯に関する訓練等の
実施率ともにさらに向上させるため、必要
性の理解を十分に図る必要がある。

１　全市町村を訪問し、保育所・幼稚園（私
立を除く）・認定こども園（私立を除く）の安
全管理・安全教育の実施状況についてヒ
アリングと推進を要請（7月～8月：34市町
村）。
２　危機管理マニュアルがまだ整備されて
いない園等へは、市町村訪問や研修会等
を通じてマニュアル整備を要請。
３　全私立幼稚園・私立認定こども園に対
して、私立学校運営費補助金事業計画ヒ
アリングや研修会等の場で、安全管理・安
全教育の実施状況についてヒアリングと推
進を要請（8月～9月：31園）
  市町村訪問、私立幼稚園ヒアリングや研
修会等を通じて、各園に対し、一定安全教
育の充実についての意識の醸成を図るこ
とができた。

　子どもに対する防犯教室の実施率
は78.9%、教職員に対する防犯に関す
る訓練等の実施率は76.2%であること
から、引き続きあらゆる場面を通じて
防犯教室等の開催の必要性を十分
に理解してもらい、実施に向けて要請
をしていく必要がある。

市町村ヒアリング等を通じ、保育所・幼
稚園・認定こども園等における安全管
理・安全教育の必要性の周知を図るとと
もに、防犯教室等の実施を要請する。

　子どもに対する防犯教室の実施及び
教職員に対する防犯に関する訓練等の
実施率ともに更に向上させるため、必要
性の理解を十分に図る必要がある。

幼保支
援課

43

6



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策１　　学校等における児童等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

76

項
目

内
容

(4)　児童等への安全教育の充実

①防犯教室等の開催
学校等の設置・管理者、保護者及び

関係機関などと連携して、児童等が犯
罪の被害に遭わないための参加・体験
型の効果的な安全教育の充実に努め
ます。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基準
（H22）」及び「安全管理ハンドブック（H24.1
改訂）」に基づき、安全対策を徹底するよう
市町村に周知、啓発を行う。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・実施場所は地域の人々によって運営さ
れているため、個別に訓練を行うことは
難しい。
・実施場所の安全確保のためには、学校
や地域との連携を進める必要がある。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村における安全管理マニュアルの策
定を促進するため、市町村担当者や指導
員等を対象とした研修を実施した。
　安全管理や危機管理のマニュアルを作
成している市町村の事例を提供すること
で、学校や地域と連携して取り組む必要性
を感じていただくことができた。
（7/17　35名参加、研修満足度 76％）

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・実施場所は地域の人々によって運
営されているため、安全対策への取
り組みがどの程度できているかの把
握が難しい。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基
準（H22）」及び「安全管理ハンドブック
（H24.1改訂）」に基づき、安全対策を徹
底するよう市町村に周知、啓発を行う。
・H27から実施する放課後児童支援員認
定資格研修において、安全・安心への
対応を学ぶ機会を提供する。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・実施場所は地域の人々によって運営さ
れているため、個別に訓練を行うことは
難しい。
・実施場所の安全確保のためには、学
校や地域との連携を進める必要がある。

生涯学
習課

43

77

項
目

内
容

(4)　児童等への安全教育の充実

①防犯教室等の開催
学校等の設置・管理者、保護者及び

関係機関などと連携して、児童等が犯
罪の被害に遭わないための参加・体験
型の効果的な安全教育の充実に努め
ます。

１ 教職員や子どもの安全対応能力の向
上を図る「防犯教室」を推進するための「学
校安全教室推進講習会」の開催

　「防犯教室」の開催等の実施率が減少
するなど、学校における、防犯に関する
取組の優先順位が低下していることから
「学校安全教室推進講習会｣等の機会を
捉え啓発を行うとともに、実施率の低い
市町村については、指導・支援を行う必
要がある。

１ 教職員や子どもの安全対応能力の向
上を図る「防犯教室」を推進するための
「学校安全教室推進講習会」を８月４日に
開催を予定していたが台風１２号の影響に
より中止となったため、講習会で配付予定
であった資料を各市町村教育委員会に送
付し啓発を図った。

１ 「学校安全教室推進講習会」が台
風１２号のため中止となったことから
講習会で配付予定としていた資料を
各市町村教育委員会に配付すること
で、教職員や子どもの安全対応能力
の向上を図る「防犯教室」を推進のた
めの啓発となった。

１ 教職員や子どもの安全対応能力の
向上を図る「防犯教室」を推進するため
の「学校安全教室推進講習会」の開催

　「防犯教室」の開催等の実施率が減少
するなど、学校における、防犯に関する
取組の優先順位が低下していることから
「学校安全教室推進講習会｣等の機会を
捉え啓発を行うとともに、実施率の低い
市町村については、指導・支援を行う必
要がある。

学校安
全対策
課

43

78

項
目

内
容

(4)　児童等への安全教育の充実

①防犯教室等の開催
学校等の設置・管理者、保護者及び

関係機関などと連携して、児童等が犯
罪の被害に遭わないための参加・体験
型の効果的な安全教育の充実に努め
ます。

誘拐被害防止教室の継続実施 学校側との連携 　各署において、誘拐被害防止教室や誘
拐防止内容の寸劇「防犯特捜マモルマン」
を実施した。

　児童等に対して効果的な安全教育を実
施できた。

　各署において誘拐被害防止教室を
実施し、自動等が犯罪の被害にあわ
ないための体験型の効果的な安全教
育が実施できた。

誘拐被害防止教室の継続実施 学校側との連携

生活安
全企画
課

43

79

項
目

内
容

(4)　児童等への安全教育の充実

②安全マップ作成の促進
　 児童等の危険予測能力、危険回避能
力を高めるため、学校の設置・管理者
に対して、安全マップの作成による安全
教育を行うよう、働きかけます。

「地域安全マップ」作成・活用及び有用性
にについて「学校安全教室推進講習会」等
を通して周知していく。

　学校における「安全マップ」作成に向
け、有効性や作成方法について周知し、
作成に向けた一層の働きかけが必要で
ある。

「地域安全マップ」作成・活用について周
知した。
「安全マップ」作成率：小学校43％

「地域安全マップ」作成・活用につい
て周知したが昨年度と大きな変化は
見られなかった。

「地域安全マップ」の意義や実施方法
及び作成・活用・有用性について「学校
安全教室推進講習会」等を通して周知
徹底していく。

　学校における「安全マップ」作成に向
け、有効性や作成方法について周知し、
作成に向けた一層の働きかけが必要で
ある。 学校安

全対策
課

44

80

項
目

内
容

(4)　児童等への安全教育の充実

②安全マップ作成の促進
　 児童等の危険予測能力、危険回避能
力を高めるため、学校の設置・管理者
に対して、安全マップの作成による安全
教育を行うよう、働きかけます。

１　安全マップの作成にかかる指導の実施 学校側との連携 １　「子ども110番の家」についての情報提
供を行い、安全マップ作成にかかる指導を
実施した。

　各署において、地域の犯罪情勢に即した
情報提供を行い、安全教育に貢献できた。

　地域の犯罪情勢に即した安全マッ
プの作成ができた。

安全マップの作成にかかる指導の実施 学校側との連携

生活安
全企画
課

44

81

項
目

内
容

(5)　防犯環境整備の促進

学校等へ不審者が侵入して、児童等
へ危害を加えることを防ぐため、学校等
の設置・管理者に対して、施設・設備の
整備と定期的な安全点検を実施するよ
う、働きかけます。

施設・設備の整備、安全点検の継続した
実施を要請するとともに、学校安全対策の
取組に対する補助制度を継続していく。

　特になし。 １　学校訪問等において、施設の安全点検
の実施を要請した。
２　学校安全対策として、防犯カメラ、防犯
ベルの設置、警備等の費用に助成した。

　各学校とも防犯環境の整備や安全
点検の重要性を十分認識しており、
必要に応じて整備等を行っているが、
年度により安全点検が実施できてい
ない学校がある。

施設・設備の整備、安全点検の継続し
た実施を要請するとともに、学校安全対
策の取組に対する補助制度を継続して
いく。

　特になし。

私学・
大学支
援課

44

7



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策１　　学校等における児童等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

82

項
目

内
容

(5)　防犯環境整備の促進

学校等へ不審者が侵入して、児童等
へ危害を加えることを防ぐため、学校等
の設置・管理者に対して、施設・設備の
整備と定期的な安全点検を実施するよ
う、働きかけます。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防災
対策指針に基づく防災マニュアルが作成さ
れるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマニュ
アルとして、事故防止マニュアルや感染症
予防マニュアルなどが策定されているか、
防災マニュアルなどが策定されているか、
防犯に配慮した取組を行っているか確認を
行う。

１及び２　各障害福祉事業所等の間で、
防災対策マニュアルの完成度合いが異
なることから、参考となる防災マニュアル
を示すことを検討。

福祉指導課と共に、社会福祉施設防災対
策指針に基づく防災対策マニュアル、事故
防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況については実地指
導の際、確認。

防災対策マニュアルの作成により、
各障害福祉サービス事業所等がそれ
ぞれの事業所の立地条件や災害の
際の危険性を把握し、対応策の検
討、利用者への周知が図られた。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュア
ルが作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマ
ニュアルとして、事故防止マニュアルや
感染症予防マニュアルなどが策定され
ているか、防災マニュアルなどが策定さ
れているか、防犯に配慮した取組を行っ
ているか確認を行う。

特になし。

障害保
健福祉
課

44

83

項
目

内
容

(5)　防犯環境整備の促進

学校等へ不審者が侵入して、児童等
へ危害を加えることを防ぐため、学校等
の設置・管理者に対して、施設・設備の
整備と定期的な安全点検を実施するよ
う、働きかけます。

１ 児童養護施設等に対して、指導監査実
施時に「児童福祉施設等における児童の
安全の確保について」の点検項目にある
施設整備面における安全確保がとれてい
るか状況を確認し、指導を図る。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備
２　外出中の児童の安全確保

指導監査実施時等に確認し指導した。 施設設備面での安全確保はできてい
る。

１ 児童養護施設等に対して、指導監査
実施時に「児童福祉施設等における児
童の安全の確保について」の点検項目
にある施設整備面における安全確保が
とれているか状況を確認し、指導を図
る。

１　関係機関との間で、情報の迅速な交
換ができる体制整備
２　外出中の児童の安全確保

児童家
庭課

44

84

項
目

内
容

(5)　防犯環境整備の促進

学校等へ不審者が侵入して、児童等
へ危害を加えることを防ぐため、学校等
の設置・管理者に対して、施設・設備の
整備と定期的な安全点検を実施するよ
う、働きかけます。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基準
（H22）」を、実施主体である市町村等に対
して引き続き周知徹底し、必要な助言を行
う。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村担当者が異動したところは、年度
当初から十分な説明が必要。
・実施場所の安全確保のためには、学校
や地域との連携を進める必要がある。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村における安全管理マニュアルの策
定を促進するため、市町村担当者や指導
員等を対象とした研修を実施した。
　安全管理や危機管理のマニュアルを作
成している市町村の事例を提供すること
で、学校や地域と連携して取り組む必要性
を感じていただくことができた。
（7/17　35名参加、研修満足度 76％）

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・安全対策等を進めるか否かは、市
町村担当者の意識の差によるところ
が大きい。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基
準（H22）」を、実施主体である市町村等
に対して引き続き周知徹底し、必要な助
言を行う。
・H27から実施する放課後児童支援員認
定資格研修において、安全・安心への
対応を学ぶ機会を提供する。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村担当者が異動したところは、年
度当初から十分な説明が必要。
・実施場所の安全確保のためには、学
校や地域との連携を進める必要がある。 生涯学

習課
44

85

項
目

内
容

(5)　防犯環境整備の促進

学校等へ不審者が侵入して、児童等
へ危害を加えることを防ぐため、学校等
の設置・管理者に対して、施設・設備の
整備と定期的な安全点検を実施するよ
う、働きかけます。

１ 学校の施設・設備等について毎学期１
回以上の安全点検を実施するよう、周知徹
底を継続する。

１　アンケート等により取組状況を把握
し、全ての学校において実施されるよう、
また、学校における安全点検の質の向上
を図るよう、市町村等を通して働きかける
必要がある。

１ 研修会等あらゆる機会をとらえて、学
校の施設・設備等について毎学期１回以
上の安全点検を実施するよう働きかけた。

１ 学校の施設・設備等について毎学
期１回以上の安全点検を実施するよ
う周知徹底したことにより、点検実施
率の向上が図られた。

１ 学校の施設・設備等について毎学期
１回以上の安全点検を実施するよう、周
知徹底を継続する。

１　アンケート等により取組状況を把握
し、全ての学校において実施されるよう、
また、学校における安全点検の質の向
上を図るよう、市町村等を通して働きか
ける必要がある。

学校安
全対策
課

44

8



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

86

項
目

内
容

(1) 通学路等における児童等の安全の
確保のための指針の周知及び助言

通学路等において児童等の安全が確
保されるよう、学校等の設置・管理者や
保護者、その他の関係者に対して、｢通
学路等における児童等の安全の確保
のための指針｣の周知を図るとともに、
必要な助言などを行います。

市町村訪問等を通じ、保育所・幼稚園・認定
こども園における安全管理・安全教育の推
進と指針の周知を図る。

　幼児の交通安全確保についての保育者・
保護者等の更なる意識の向上

１　全市町村を訪問し、保育所・幼稚園（私
立を除く）・認定こども園（私立を除く）の安
全管理・安全教育の実施状況についてヒア
リングと指針の周知（7月～8月：34市町村）
２　全私立幼稚園・私立認定こども園に対し
て、私立学校運営費補助金事業計画ヒアリ
ングや研修会等の場で、安全管理・安全教
育の実施状況についてヒアリングと指針の
周知（8月～9月：31園）

　市町村訪問やヒアリング、研修会等
を通じて保育者・保護者等に対し、安
全確保のための指針の周知を図り、
意識の醸成を図ることができた。

市町村訪問等を通じ、保育所・幼稚園・
認定こども園における安全管理・安全教
育の推進と指針の周知を図る。

　幼児の交通安全確保についての保
育者・保護者等の更なる意識の向上

幼保
支援
課

45

87

項
目

内
容

(1) 通学路等における児童等の安全の
確保のための指針の周知及び助言

通学路等において児童等の安全が確
保されるよう、学校等の設置・管理者や
保護者、その他の関係者に対して、｢通
学路等における児童等の安全の確保
のための指針｣の周知を図るとともに、
必要な助言などを行います。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基準
（H22）」を、実施主体である市町村等に対し
て引き続き周知徹底し、必要な助言を行う。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村担当者が異動したところは、年度当
初から十分な説明が必要。
・実施場所の安全確保のためには、学校や
地域との連携を進める必要がある。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・  「高知県放課後児童クラブ設置運営基準
（H22）」を市町村に周知することで、登所・
降所の方法（時間、道順、お迎えの有無な
ど）を明確にし、関係者間の連絡体制など
を整備しておくよう啓発を行った。
　市町村担当者に認識してもらうことで、よ
り安全・安心な放課後の居場所づくりを進
めることができた。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・安全対策等を進めるか否かは、市
町村担当者の意識の差によるところ
が大きい。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・「高知県放課後児童クラブ設置運営基
準（H22）」を、実施主体である市町村等
に対して引き続き周知徹底し、必要な助
言を行う。
・H27から実施する放課後児童支援員認
定資格研修において、安全・安心への
対応を学ぶ機会を提供する。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・市町村担当者が異動したところは、
年度当初から十分な説明が必要。
・実施場所の安全確保のためには、
学校や地域との連携を進める必要が
ある。

生涯
学習
課

45

88

項
目

内
容

(1) 通学路等における児童等の安全の
確保のための指針の周知及び助言

通学路等において児童等の安全が確
保されるよう、学校等の設置・管理者や
保護者、その他の関係者に対して、｢通
学路等における児童等の安全の確保
のための指針｣の周知を図るとともに、
必要な助言などを行います。

１「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事
業」の継続と効果的な活用

スクールガード・リーダーによる巡回指導
等の継続
２ 「学校安全教室推進講習会」における情
報提供

１　地域の活動にスクールガード・リーダー
が効果的に関わりを持つよう、市町村に働
きかけていく必要がある。
２　スクールガードの組織率が全ての小学
校区で組織されるよう、啓発が必要である。

１「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事
業」の継続と効果的な活用。

スクールガード・リーダー連絡協議会を開
催し、リーダーの役割や、地域の見守り活
動の充実について共通認識を図った。

スクールガード・リーダーによる巡回指導
等の実施。

２ 「学校安全教室推進講習会」で配付を予
定していた資料を各市町村教育委員会に
送付し啓発に活用した。

１「地域ぐるみの学校安全体制整備
推進事業」の継続と効果的な活用が
できた。

２ 「学校安全教室推進講習会」配付
予定資料を送付することで、最新の
情報提供を行うことができた。

１「地域ぐるみの学校安全体制整備推
進事業」の継続と効果的な活用

スクールガード・リーダーによる巡回指
導等の継続

２ 「学校安全教室推進講習会」におけ
る情報提供

１　地域の活動にスクールガード・
リーダーが効果的に関わりを持つよ
う、市町村に働きかけていく必要があ
る。

２　　全ての小学校区で組織されたス
クールガード（学校安全ボランティア）
の組織の充実と強化について、継続
して働きかけていく必要がある。

学校
安全
対策
課

46

89

項
目

内
容

(1) 通学路等における児童等の安全の
確保のための指針の周知及び助言

通学路等において児童等の安全が確
保されるよう、学校等の設置・管理者や
保護者、その他の関係者に対して、｢通
学路等における児童等の安全の確保
のための指針｣の周知を図るとともに、
必要な助言などを行います。

広報媒体、防犯教室等による指針の周知
を図る。

効果検証が困難 地域安全ニュース等の配布により、指針
の周知を行った。

周知が図られたどうかの効果についての
検証が困難であり、不明である。

　地域安全ニュース、ミニ広報紙等に
おける掲載等により周知を図るも、そ
の効果の検証が困難であるが、継続
した掲載や、防犯教室等により今後も
周知を図る。

各種広報媒体、防犯教室等による指
針の周知を図る。

効果検証が困難

生活
安全
企画
課

36

90

項
目

内
容

(2)通学路等における児童等の見守り活
動等の促進

①学校等の設置・管理者、保護者、地
域住民、関係団体等との連携

学校等の設置・管理者、保護者、地域
住民、事業者、地域活動団体などと連
携して、通学路等における登下校時の
パトロール活動や見守り活動などの効
果的な安全対策を実施します。

１「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事
業」の継続と効果的な活用

スクールガード・リーダーによる巡回指導
等の継続とスクールガード養成講習会の開
催

１　地域のボランティアと学校との連携が不
十分な市町村がある。
２　小学校におけるスクールガード（学校安
全ボランティア）組織率80％であることから
「学校安全教室推進講習会」「スクールガー
ド・リーダー連絡協議会｣等の機会を捉え啓
発を行い100％をめざす。

１ 「地域ぐるみの学校安全体制整備推進
事業」の継続と効果的な活用ができた。
・スクールガード・リーダー連絡協議会の開
催（5月12日）
・スクールガード・リーダーによる巡回指導
等の実施
２ スクールガードの組織が無い学校を所
管する市町村へ実態把握及び学校への指
導について働きかけを行った。

・登下校の見守り活動について、ス
クールガード・リーダー間の情報共有
及び啓発を図ることができた。
・小学校におけるスクールガード（学
校 安 全 ボ ラン テ ィア ）の 組織 率が
100％となった。

１「地域ぐるみの学校安全体制整備推
進事業」の継続と効果的な活用

スクールガード・リーダーによる巡回
指導等の継続実施

１　地域のボランティアと学校との連
携が不十分な市町村がある。

２　　全ての小学校区で組織されたス
クールガード（学校安全ボランティア）
の組織の充実と強化について、継続
して働きかけていく必要がある。

学校
安全
対策
課

45

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策２　　通学路等における児童等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策２　　通学路等における児童等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

91

項
目

内
容

(2)通学路等における児童等の見守り活
動等の促進

①学校等の設置・管理者、保護者、地
域住民、関係団体等との連携

学校等の設置・管理者、保護者、地域
住民、事業者、地域活動団体などと連
携して、通学路等における登下校時の
パトロール活動や見守り活動などの効
果的な安全対策を実施します。

１ 自主防犯組織、教職員、保護者等と連携
した通学路における子どもの見守り活動の
実施
２ 青色回転灯装備車を使用した登下校時
の通学路の安全活動の実施

継続実施による活動の定着化 １　自主防犯組織、教職員、保護者等と連
携した通学路における子ども見守り活動を
実施した。
２　各防犯活動団体において、青色回転灯
装備車を使用した登下校時の通学路パト
ロールが行われた。

　各防犯活動団体等において、積極的な見
守り活動が行われた。

　関係機関と連携による子ども見守り
活動のほか、各防犯活動団体等によ
る積極的な見守り活動が行われた。

１ 自主防犯組織、教職員、保護者等と
連携した通学路における子どもの見守
り活動の実施
２ 青色回転灯装備車を使用した登下
校時の通学路見守り活動の実施

継続実施による活動の定着化

生活
安全
企画
課

45

92

項
目

内
容

(2) 通学路等における児童等の見守り
活動等の促進

②通学路等における声かけ運動の実
施

学校等の設置・管理者、保護者、地
域住民、事業者、地域活動団体などと
連携して、通学路等における児童等へ
の声かけ運動を推進します。

１「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事
業」の継続と効果的な活用

スクールガード・リーダーによる巡回指導
等の継続とスクールガード養成講習会の開
催

１　地域のボランティアと学校との連携が不
十分な市町村がある。
２　小学校におけるスクールガード（学校安
全ボランティア）組織率80％であることから
「学校安全教室推進講習会」「スクールガー
ド・リーダー連絡協議会｣等の機会を捉え啓
発を行い100％をめざす。

１「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事
業」の継続と効果的な活用。
・22市町村168校で40名のスクールガード・
リーダーによる巡回指導等の実施
・スクールガード・リーダ連絡協議会の開催
（5月12日）
・学校安全活動の取組実施
・市町村へのスクールガード組織立ち上げ
の啓発を実施

・スクールガード・リーダー間の情報
共有及び啓発を図ることができた。
・小学校におけるスクールガード（学
校 安 全 ボ ラン テ ィア ）の 組織 率が
100％となった。

１「地域ぐるみの学校安全体制整備推
進事業」の継続と効果的な活用

スクールガード・リーダーによる巡回
指導等の継続実施とスクールガード養
成講習会の開催

１　地域のボランティアと学校との連
携が不十分な市町村がある。

２　　全ての小学校区で組織されたス
クールガード（学校安全ボランティア）
の組織の充実と強化について、継続
して働きかけていく必要がある。

学校
安全
対策
課

45

93

項
目

内
容

(2) 通学路等における児童等の見守り
活動等の促進

②通学路等における声かけ運動の実
施

学校等の設置・管理者、保護者、地
域住民、事業者、地域活動団体などと
連携して、通学路等における児童等へ
の声かけ運動を推進します。

１ 自主防犯組織、教職員、保護者等と連携
した通学路における子どもの見守り活動の
実施
２ 青色回転灯装備車を使用した登下校時
の通学路の安全活動の実施

継続実施による活動の定着化 １　自主防犯組織、教職員、保護者等と連
携した通学路における子ども見守り活動を
実施した。
２　各防犯活動団体において、青色回転灯
装備車を使用した登下校時の通学路パト
ロールが行われた。

　各防犯活動団体等において、積極的な見
守り活動が行われた。

　関係機関と連携による子ども見守り
活動のほか、各防犯活動団体等によ
る積極的な見守り活動が行われた。

１ 自主防犯組織、教職員、保護者等と
連携した通学路における子どもの見守
り活動の実施
２ 青色回転灯装備車を使用した登下
校時の通学路見守り活動の実施

継続実施による活動の定着化

生活
安全
企画
課

45

94

項
目

内
容

(2) 通学路等における児童等の見守り
活動等の促進

②通学路等における声かけ運動の実
施

学校等の設置・管理者、保護者、地
域住民、事業者、地域活動団体などと
連携して、通学路等における児童等へ
の声かけ運動を推進します。

１ スクールサポーターによる通学路等に
おけるパトロール活動の実施

１ 現在、県内に計１６名のスクールサポー
ターが配置されているが、１６名では全所属
への配置がきかず、１警察署が不在であ
る。

各警察署及び少年サポートセンターにお
いて、児童生徒の登下校時間帯に合わせ
た街頭補導活動を計画し、通学路等におけ
る児童への声かけを実施。

　登下校時間帯に合わせた補導活動
を実施することにより、児童生徒への
声かけを積極的に行うことができるよ
うになったほか、児童等にとってもな
じみの顔として認識することができ、
地域における子どもの見守り活動とし
て効果的であった。

スクールサポーターによる通学路等に
おけるパトロール活動の実施

現在、県内に計16名のスクールサ
ポーターが配置されているが、16名
では全所属への配置がきかず、１警
察署が不在である。

少年
課

45

95

項
目

内
容

(2)通学路等における児童等の見守り活
動等の促進

③セーフティステーション活動の促進
「こども110番のいえ」をはじめとした

児童等の緊急避難所(セーフティステー
ション)が、学校等や地域の状況に応じ
て適切に設置されるよう、県民及び事
業者に対して働きかけます。

また、「こども110番のいえ」などの設
置者に対して、不審者情報の提供や防
犯指導を行います。

１　こども110番のいえ・くるまの設置促進
２　不審者情報提供

　こども110番のいえについては、その住所
の公表等について問題がある。

１ こども110番のいえについて、設置促進
の働きかけを行った。
２ こども110番のくるまについて、設置促進
の働きかけを行った。
３　学校側との連携による広報に努めた。

設置については微減となっているもの
の、事業者独自で見守り活動を行っ
ているものもある。

１　こども110番のいえ・くるまの設置促
進
２　県警HP・あんしんFメール等による不
審者情報提供

　こども110番のいえの公表方法、学
校側への情報提供方法等を考慮す
る必要がある。

生活
安全
企画
課

45

2



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策２　　通学路等における児童等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

96

項
目

内
容

(3)　通学路等の環境整備の促進

学校等の設置・管理者、保護者、地
域住民、通学路等の管理者、警察署な
ど関係者が連携して、危険個所などを
把握するとともに、その改善に向けて取
り組むよう、働きかけます。

１．道路管理者（県）が実施すべき144箇所
のうち対策未完了23箇所について、安全対
策を実施する。

２．団体数の増加に伴う活動回数の増加が
大きくなるよう、引き続き機会をとらえ、ボラ
ンティア団体に要請を行う。

１．残る23箇所については、歩道設置・拡幅
など用地買収を伴う大規模な対策であるた
め、時間を要する。

２．特になし。

１．H24緊急合同点検により抽出された要
対策箇所639箇所のうち道路管理者（県）が
実施すべき144箇所について、122箇所対
策完了。

２．ボランティアの登録団体数が658団体と
なり、そのうち402団体が延べ3,884回の道
路美化作業を行った。

１．対策未完了箇所については歩道
設置・拡幅など用地買収を伴う大規
模な対策であるため、進捗が思うよう
に上がらなかった。

２．前年度と比較して登録団体数は
16の増となったが、全体での活動回
数が846の減となった

１．道路管理者（県）が実施すべき144箇
所のうち対策未完了22箇所について、
安全対策を実施する。

２．団体数の増加に伴う活動回数の増
加が大きくなるよう、引き続き機会をとら
え、ボランティア団体に要請を行う。

１．残る22箇所については、歩道設
置・拡幅など用地買収を伴う大規模
な対策であるため、時間を要する。

２．特になし。
道路
課

45

97

項
目

内
容

(3)　通学路等の環境整備の促進

学校等の設置・管理者、保護者、地
域住民、通学路等の管理者、警察署な
ど関係者が連携して、危険個所などを
把握するとともに、その改善に向けて取
り組むよう、働きかけます。

１ 指定管理者に、安全安心まちづくりに関
する指針の周知及び防犯に配慮した維持管
理の協議を行う。
２ 県都市公園管理担当職員に、土木部維
持管理担当者会等で安全安心まちづくりに
関する指針の周知を行う。

１　指定管理者に、安全安心まちづくりに関
する指針の周知及び防犯に配慮した維持
管理の協議を行った（6月）
２ 土木部維持管理担当者会で安全安心ま
ちづくりに関する指針の周知（5月）

１ 指定管理者との協議を行った結
果、防犯に配慮した維持管理に取り
組むよう働きかけることができた。
２ 維持管理担当者に防犯意識のより
一層の浸透を図ることができた。

１ 指定管理者に、安全安心まちづくり
に関する指針の周知及び防犯に配慮し
た維持管理の協議を行う。
２ 県都市公園管理担当職員に、土木
部維持管理担当者会等で安全安心まち
づくりに関する指針の周知を行う。

公園
下水
道課

45

98

項
目

内
容

(3)　通学路等の環境整備の促進

学校等の設置・管理者、保護者、地
域住民、通学路等の管理者、警察署な
ど関係者が連携して、危険個所などを
把握するとともに、その改善に向けて取
り組むよう、働きかけます。

１ 各学校における通学路の緊急合同点検
の取組及びその対策の進捗について、県
警・道路課と連携して状況把握を行ってい
く。
２ 各学校における通学路の交通安全の確
保に向けた推進体制の構築及び基本方針
の策定を図る。

　学校等と、保護者や地域、関係機関が連
携して取り組む仕組みづくりが必要である。
　市町村規模も含め取組に温度差がある。

・平成24年度に実施された緊急合同点検で
抽出された639ヶ所への、その後の対応や
推進体制の継続性について啓発した。

・取組結果、公立小学校での通学路
の安全点検実施率は99％であった。

１ 各学校における通学路の緊急合同
点検の取組及びその対策の進捗につい
て、県警・道路課と連携して状況把握を
行っていく。
２ 各学校における通学路の交通安全
の確保に向けた推進体制の構築及び基
本方針の策定を図る。

　学校等と、保護者や地域、関係機
関が連携して取り組む仕組みづくり
が必要である。
　市町村規模も含め取組に温度差が
ある。

学校
安全
対策
課

45

99

項
目

内
容

(3)　通学路等の環境整備の促進

学校等の設置・管理者、保護者、地
域住民、通学路等の管理者、警察署な
ど関係者が連携して、危険個所などを
把握するとともに、その改善に向けて取
り組むよう、働きかけます。

通学路等における児童等の見守り活動に
併せた危険箇所の把握及び関係機関への
連絡

関係機関の連携 １ 通学路安全の日において見守り活動を
実施した。
２ 関係者との連携により、児童等の見守り
活動を実施した。

各防犯活動団体等により積極的な見守り
活動が行われ、同時に、通学路安全点検も
実施された。

　各防犯活動団体等において、見守
り活動が行われており、また、青色回
転灯装備車によるパトロールにおい
ても危険箇所の点検を行っている。

通学路等における児童等の見守り活
動に併せた危険箇所の把握及び関係
機関への連絡

関係機関との連携

生活
安全
企画
課

45

3



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

101

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

テレビやラジオなどのメディア、県の
広報紙、ホームページなどの様々な
広報媒体を活用した地域ぐるみで子
どもを守る意識を高めます。

１ 「学校安全教室推進講習会」等の開催
について、ホームページでの公開
２ 各学校の取組等についてメディアへの
積極的な情報提供の実施

　各市町村・学校の取組内容について、県
が情報収集できる仕組みづくりが必要であ
る。

１　各学校の取組等についてメディアへの
積極的な情報提供を行った。

各学校の取組等についてメディアへ
の積極的な情報提供を実施すること
により、県民への広報・啓発の一助と
なった。

１ 「学校安全教室推進講習会」等の開
催について、ホームページでの公開
２　各学校の取組等についてメディアへの
積極的な情報提供の実施

　各市町村・学校の取組内容につい
て、県が情報収集できる仕組みづくり
が必要である。 学校安

全対策
課

46

102

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

テレビやラジオなどのメディア、県の
広報紙、ホームページなどの様々な
広報媒体を活用した地域ぐるみで子
どもを守る意識を高めます。

継続した不審者情報の提供 不審者情報のHP掲載等についての広報 １　HPにより不審者情報の提供を行っ
た。
２　ラジオ等による広報を行った。
３　あんしんFメールによる情報発信を
行った。
４　あんしんFメールの登録促進を行っ
た。

　あんしんFメールの利用者数は、前年比
123人増となった。

あんしんFメールの登録者数は、前年
比で123人増となっており、今後も更
なる広報、働きかけ等により登録者
の確保を行う。

継続した不審者情報の提供 不審者情報のHP掲載等についての
広報

生活安
全企画
課

46

103

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

①子どもへの虐待をさせないという気
運を高めるための取組の実施

地域社会において、子どもへの虐
待をさせないという気運を高めるため
の広報啓発を行います。

１ 人権啓発センターとのタイアップによる、
テレビ・ラジオによる虐待通告義務等の広
報
２　県広報紙「さんＳＵＮ高知」等への掲載
　８月号　子どもと家庭の１１０番
　11月号　児童虐待通告義務
３ 官民協働による「オレンジリボン運動」の
実施

１　虐待相談は近年増加しているものの、
様々な要因が絡み合っての結果であり、
当該事業だけをとらえての効果を把握する
ことが難しい。
２　児童をとり巻く環境は以前として厳しい
状況にあることから、取り組みの強化・拡
充等を検討していく必要がある。

１ 人権啓発センターによる、テレビ・ラジ
オによる虐待通告義務等の広報。
２　県報紙「さんＳＵＮ高知」等への掲載
　10月号　オレンジリボン運動

11月の児童虐待防止推進月間に合わ
せ、ラジオ広報を実施。
３ 官民協働による「オレンジリボン運動」
を実施
　　ＣＭ放映実施

児童虐待防止についての気運を醸成
できている。

１　県広報紙「さんＳＵＮ高知」等への掲載
　８月号　子どもと家庭の１１０番
　11月号　児童虐待通告義務
　　　　　　　（又はオレンジリボン運動）
２ 官民協働による「オレンジリボン運動」
の実施

１　虐待相談は近年増加しているも
のの、様々な要因が絡み合っての結
果であり、当該事業だけをとらえての
効果を把握することが難しい。

児童家
庭課

36

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策３　　子どもの安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

100

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

　 テレビやラジオなどのメディア、県の
広報紙、ホームページなどの様々な
広報媒体を活用した地域ぐるみで子
どもを守る意識を高めます。

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　　 広報紙「安全安心まちづくりニュース」発
行　　　（13万部×年4回を予定）
　　 安全安心まちづくり構成員向けの会報
を発行（100部×年2回を予定）
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　安全安心まちづくりポスターの募集及び
作成、配付

　子どもの安全確保については、これまで
にも繰り返し広報されてきたことであり、広
報紙などで関心を誘うような工夫した紙面
づくりに努める必要がある。

46

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
・広報紙「安全安心まちづくりニュース」の
第１号(６月）、第２号(８月）、第３号（11
月）、第４号(２月)　計466,000部発行
・会報「安全安心まちづくりだより」（５月号
外、６月、８月、10月）各250部発行
２　高知県ホームページでの広報
３　ＲＫＣラジオでの広報
４　安全安心まちづくりポスターの募集
　応募111作品。最優秀作品は、ポスター
として関係機関に配布（配布数1,202枚）
５　地域の集まりや会合の場に出向き、
犯罪概況や防犯対策、子どもを犯罪から
守る取組について説明する出前講座を実
施（計11回）
６　イオンモール高知専門店街１階南コー
トで開催した「安全安心まちづくりひろば」
において、安全安心まちづくりパネル展を
行い、犯罪の発生状況や防犯対策、悪質
商法の手口、防犯活動に取り組む団体な
どについて紹介
７　平成26年度高知県安全安心まちづく
り推進会議総会において、子どもを犯罪
から守る取組についての講演を通して、
構成員である市町村・地域活動団体等に
向けて犯罪防止に配慮した環境対策の
必要性を説明

　広報紙、会報において各地区の活動紹
介を積極的に行い、活動の活性化につな
げた。

１　広報紙、会報において、各地区の
活動紹介を積極的に行い、活動の活
性化につなげた。

２　全国的には子どもが被害者となる
悲惨な事件・事故が相次いで発生し
ていることから、子どもの安全確保に
向けた取組は、弛まぬ継続が求めら
れる。

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　　 広報紙「安全安心まちづくりニュース」
発行（11万部×年４回を予定）
　　 安全安心まちづくり構成員向けの会
報を発行（250部×年４回を予定）
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　安全安心まちづくりポスターの募集及
び作成、配付
５　「安全安心まちづくりひろば」での広報

　子どもの安全確保については、これ
までにも繰り返し広報されてきたこと
であり、広報紙などで関心を誘うよう
な工夫した紙面づくりに努める必要
がある。

県民生
活・男
女共同
参画課

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策３　　子どもの安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

104

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

②虐待やいじめから子どもを守るネッ
トワークの活用

虐待やいじめから子どもを守るとい
う意識を高め、虐待やいじめの早期発
見、早期対応のため、学校、ＰＴＡ及び
民生委員・児童委員(主任児童委員)
などがつながる既存のネットワークを
活用できるよう取り組みます。

１ 各市町村の民生委員・児童委員の活動
費に対して助成を行う。
　　交付決定額：110,138,250円(45団体)

２ 民生委員・児童委員の資質向上を目的
とした研修を実施する。
  　　・会長等研修の開催
　　　・中堅研修の開催
　　　・新任３年目研修の開催
　　　・新任２年目研修の開催
　　　　（6地域で実施）
　　　・新任１年目研修の開催
       ・新任主任児童委員研修の開催
       ・ブロック別研修会の開催
     　　(高知県民生委員児童委員協議会
　　　　連合会主催研修への協力）
　　　　  （６ブロックで実施）

１　民生委員・児童委員活動の住民への
周知
２　民生委員活動の温度差
３　民生委員・児童委員の後継者不足

１ 各市町村の民生委員・児童委員の活
動費に対して助成を行う。
　　交付額：108,822,204円（45団体）

２ 民生委員・児童委員の資質向上を目
的とした研修を実施する。
　・会長等研修（11/17　151名参加）
　・中堅研修（8/21、9/9　156名参加）
　・新任研修
　　1年目研修（1/9  55名参加）

2年目研修（8/27～10/30 7ヶ所 490
名参加）
　　3年目研修（9/16　35名参加）

・新任主任児童委員研修 （1/9 3名参
加）
（以下、県民児連主催研修）
　・ブロック別研修
　　  ７ヶ所開催（6月～9月　1,600名参加）
　・主任児童委員研修（9/29　172名）

１ 各市町村の民生委員･児童委員
の活動費に対し助成を行うことで民生
委員･児童委員約1,700人の活動を支
援することができた。

２ 民生委員･児童委員の資質を向上
するために、研修を実施した。

特に新規に民生委員･児童委員と
なった方に対しても、新任の３年間は
毎年研修を実施し、きめ細やかな対
応を行っている。

１ 各市町村の民生委員・児童委員の活
動費に対して助成を行う。
　　交付決定額：110,430,250円(45団体)

２ 民生委員・児童委員の資質向上を目
的とした研修を実施する。
  　　・会長等研修の開催
　　　・中堅研修の開催
　　　・新任３年目研修の開催
　　　　（７地域で実施）
　　　・新任２年目研修の開催
　　　・新任１年目研修の開催
       ・新任主任児童委員研修の開催
       ・ブロック別研修会の開催
     　　(高知県民生委員児童委員協議会
　　　　連合会主催研修への協力）
　　　　  （７ブロックで実施）

１　民生委員・児童委員活動の住民
への周知
２　民生委員活動の温度差
３　民生委員・児童委員の後継者不
足

地域福
祉政策
課

46

105

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

②虐待やいじめから子どもを守るネッ
トワークの活用

虐待やいじめから子どもを守るとい
う意識を高め、虐待やいじめの早期発
見、早期対応のため、学校、ＰＴＡ及び
民生委員・児童委員(主任児童委員)
などがつながる既存のネットワークを
活用できるよう取り組みます。

１ 人口の多い地域で、学校や民生委員・
児童委員などが連携して、虐待等の早期発
見や見守り活動を行う地域支援者会議の
設置を高知市以外の市町村にも働きかけ、
よりきめ細かい対応ができるように支援

香南市（夜須中学校区以外）、香美市、土
佐市、須崎市及び南国市での設置を働きか
ける。

１　福祉専門職の採用・配置が難しいこと
に加え、人事異動によって培われたノウハ
ウを十分に引き継ぐことができないなど、
市町村の児童相談担当部署の職員の専
門性の維持向上が難しい。

香南市（夜須中学校区）での運営を支援
できた。

高知市以外の市町村での設置に向
け、児童相談所による運営支援を行
うことができた。

１ 中央児童相談所に市町村支援のため
の専門職員を配置し、人口の多い地域
で、学校や民生委員・児童委員などが連
携して、虐待等の早期発見や見守り活動
を行う地域支援者会議の設置を高知市
や香南市以外の市町村にも働きかけ、よ
りきめ細かい対応ができるように支援す
る。

１　福祉専門職の採用・配置が難しい
ことに加え、人事異動によって培われ
たノウハウを十分に引き継ぐことがで
きないなど、市町村の児童相談担当
部署の職員の専門性の維持向上が
難しい。

児童家
庭課

46

106

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

②虐待やいじめから子どもを守るネッ
トワークの活用

虐待やいじめから子どもを守るとい
う意識を高め、虐待やいじめの早期発
見、早期対応のため、学校、ＰＴＡ及び
民生委員・児童委員(主任児童委員)
などがつながる既存のネットワークを
活用できるよう取り組みます。

・高知県ＰＴＡ研究大会において県のいじめ
防止等の取組について周知を図るととも
に、学校・家庭・地域が連携した取組を働き
かける。
・小中学校ＰＴＡ、高等学校ＰＴＡともに、地
区別研修会においていじめ防止等、子ども
たちの健全育成への取組について協議す
る。

・各社会教育関係団体等に対する情報提
供を行う場の確保。

・就学前から高校までの保護者を対象と
する高知県ＰＴＡ研究大会において、非行
や問題行動の改善に向けた県教育委員
会の取組について説明し、各機関が連携
した取組の重要性について理解を深める
ことができた。
　平成26年7月13日（日）　参加者：316人
・小中学校ＰＴＡによる「ＰＴＡ・教育行政研
修会」県内7地区で、「いじめから子どもた
ちを守るためにPTAでできること」等の
テーマで、協議を実施することができた。
参加者：558人
・生活指導に関わるＰＴＡ会員で組織され
ている高校生育成員の地区別研修会（安
芸・香長・高吾地区）において、いじめ防
止に向けた取組についてやネット問題に
関するテーマで、保護者・教員がともに協
議し、子どもたちの健全育成に向けた課
題意識を共有し、同じ方向性をもって取り
組むことを確認することができた。
　参加者：298人

・グループ協議において、教員・保護
者・行政が共通の課題意識をもって
協議することができ、具体的な取組が
提案された。

・高知県ＰＴＡ研究大会において県のいじ
め防止等の取組について周知を図るとと
もに、学校・家庭・地域が連携した取組を
働きかける。
・小中学校ＰＴＡ、高等学校ＰＴＡともに、
地区別研修会においていじめ防止等、子
どもたちの健全育成への取組について協
議する。

・研修会後のフォローアップ調査等に
より、単位PTAでの活動状況を把握
しながら、研修会での提案を具体的
な活動に反映させるための手立が必
要

生涯学
習課
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107
108
109
110

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

②虐待やいじめから子どもを守るネッ
トワークの活用

虐待やいじめから子どもを守るとい
う意識を高め、虐待やいじめの早期発
見、早期対応のため、学校、ＰＴＡ及び
民生委員・児童委員(主任児童委員)
などがつながる既存のネットワークを
活用できるよう取り組みます。

県教委が、県下34市町村で開催される要
保護児童対策地域協議会に参加し、要保
護児童の状態や市町村・学校の支援状況
等を把握し、必要に応じてスーパーバイ
ザーの派遣等の支援を行う。

要保護児童が多い高知市においては、中
央児相、高知市、警察の三者会議に参加
し、新規ケースについてより早急に実態把
握を行う。

高知県いじめ問題対策連絡協議会（仮）
において、いじめ防止等に関係する機関及
び団体の情報共有と連携した取組の推進を
図る。

各機関が連携した実効的な支援や、
迅速かつ適切な情報共有において課題
がある。

 要保護児童の実態を把握することで、緊
急対応を要するケースについては、県教
委から主管部署に早急な対応を依頼し
た。要保護児童対策地域協議会に参加
する関係者会議において、県教委として
の参加態勢等について確認したり、中央
児相にも参加してもらい連携を図ったりで
きた。

 高知県いじめ問題対策連絡協議会を３
回開催し、関係機関によるいじめ防止対
策の取組状況の確認や課題、今後の計
画について協議した。

 緊急を要する児童については、地教
委をはじめ要対協に参加した部署か
ら早急に情報が入り、県教委として素
早く対応することができた。
　いじめ問題対策連絡協議会は各関
係機関のいじめ防止のための取組の
検証の場となり、いじめ根絶に向けた
関係者の意識の高揚につながった。
また、「いじめ防止こどもサミット」で採
択した「いじめ防止のための社会づく
り宣言」について本協議会で原案を
起草するなど具体的な取組を行うこと
ができた。

  県教委が、県下34市町村で開催される
要保護児童対策地域協議会に参加し、
要保護児童の状態や市町村・学校の支
援状況等を把握し、必要に応じてスー
パーバイザーの派遣等の支援を行う。
　要保護児童が多い高知市においては、
中央児相、高知市、警察の三者会議に参
加し、新規ケースについてより早急に実
態把握を行う。
　高知県いじめ問題対策連絡協議会（に
おいて、いじめ防止等に関係する機関及
び団体の情報共有と連携した取組の推
進を図る。

  各機関が連携した実効的な支援
や、迅速かつ適切な情報共有におい
て課題がある。

　いじめ問題対策連絡協議会におけ
る関係機関の代表者による意見交換
については、総花的な意見交換だ
と、同じ意見が繰り返され進展しない
ことが考えられるため、テーマを絞っ
た意見交換をしていくことが必要。

人権教
育課、
小中学
校課、
高等学
校課、
特別支
援教育
課
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策３　　子どもの安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

111

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

②虐待やいじめから子どもを守るネッ
トワークの活用

虐待やいじめから子どもを守るとい
う意識を高め、虐待やいじめの早期発
見、早期対応のため、学校、ＰＴＡ及び
民生委員・児童委員(主任児童委員)
などがつながる既存のネットワークを
活用できるよう取り組みます。

１ いじめ防止ネットワーク会議への参加
（本部少年課）
２ 要保護児童対策地域協議会への参加
（全署）
３　各署組織の主となっている少年警察ボラ
ンティアへの機関誌の発行

１　各会の代表者会議には通常どおり参
加するものの、各署における警察の関与
は、主にいじめ及び虐待が深刻な事態と
なった場合であり、早期発見と対応には、
いじめについては県教委、虐待について
は児童相談所がそれぞれ力を発揮し、各
関係機関と連携していくことがベストである
と考える。

１　いじめ事案については、少年サポート
センター内に設置したヤングテレフォンや
各警察署の警察安全相談電話等により、
少年補導職員等がきめ細やかな相談対
応に努め、真相究明と事案に応じた適切
な対応を図った。
２　児童虐待事案は、市町村の要保護児
童対策地域協議会等への積極的な参加
等あらゆる警察活動を通じて児童虐待事
案の早期発見、児童相談所への迅速か
つ確実な通告の実施及び通告後におけ
る関係機関と連携した児童の継続的支援
に努めた。

　平成26年は児童虐待死亡事件が発
生していることから、これまで以上に、
県や市町村、学校の関係機関との連
携を緊密に行い、個別事案について
事案の重大性・緊急性等に関して積
極的に意見を述べるとともに、必要な
情報交換・情報共有を図り、相互に連
携の上、児童の安全を最優先した対
応を実施する必要がある。

１ いじめ防止ネットワーク会議への参加
（本部少年課）
２ 要保護児童対策地域協議会への参
加（全署）

　各会の代表者会議には通常どおり
参加するものの、各署における警察
の関与や、主にいじめ及び虐待が深
刻な事態となった場合であり、早期発
見と対応には、いじめについては県
教委、虐待については児童相談所が
それぞれ力を発揮し、各関係機関と
連携していくことがベストであると考
える。

少年課
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112

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

③ルールや法を守る心を育てる取組
の実施

子どもが周りの大人との信頼関係
に支えながら、幼児期から物事の善
悪を正しく判断する力を養い、ルール
や法を守る心を育みます。

１　地域の子育て支援の充実
・市町村等が地域の実情の応じて実施する
地域子育て支援センターの機能強化の取
組等への助成（子育て支援推進事業費補
助金）
・地域子育て支援センター職員の研修の充
実等
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」の発行
（40,000部、年4回）
・「こうちプレマnet」を通じた出産・子育てに
関する情報発信
・ＮＰＯ等による子育て講座の実施（県から
委託）
・子育て支援アドバイザー（助産師）の派遣
・子育てサークル等のネットワークづくり
（サークルの登録、交流の促進、サークル
が開催するイベントへの助成など）

１　子育ての孤立感や不安感の軽減に向
けて、子育て家庭が気軽に集い、交流でき
る場作りの充実

１　地域の子育て支援の充実
・子育て支援推進事業費補助金
　（22市町村1広域連合、9団体が事業実
施）
・地域子育て支援センターの職員等の専
門性の向上
　　初任者（1回）・現任者（2回）研修の実
施
　　東西ブロック研修交流会の開催
　　（東部2回、西部4回）
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」の発
行　（年4回、40,000部）
・「こうちプレマnet」による子育てサークル
等の情報発信
・NPO等による子育て講座の実施
　（サークル9回、子育て支援センター38
回）
・子育て支援アドバイザーの派遣（47回）
・子育てサークル等のネットワークづくり
　　サークルの登録（10市町44サークル）
　　全体交流会（3回）

１　地域子育て支援センターや子育て
サークルによる子育て支援の取組が
広がっている。また、子育て応援情報
紙「大きくなあれ」や、こうちプレマnet
を通じて、子育て家庭に役立つ情報
がより充実して提供され、行き届いて
いる。

１　地域の子育て支援の充実
・市町村等が地域の実情に応じて実施す
る地域子育て支援センターの子育て支援
に関する独自事業への助成（安心子育て
応援事業費補助金）
・地域子育て支援センター職員の研修の
充実等
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」の発
行（40,000部、年4回）
・「こうちプレマnet」を通じた出産・子育て
に関する情報発信
・ＮＰＯ等による子育て講座の実施（県か
ら委託）
・子育て支援アドバイザー（助産師）の派
遣
・子育てサークル等のネットワークづくり
（サークルの登録、交流の促進、サーク
ルが開催するイベントへの助成など）

１　子育ての孤立感や不安感の軽減
に向けて、子育て家庭が気軽に集
い、交流できる場作りの充実

少子対
策課

46

113

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

③ルールや法を守る心を育てる取組
の実施

子どもが周りの大人との信頼関係
に支えながら、幼児期から物事の善
悪を正しく判断する力を養い、ルール
や法を守る心を育みます。

保育所・幼稚園・認定こども園の園内研修
の充実を図り、教職員の資質・専門性の向
上を推進する。

・各市町村単独では、保育・教育の質を高
めるための専門性を持った職員の配置が
難しい。
・保育所・幼稚園等では、臨時職員やパー
ト職員が多い。
・研修のための時間保障が難しい。
・園内研修の充実を図ることにより、保育
教育の質の向上を図っていく必要がある。

園内研修支援（６８園、１３９回）
　実施後のアンケート結果
　　・参考になった　１００％
　　・今後も引き続き園内研修を実施する
９８．６％
ブロック別研修支援（１３ブロック１３園、８
７回）
　公開保育後の参加者アンケート結果
　　・本研修会が参考になった　１００％
　公開保育実施園がブロック別研修で向
上・改善したこと
（上位３つ）
　　「保育者の援助」　　  　９３．８％
　　「環境構成の在り方」　８７．７％
　　「幼児理解」　　　　　　　８４．９％

　各園の研修テーマやニーズに応じ
た園内研修支援を行ったことにより、
実施園全てのアンケート結果が「参考
になった」と回答しており、1園を除く
実施園が「今後も引き続き園内研修
を実施する」となっており、保育研究
を中心とした研修が広まってきてい
る。
　また、ブロック公開保育の参加者全
員が「本研修が参考になった」と回答
しており、保育の実践を通した研修に
対する評価が高い。実施園では「保
育者の援助」「環境構成の在り方」
「幼児理解」が向上したと回答してお
り、継続して研修を行うことが保育実
践力の向上につながっている。
　これらのことから、園内研修を通し
て、きまりの必要性に気付き、自分の
気持ちを調整する力の育成について
教職員の資質・専門性の向上を図る
ことができた。

認定こども園・保育所・幼稚園の園内研
修の充実を図り、教職員の資質・専門性
の向上を推進する。

・各市町村単独では、保育・教育の質
を高めるための専門性を持った職員
の配置が難しい。
・認定こども園・保育所・幼稚園では、
臨時職員やパート職員が多い。
・研修のための時間保障が難しい。
・園内研修の充実を図ることにより、
保育・教育の質の向上を図っていく
必要がある。

幼保支
援課
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策３　　子どもの安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

114

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

③ルールや法を守る心を育てる取組
の実施

子どもが周りの大人との信頼関係
に支えながら、幼児期から物事の善
悪を正しく判断する力を養い、ルール
や法を守る心を育みます。

１ 少年非行抑止の根源対策として、少年
の規範意識の醸成を図るため、県下小中
学校で万引き防止等をテーマにした非行防
止教室を開催。
２ １年間で県内の小中学校を一巡すること
を目標に、小学１年生、５年生、中学１年生
を対象とした非行防止教室を実施。

１ 小・中学校における非行防止教室の実
施率は９０％を超えているものの、依然と
して県内の非行率・再非行率は全国ワー
スト上位であり、非行防止教室の即効的な
効果は表れない。しかし、１回きりの教室と
するのではなく、低年齢期から何度も繰り
返し実施することで規範意識が自然と身に
付いていくのではないかと考える。
２ 本来は全学年への実施が望ましいが、
学校のカリキュラムや実施人員等の問題
から、小学校では２年生と５年生、中学校
では１年生を対象として、１年間で県内の
学校を一巡することを目標とする。

１　非行防止教室の実施
　　平成26年中（１～12月）の実施校数
313校中、計282回（実施率約90パーセン
ト）

１　県内ほとんどの小中学校において
非行防止教室を実施することができ
たが、実施率100パーセントに到達し
なかったことから、今年度は全ての小
中学校で実施することを目標とする。
また可能な限り、他学年でも実施する
こととし、繰り返し何度も実施すること
で、物事の善悪について正しく判断す
る力を養っていく。

１ 少年非行防止の根源対策として、少
年の規範意識の情勢を図るため、県下小
中学校で万引き防止等をテーマにした非
行防止教室を開催。
２ １年間で県内の小中学校を一巡する
ことを目標に、小学１年生、５年生、中学
１年生を対象とした非行防止教室を実
施。

１ 小・中学校における非行防止教室
の実施率は90パーセントを超えてい
るものの、依然として県内の非行率・
再非行率は全国ワースト上位であ
り、非行防止教室の即効的な効果は
表れない。しかし、１回きりの教室と
するのではなく、低年齢期から何度も
繰り返し実施することで規範意識が
自然と身についていくのではないかと
考える。
２ 本来は全学年への実施が望まし
いが、学校のカリキュラムや実施人
員等の問題から、小学校では２年生
と５年生、中学校では１年生を対象と
して、１年間で県内の学校を一巡す
る。

少年課 46

115
116
117

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

④子どもがネット上のトラブルに巻き
込まれない取組の実施

インターネットや携帯電話などの普
及が急速に進む中で、子どもが被害
者にも加害者にもならないようにする
ため、実態把握に努めるとともに、携
帯電話などにおけるフィルタリングの
普及や情報に関するモラルの教育を
行います。

○ネット問題に関するＰＴＡ研修等への講師
派遣を行う。
○県警少年課が実施している非行防止教
室と連携を図りながら、ネット問題に関する
児童生徒への啓発を行う。
○学校における情報モラル教育推進に向け
た実践事例集を作成・配付し、各学校での
活用を促す。
○非行防止対策ネットワーク会議を開催
し、フィルタリングの設定率の向上やネット
依存の改善等に向けた協議を行う。
○学校ネットパトロールを実施し、ネット上
のトラブルの防止及び深刻化を防ぐ。

○県P役員会等で、ネット問題に関するＰＴ
Ａ研修等への講師派遣を周知する。
○学校で活用してもらえるような実践事例
集の作成と活用に向けての周知を図る。

○国公私立学校の小学4年生、中学1年
生、高校1年生の児童生徒と小学4年生
の保護者に啓発リーフレットを配付した。
○ネット問題をテーマとしたPTA 研修等
への講師派遣は、16回であった。（小6
回、中5回、県立4回、その他1回）
○情報モラル教育実践事例集を作成し
た。
○非行防止対策ネットワーク会議の関係
者が参加する勉強会において、外部講師
から講演をいただき、ネット問題の現状と
課題等について共通理解を図った。
○学校ネットパトロールを実施し、重大事
案については市町村教育委員会や各学
校と連携を図り、早期の対応を行った。

○ネット問題に関する研修会や学習
会のニーズが増え、教職員や保護者
の危機意識は高まってきているが、
子どもの方が大人よりケータイ・ネット
に関する知識、扱うスキルが高い状
況にあり、学校や家庭での啓発につ
ながりにくい現状にある。
○PTA 研修への講師派遣について
は、県PTA連合会の協力が不可欠で
ある。ネット問題に関する保護者啓発
の必要性を理解してもらい、県PTA連
合会からも各校PTAに働きかけてもら
う必要がある。

○県内全ての小学校４年生の保護者に
啓発リーフレットを配付する。
○県内全ての小学校４年生、中学校１年
生、高校１年生に啓発リーフレットを配付
するとともに、中学校・高等学校の新入生
にＳＮＳの安全な使用に関するリーフレッ
トを配付する。
○ネット問題をテーマにした教職員研修
やＰＴＡ研修等に講師派遣を行う。
○情報モラル教育実践事例集を全小・
中・高・特別支援学校に配付し、活用を促
す。
○学校ネットパトロールを実施する。
○ネットフォーラムを開催し、そのことを
きっかけにして、子どもたちをネットトラブ
ルから守るための県民運動を推進する。

○県P役員会等で、ネット問題に関す
るＰＴＡ研修等への講師派遣を周知
する。
○情報モラル教育実践事例集の活
用に向けて、各種研修会等で周知を
図る。
○ネットフォーラムの開催に向けて、
生徒の実行委員会を組織すること、
実践発表やパネルディスカッションの
パネラー等の選定、各学校やＰＴＡ等
への参加要請等、さまざまな課題が
あり、それらを1つ1つクリアしていく必
要がある。

人権教
育課、
小中学
校課、
高等学
校課

46

118

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

④子どもがネット上のトラブルに巻き
込まれない取組の実施

インターネットや携帯電話などの普
及が急速に進む中で、子どもが被害
者にも加害者にもならないようにする
ため、実態把握に努めるとともに、携
帯電話などにおけるフィルタリングの
普及や情報に関するモラルの教育を
行います。

非行防止教室等での広報のほか、部内各
課との連携による取組みを図る。

　情報網の急激な発達に対する対応 １ インターネットモラル教育の実施を
行った。
２ 非行防止教室等にあわせた講話を実
施した。
３ 部内の各課（少年課・生活環境課）と
の連携による取組みを行った。

非行防止教室等の実施に併せた取組
みを行っているが、スマートフォンの普及
等、情報の入口が急激に増えていること
から、今後対策の検討が必要

　各署において小中学生に対する教
室を実施しているが、スマートフォン
の普及等、情報の入口が急激に増え
ていることから、保護者への広報、電
話会社との連携等、今後対策を検討
する必要がある。

非行防止教室等での広報のほか、部内
各課との連携による取組みを図る。

　情報網の急激な発達に対する対応

生活安
全企画
課

46

119

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

⑤犯罪に巻き込まれない力を育成す
る取組の実施

子どもが犯罪に巻き込まれないよ
う、危険を察知し回避できる能力を育
成するため、誘拐被害防止教室など
の取組を行います。

１ 子どもの安全対応能力の向上を図る「防
犯教室」を推進するための「学校安全教室
推進講習会」の効果的な開催

　学校の防犯に対する危機意識の低下か
ら、子どもに対する犯罪被害防止教育の
機会が減少していることから「学校安全教
室推進講習会｣等あらゆる機会を捉え啓
発を行うとともに、実施率の低い市町村に
ついては、指導・支援を行う必要がある。

１ 子どもの安全対応能力の向上を図る
「防犯教室」を推進するための「学校安全
教室推進講習会」を8月4日に開催を予定
していたが、台風12号のため中止となっ
たので、講習会で配付を予定していた資
料を市町村教育委員会に送付し、防犯教
室推進のための啓発を図った。

１ 子どもの安全対応能力の向上を
図る「防犯教室」の推進を図ることに
より、学校現場での防犯教育推進の
取組につながった。

１ 子どもの安全対応能力の向上を図る
「防犯教室」を推進するための「学校安全
教室推進講習会」の効果的な開催

　学校の防犯に対する危機意識の低
下から、子どもに対する犯罪被害防
止教育の機会が減少していることか
ら「学校安全教室推進講習会｣等あら
ゆる機会を捉え啓発を行うとともに、
実施率の低い市町村については、指
導・支援を行う必要がある。

学校安
全対策
課
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策３　　子どもの安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

120

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

⑤犯罪に巻き込まれない力を育成す
る取組の実施

子どもが犯罪に巻き込まれないよ
う、危険を察知し回避できる能力を育
成するため、誘拐被害防止教室など
の取組を行います。

１ 県下の小・中・高校において、インター
ネットの利用に関する犯罪被害防止教室を
実施。
２ 児童及び保護者等に対し、フィルタリン
グの必要性について説明し、フィルタリング
サービスの利用促進を図る。

１　児童生徒におけるインターネットの利用
については、児童だけでなく保護者がその
危険性を十分に認識していない場合が多
いことから、児童だけでなく、保護者や教
員等を対象にした講義が必要。
２　フィルタリングサービスは、携帯電話の
機能を制限するものであることから、児童
等はフィルタリングに消極的である場合が
多い。そのため、保護者に対し、フィルタリ
ングサービスの利用を強く要請していく必
要がある。

１　県下の小・中・高校等において、本部
少年課（少年サポートセンター）及び各署
の警察職員等がインターネットの利用に
伴う犯罪被害の防止について講話を行
い、インターネットの危険性や正しい利用
方法について説明した。また、フィルタリ
ングの必要性についても説明し、フィルタ
リングサービスの利用促進を図った。

１　携帯電話所持率の増加や利用者
の低年齢化により、インターネットの
利用に係る犯罪被害やいじめ問題等
が増加していることに伴い、学校から
の実施依頼も急激に増加しており、
今後も本教室の需要が拡大されると
考えられる。
そのため、実施者（警察職員）側の専
門知識の向上を図り、日々変化する
ネット社会の実情に応じた対策をとる
ことが必須である。

１ 県下の小・中・高校において、インター
ネットの利用に関する犯罪被害防止教室
を実施。
２ 児童及び保護者等に対し、フィルタリ
ングの必要性について説明し、フィルタリ
ングの必要性について説明し、フィルタリ
ングサービスの利用促進を図る。

１　児童生徒におけるインターネット
の利用については、児童だけでなく
保護者がその危険性を十分に認識し
ていない場合が多いことから、児童だ
けでなく、保護者や教員等を対象にし
た講義が必要。
２　フィルタリングサービスは、携帯電
話の機能を制限するものであること
から、児童等はフィルタリングに消極
的である場合が多い。そのため、保
護者に対し、フィルタリングサービス
の利用を強く要請していく必要があ
る。

少年課 47

121

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

⑥親の子育て力を高めるための支援
子育てやしつけなどに悩みや不安

を抱く保護者や家族などに対して、講
話や相談などにより児童養育を支援し
ます。

１ 電話による相談・相談援助活動を委託
により実施し、家庭と地域の児童養育を支
援

　児童相談所への相談件数は大きな変動
がない中で、当該事業における相談件数
は、H24年度に比べ若干増加したものの、
減少傾向にあることに変わりはないため、
更なる周知が必要である。

子どもと家庭の110番での電話相談対応
を実施
H26実績　132件（H24実績　179件比　47
件減）

家庭と地域の児童養育の支援に寄与
した。

１ 電話による相談・相談援助活動を委
託により実施し、家庭と地域の児童養育
を支援。

　児童相談所への相談件数は大きな
変動がない中で、当該事業における
相談件数は、前年度に比べ減少して
いるため、更なる周知が必要。 児童家

庭課
47

122

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

⑥親の子育て力を高めるための支援
子育てやしつけなどに悩みや不安

を抱く保護者や家族などに対して、講
話や相談などにより児童養育を支援し
ます。

１　地域の子育て支援の充実
・市町村等が地域の実情の応じて実施する
地域子育て支援センターの機能強化の取
組等への助成（子育て支援推進事業費補
助金）
・地域子育て支援センター職員の研修の充
実等
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」の発行
（40,000部、年4回）
・「こうちプレマnet」を通じた出産・子育てに
関する情報発信
・ＮＰＯ等による子育て講座の実施（県から
委託）
・子育て支援アドバイザー（助産師）の派遣
・子育てサークル等のネットワークづくり
（サークルの登録、交流の促進、サークル
が開催するイベントへの助成など）

１　子育ての孤立感や不安感の軽減に向
けて、子育て家庭が気軽に集い、交流でき
る場作りの充実

１　地域の子育て支援の充実
・子育て支援推進事業費補助金
　（22市町村1広域連合、9団体が事業実施）

・地域子育て支援センターの職員等の専
門性の向上
　　初任者（1回）・現任者（2回）研修の実
施
　　東西ブロック研修交流会の開催
　　（東部2回、西部4回）
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」の発
行　（年4回、40,000部）
・「こうちプレマnet」による子育てサークル
等の情報発信
・NPO等による子育て講座の実施
　（サークル9回、子育て支援センター38回）

・子育て支援アドバイザーの派遣（47回）
・子育てサークル等のネットワークづくり
　　サークルの登録（10市町44サークル）
　　全体交流会（3回）

１　地域子育て支援センターや子育て
サークルによる子育て支援の取組が
広がっている。また、子育て応援情報
紙「大きくなあれ」や、こうちプレマnet
を通じて、子育て家庭に役立つ情報
がより充実して提供され、行き届いて
いる。

１　地域の子育て支援の充実
・市町村等が地域の実情に応じて実施す
る地域子育て支援センターの子育て支援
に関する独自事業への助成（安心子育て
応援事業費補助金）
・地域子育て支援センター職員の研修の
充実等
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」の発
行（40,000部、年4回）
・「こうちプレマnet」を通じた出産・子育て
に関する情報発信
・ＮＰＯ等による子育て講座の実施（県か
ら委託）
・子育て支援アドバイザー（助産師）の派
遣
・子育てサークル等のネットワークづくり
（サークルの登録、交流の促進、サーク
ルが開催するイベントへの助成など）
・高知家の出会い・結婚・子育て応援コー
ナーにおける出張子育て相談

１　子育ての孤立感や不安感の軽減
に向けて、子育て家庭が気軽に集
い、交流できる場作りの充実

少子対
策課

47

123

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

⑥親の子育て力を高めるための支援
子育てやしつけなどに悩みや不安

を抱く保護者や家族などに対して、講
話や相談などにより児童養育を支援し
ます。

１　保護者の子育て力を高めるために、保
護者に対する講話や相談、保護者の一日
保育社体験推進事業を実施する。

２　日常的に親育ち支援ができるよう、保護
者と日々かかわっている保育者への支援や
研修会を実施する。

　より多くの保育所・幼稚園等で保護者へ
の支援や保育者研修、また、保護者の一
日保育者体験が実施できるよう、これまで
以上にさまざまな機会に声掛けを行う必要
がある。

１・保護者研修（５３園、５２回）
　　実施後のアンケート結果
　　「子どもへのかかわりが大切だと思う」９９．
９％
　　追跡調査（アンケート）
　　「講話を聞いて、その後の子育てに変化が
あった」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９
６．５％
　・保護者の一日保育者体験　７園が新規に実
施
２・保育者研修（６３園、５６回）
　　実施後のアンケート結果
　　「保護者へのかかわりが大切だと思う」９９．
８％
　　追跡調査（アンケート）
　　「前回の研修以降、保育や保護者とのかか
わり等
　　　で変化があった」９８．６％
　・親育ち支援保育者育成研修会　３期生　７７
名
　　アンケート結果　　「参考になった」１００％
　・親育ち支援保育者実践交流会
　　アンケート結果　　「参考になった」１００％
　・親育ち支援スキルアップ講座
　　アンケート結果　　「参考になった」９９．６％

１　保護者研修５３園中１７園が新規実施園
であり、保護者への啓発が広がりつつあ
る。アンケート結果をみても、講話やワーク
ショップを通して良好な親子関係や子どもへ
のかかわり方について保護者の理解が深
まり、子どもにかかわろうとする姿が多く
なったことがうかがえる。
　また、保護者の一日保育者体験を実施す
ることにより、子どもの育ちへの理解や保育
に関する理解促進を図ることができている。
２　講話や事例研を行う保育者研修の実施
により、これまでの保育実践を見直し、意識
改革を図る機会となっているといえる。
　また、親育ち支援保育者育成研修会や親
育ち支援保育者フォローアップ研修として実
施した親育ち支援実践交流会や親育ち支
援スキルアップ講座のアンケート結果から、
効果的な研修内容であったといえる。さら
に、親育ち支援保育者フォローアップ研修
の継続により、親育ち支援の中核者として
果たすべき役割が明確になり、実践につな
がっている。

１　保護者の子育て力を高めるために、
保護者に対する講話やワークショップ、保
護者の一日保育者体験推進事業及び基
本的生活習慣向上事業を実施する。

２　日常的に親育ち支援ができるよう、保
護者と日々かかわっている保育者への支
援や研修会を実施する。

　より多くの保育所・幼稚園等で保護
者への支援や保育者研修、また、保
護者の一日保育者体験が実施でき
るよう、これまで以上にさまざまな機
会に声掛けを行う必要がある。

幼保支
援課
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策３　　子どもの安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

124

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

⑥親の子育て力を高めるための支援
子育てやしつけなどに悩みや不安

を抱く保護者や家族などに対して、講
話や相談などにより児童養育を支援し
ます。

１ ラジオ、ミニ広報紙等を活用した少年相
談窓口の広報
２ 県内の幼稚園・保育所において、警察職
員が園児の保護者等に対し、親子の絆や
家庭教育の重要性を啓発し、幼少期からの
規範意識の醸成を図る「親子の絆教室」を
実施。（目標：３年間で県下の全保育施設で
実施）

１　少年警察が相談機関として保護者に周
知されているのか疑問があるため、より一
層、広報活動を展開し、周知していく必要
がある。
２　３年間で県下の施設を一巡するとの目
標であることから、未だに保育士や保護者
等に本活動が根付いていないのが現状。
今後も機会を捉えて積極的に広報し、繰り
返し実施していく。

１　ラジオ、ミニ広報紙等を活用した少年
相談の広報・定期的にラジオ広報を行っ
ているほか、相談機関である少年サポー
トセンターを照会するリーフレット等を作
成し、様々な機会を捉えて配布した。（本
部少年課）
　・各署が定期的に発行するミニ広報紙
に、それぞれの相談窓口を掲載した。
２　「親子の絆教室」の実施
　・県内の幼稚園・保育所において、警察
職員が園児の保護者等に対し、親子の
絆や家庭教育の重要性を啓発し、幼少期
からの規範意識の情勢を図った。
・県下301か所中137か所実施（実施率
45.5パーセント）

１　様々な機会を捉えた広報活動を
広く展開することで、高知市内だけで
なく県下全域に少年サポートセンター
の活動や各署の相談窓口を紹介する
ことができた。
２　３年間で県下の保育施設を一巡
するとの目標であるため、未だに保育
士や保護者等に親子の絆教室が周
知されていないのが現状であることか
ら、今後も機会を捉えて積極的に広
報し、多くの施設で開催していく。

１ ラジオ、ミニ広報紙等を活用した少年
相談窓口の広報
２ 県内の幼稚園・保育所において、警察
職員が園児の保護者等に対し、親子の
絆や家庭教育の重要性を啓発し、幼少期
からの規範意識の情勢を図る「親子の絆
教室」を実施。（目標：3年間で県下の全
保育施設で実施）

１　少年警察が相談機関として保護
者に周知されているのか疑問がある
ため、より一層、広報活動を展開し、
周知していく必要がある。
２　３年間で県下の施設を一巡すると
の目標であることから、未だに保育
士や保護者等に本活動が根付いて
いないのが現状。今後も機会を捉え
て積極的に広報し、繰り返し実施して
いく。
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125

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

⑦子どもたちが安全で安心してすごせ
る居場所づくりの推進

放課後や週末などに学校の余裕教
室や地域において、学習支援やス
ポーツ、文化活動または地域住民と
の交流活動を行うなど、子どもの安全
で安心な居場所づくりを推進します。

１  （放課後子どもプラン推進事業）
　　（子ども教室、児童クラブ）
・放課後における子どもたちの安全で健や
かな居場所づくりを推進する。
①運営補助
小学校　167ヵ所　中学校　35ヵ所
②施設整備への支援　香美市大宮
③学習活動への支援　　学習支援者の配
置、発達障害児等への支援者の配置
④利用料減免への助成　対象17市町村
⑤放課後学び場人材バンク
⑥活動内容の充実と指導員等の人材育成
・推進委員会2回、指導員等研修16回
（安全、家庭教育支援、障害児、学習）
・全市町村訪問　9月
・取組状況調査　11月

２　（学校支援地域本部事業）
・地域社会全体で学校の教育活動を支援す
る体制づくりを推進する。
　18市町村33支援本部

・人材育成の充実やモデル事例の紹介等
により、市町村や実施場所によって異なる
取組格差を解消していく。

・参加する発達障害児等への支援をさらに
充実させる。

・防災等の安全性の確保や学習活動の充
実等に向けて、学校関係者に働きかけ、さ
らなる連携を図る。

・学校支援地域本部事業や家庭教育を支
援する活動等と協働し、地域ぐるみで子ど
もの育ちを支援する体制づくりを促進す
る。

１　（放課後子どもプラン推進事業）
①運営補助
小学校　166ヵ所 （実施率92％）
中学校　 34ヵ所　(実施率40％）
② 学習活動への支援（@600千円×1/2）
　　学習支援者の配置
　　発達障害児等への支援者の配置
③保護者利用料減免制度を設ける市町村
　19市町村
④放課後学び場人材バンクによる人材のマッチン
グ（232件）、出前講座（115件）の実施
⑤活動内容の充実と指導員等の人材育成
・指導員等研修:安全 230名（79％）、
　　　　　　　 　　防災 35名（76％）、
   家庭教育支援 168名（79％）、
　 発達障害児等理解 144名（90％）
   学習・支援 149名（84%）　　 ※（）は満足度
   発達障害児地域ｻﾎﾟｰﾀｰ研修 20名
・全市町村訪問による事業説明等　9月
・取組状況調査　11月
２　（学校支援地域本部事業）
　19市町村35支援本部の取組を支援
◆全小学校の約９割の地域に設置された安全・安
心な居場所で、様々な体験・交流・学習活動を行う
ことができている。
◆研修が充実し、情報交換もできている。
◆参加している発達障害児等への支援のしくみが
できてきた。

・全小学校区の約９割に設置された
安全・安心な放課後の居場所で、
様々な体験・交流・学習活動を行うこ
とができたが、市町村や実施場所に
よって異なる取組格差の解消が必
要。

・防災等の安全性の確保や学習活動
の充実等に向けて、学校とのさらなる
連携が必要。

１  （放課後子どもプラン推進事業）
　　（子ども教室、児童クラブ）
・放課後における子どもたちの安全で健やかな
居場所づくりを推進する。
①運営補助
小学校　253ヵ所　中学校　41ヵ所
②児童クラブ施設整備への助成　6ヵ所
　　高知市（4）、香南市（1）、香美市（1）
③学習活動への支援
　　学習支援者の謝金への補助拡充
　　（@900千円×2/3）
④利用料減免への助成　対象19市町村
⑤放課後学び場人材バンク
⑥活動内容の充実と指導員等の人材育成
・推進委員会2回、指導員等研修16回
・全市町村訪問による事業説明等　9月
・取組状況調査　9月

２　（学校支援地域本部事業）
・地域社会全体で学校の教育活動を支援する体
制づくりを推進する。
　22市町村40支援本部

・市町村や実施場所によって異なる
取組格差の解消が必要。

・防災等の安全性の確保や学習活動
の充実等に向けて、学校とのさらなる
連携が必要。

・地域ぐるみで子どもの育ちを支援す
る体制づくりの促進に向け、関連事
業との連携（役割分担等）が必要。

生涯学
習課
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126
127
128
129

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

⑧高知県学校・警察連絡制度の適正
な運用による学校と警察、保護者が
連携した子どもへの支援

高知県学校・警察連絡制度の適正
な運用により、学校と警察、保護者と
の連携を強化するとともに、相互理解
を深めて、問題行動等の発生及び再
発の防止に努め、子どもの健全育成
に取り組みます。

学校・警察連絡制度の適正な運用を行
い、児童生徒の問題行動等の予防や再発
防止に努め、健全育成を図る。

非行の深刻化した児童生徒に対しての
学校・警察・保護者のさらなる連携の推進

　学校・警察連絡制度を通じて、学校・警
察・保護者の連携が進み、非行件数、不
良行為件数は減少傾向にある。

　本制度を通じて、学校と児童生徒あ
るいは学校と保護者の信頼関係が築
けたり、入口型非行での指導が可能
になり、再発防止や立ち直り支援が
できたケースが多くなってきている。

学校・警察連絡制度の適正な運用を行
い、児童生徒の問題行動等の予防や再
発防止に努め、健全育成を図る。

非行の深刻化した児童生徒に対し
ての学校・警察・保護者のさらなる連
携の推進 人権教

育課、
小中学
校課、
高等学
校課、
特別支
援教育
課
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130

項
目

内
容

(2)　子どもたちを健やかに育てる取組

⑧高知県学校・警察連絡制度の適正
な運用による学校と警察、保護者が
連携した子どもへの支援

高知県学校・警察連絡制度の適正
な運用により、学校と警察、保護者と
の連携を強化するとともに、相互理解
を深めて、問題行動等の発生及び再
発の防止に努め、子どもの健全育成
に取り組みます。

１　学校と警察が相互理解を深め、連携して
子どもの支援を行うための連絡協議会の開
催
２　学校警察連絡制度の適正な運用の徹底

２ 本制度の運用に伴い、警察から学校へ
の連絡は年間２,０００件を超えているもの
の、学校から警察への連絡は７件に留
まっていること等から、学校現場における
制度の運用について、より一層周知を図る
必要がある。

１　学校・警察・保護者の連絡協議会の
開催
　各警察署において、各地区の学校と警
察で組織する「学校警察連絡協議会」の
総会を開催し、相互の理解を深めた。
２　学校警察連絡制度の適正な運用の徹
底
　平成23年９月に警察本部と高知県教育
委員会の間で協定を締結して以降、平成
27年３月までに、県下34市町村教育委員
会、１学校組合教育委員会、２国立学
校、９私立学校と協定を締結した。

１　各署または各地区において、学校
と警察で組織する「学校警察連絡協
議会」がそれぞれ運用されているが、
学校・警察・保護者の３者が参加する
協議会は現在のところ組織されてい
ない。
２　毎月、生徒の検挙・指導の情報を
学校に連絡することで、対象生徒に
対する学校での早期指導が可能と
なった。

１ 学校と警察が相互理解を深め、連携
して子どもの支援を行うための連絡協議
会の開催
２ 学校警察連絡制度の適正な運用の徹
底

本制度の運用に伴い、警察から学
校への連絡は年間2000件を超えて
いるものの、学校から警察への連絡
は７件に留まっていること等から、学
校現場における制度の運用につい
て、より一層周知を図る必要がある。

少年課
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

131

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

地域社会において、高齢者などへ
の虐待やＤＶなどの暴力を許さない
気運を高めるための広報啓発を行い
ます。

(1)　広報・啓発の充実
地域社会において、高齢者などへの虐待

やＤＶなどの暴力を許さない気運を高めるた
めの広報啓発を行う。
１ 高齢者の権利擁護業務を担う地域包括支
援センターへの支援
２ 介護サービス事業所の従事者を対象とし
た研修会の実施
３ 圏域別権利擁護担当者意見交換会の開
催

実施については、関係機関との連携が必
要。

１　権利擁護に関する研修会(2月12日）、
高齢者虐待防止に関する研修会（3月3
日）　　　　（地域包括支援センター対象）

２　高齢者権利擁護研修会
　（1月26日、2月6日）（施設管理者対象）

３　平成26年８～９月にかけて、県内５圏
域で意見交換会を開催

１　グループワーク等を通して、高齢
者への支援について再確認いただ
いた。

２　虐待の現状や防止に向けた取組
について啓発が出来た。

３　制度自体が抱える問題について
課題の掘り起こしが出来た。

１、２ 県社協と事前協議の上、今年度
も開催予定。

３ 県社協主催により、７月に意見交換
会を開催予定。その際、昨年度の課題
に関する回答を関係者間で共有する。

３　開催に当たり、県社協と
連携を密にする。

高齢者
福祉課 48

132

項
目

内
容

(1)　広報・啓発の充実

地域社会において、高齢者などへ
の虐待やＤＶなどの暴力を許さない
気運を高めるための広報啓発を行い
ます。

１　DV問題への理解を深める広報啓発の実
施
　・各種広報媒体を活用した広報の実施
　・DV相談カード、啓発用チラシ・ポスター等
の作成、配布
　・各種研修会等への講師の派遣
　・ホームページやメルマガの活用

２　「女性に対する暴力をなくす運動」期間
（11/12～11/25）中の集中的な広報の実施
　・DV防止啓発講演会の開催
　・市町村での広報の強化を図るため、広報
文案及び啓発素材の提供

１　広報手段の確保
２　庁内の協力体制の構築
３　広報を見る人や講演会・研修に参加
する人が固定化されがち

１　広報啓発の実施
　（１）人権啓発センターとの共催による
　　「女性と人権」講演会の開催
　　　　「性犯罪被害にあうということ
　　　　　　　　～身近にある性暴力～」
　（２）県広報媒体（広報紙・TV等）の活用に
　　よる広報の実施
　　・テレビCM（人権啓発ｾﾝﾀｰ）45回
　　・ラジオ対談・電話対談・原稿読上　各1回
　（３）その他
　　・ソーレ情報誌（4回）、メルマガ(12回）
　　・ソーレ出前講座の実施
　　・ 相談カード、啓発用チラシ・ポケット
　　　カードの作成・配布
　　・ 女性団体との連携による啓発活動

２　「女性に対する暴力をなくす運動」期間
　（11/12～11/25）の集中的な広報の実施
　（１）ｿｰﾚ　ＤＶ防止啓発講演会開催
　　「傷のそばにたたずむ
　　　　　　　～DVとトラウマを考える～」
　　講師：宮地　尚子氏
　（２）路線バス車内広告の実施
　　　（14日間、42台）
　（３）市町村での広報の強化を図るため、
　　広報文案及び啓発素材の提供

１
（１）関係機関と連携して事業を実施す
ることで、普段とは異なるターゲットに
対してPRが可能となった。
（２）放送後の相談件数の伸びは見ら
れなかったが、継続的な啓発・広報は
必要。
（３）女性支援団体の協力を得て、啓発
用のポケットティッシュの作成・配布を
行う等、官民共同でDV予防に取組むこ
とができた。

２
（１）前年度と比較して参加者が増え
（64人→111人）、講演会後のアンケー
トでの満足感は10点満点中約8.2点と
高評価だった。
（２）ポスター掲示後の相談件数の伸び
は見られなかったが、継続的な啓発・
広報は必要。
（３）「女性に対する暴力をなくす運動」
期間が含まれる11月前後の掲載が多
い。
様々な広報素材がある中で、DVの啓
発の通年実施をどう行ってもらうか。

１　DV問題への理解を深める広報啓発
の実施
　・各種広報媒体を活用した広報の実施
　・DV相談カード、啓発用チラシ・ポス
ター等の作成、配布
　・各種研修会等への講師の派遣
　・ホームページやメルマガの活用

２　「女性に対する暴力をなくす運動」期
間（11/12～11/25）中の集中的な広報
の実施
　・DV防止啓発講演会の開催
　・市町村での広報の強化を図るため、
広報文案及び啓発素材の提供

１　広報手段の確保
２　庁内の協力体制の構築
３　広報を見る人や講演会・
研修に参加する人が固定化
されがち

県民生
活・男
女共同
参画課

48

133

項
目

内
容

(2)　高齢者の見守り活動の推進

①市町村等と連携した見守り活動の
実施

市町村や地域安全協(議)会などと
連携して、高齢者が地域において安
全で安心して生活できるよう、個別訪
問による高齢者の見守り活動を行い
ます。

１　高齢者訪問活動の実施
２　高齢者安全教室の実施

個別訪問には限界がある。 １　各署の地域安全アドバイザー及び高
齢者交通安全推進員の連携等による高
齢者訪問活動等を実施し、防犯だけでな
く交通安全等についての啓発を行った。
２　各署において、高齢者安全教室を実
施した。

　署において、高齢者交通安全推進員等
と連携することにより、防犯と交通安全の
両面から高齢者の安全安心に取り組ん
でいる。

各署の生活安全担当者、地域安全
アドバイザー等だけでなく、交通課に
配置された高齢者交通安全推進員
との連携により、防犯と交通安全の
両面から高齢者の安全安心に取り
組んでいるが、老人クラブに属さない
など、高齢者安全教室に参加しない
高齢者もいることから、個々の訪問
活動も重要である。

１　高齢者訪問活動の実施
２　高齢者安全教室の実施

地域の犯罪情勢に応じたタ
イムリーな高齢者宅訪問等に
ついては、数に限界があるた
め、被害に遭いやすい高齢
者（防犯教室等不参加の者）
等を把握する必要がある。

生活安
全企画
課

48

134

項
目

内
容

(2)　高齢者の見守り活動の推進

①市町村等と連携した見守り活動の
実施

市町村や地域安全協(議)会などと
連携して、高齢者が地域において安
全で安心して生活できるよう、個別訪
問による高齢者の見守り活動を行い
ます。

１ 日常の地域警察街頭活動を強化し、巡回
連絡による住民宅個別訪問活動を強化する
ことによって、高齢者宅の訪問活動を徹底す
る。
２ 自治体、地域安全協会のアドバイザー及
び高齢者交通安全活動推進員（アドバイ
ザー）との連携を密にして訪問活動を強化す
る。

　高齢者宅への訪問回答が少ない。 １　各署の地域安全アドバイザー及び高
齢者交通安全推進員の連携等による高
齢者訪問活動等を実施し、防犯だけでな
く交通安全等についての啓発を行った。
２　各署において、高齢者安全教室を実
施した。

　署において、高齢者交通安全推進員等
と連携することにより、防犯と交通安全の
両面から高齢者の安全安心に取り組ん
でいる。

　各署の生活安全担当者、地域安全
アドバイザー等だけでなく、交通課に
配置された高齢者交通安全推進員
との連携により、防犯と交通安全の
両面から高齢者の安全安心に取り
組んでいるが、老人クラブに属さない
など、高齢者安全教室に参加しない
高齢者もいることから、個々の訪問
活動も重要である。

１　高齢者訪問活動の実施
２　高齢者安全教室の実施

　地域の犯罪情勢に応じたタ
イムリーな高齢者宅訪問等に
ついては、数に限界があるた
め、被害に遭いやすい高齢
者（防犯教室等不参加の者）
等を把握する必要がある。

地域課
36

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策４　　高齢者、障害者、女性の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策４　　高齢者、障害者、女性の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

135

項
目

内
容

(2)　高齢者の見守り活動の推進

②地域活動団体等と連携した見守り
活動の実施

高齢者をターゲットにした架空請求
や悪質商法などによる被害を防ぐた
めの講習会などを開催するほか、地
域活動団体の協力を得て、個別訪問
などによる情報の提供や啓発を行い
ます。

１　出前講座の開催
２　地域見守り情報の配信
３　くらしのｻﾎﾟｰﾀｰの養成
　　くらしのｻﾎﾟｰﾀｰﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修の開催

時期を逸しない、わかりやすい情報提供
を心がける。

１　出前講座の開催　　（65回　3,692人）
２　地域見守り情報の配信　（26回）
３　くらしのｻﾎﾟｰﾀｰﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修
　　（受講者数　のべ51人）
　　くらしのｻﾎﾟｰﾀｰ登録数　54人

見守り者などに情報提供することで、より
身近な方から啓発することができた。

１　高齢者向けの出前講座の受講者
数が増えた。（H24　388人→H25
1,015人→Ｈ26　1,673人）
２　地域見守り情報は、時期を逸しな
い情報発信ができるので効果が高い
と思われる。
３　くらしのサポーターの方に活動を
続けて行っていただけるよう情報提
供等ができた。

１　出前講座の開催
２　地域見守り情報の配信
３　くらしのｻﾎﾟｰﾀｰの養成
　　くらしのｻﾎﾟｰﾀｰﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修の開
催

時期を逸しない、わかりやす
い情報提供を心がける。

県民生
活・男
女共同
参画課

48

136

項
目

内
容

(2)　高齢者の見守り活動の推進

②地域活動団体等と連携した見守り
活動の実施

高齢者をターゲットにした架空請求
や悪質商法などによる被害を防ぐた
めの講習会などを開催するほか、地
域活動団体の協力を得て、個別訪問
などによる情報の提供や啓発を行い
ます。

１　高齢者訪問活動の実施
２　高齢者安全教室の実施

個別訪問には限界がある。 １　各署の地域安全アドバイザー及び高
齢者交通安全推進員の連携等による高
齢者訪問活動等を実施し、防犯だけでな
く交通安全等についての啓発を行った。
２　各署において、高齢者安全教室を実
施した。

　署において、高齢者交通安全推進員等
と連携することにより、防犯と交通安全の
両面から高齢者の安全安心に取り組ん
でいる。

　各署の生活安全担当者、地域安全
アドバイザー等だけでなく、交通課に
配置された高齢者交通安全推進員
との連携により、防犯と交通安全の
両面から高齢者の安全安心に取り
組んでいるが、老人クラブに属さない
など、高齢者安全教室に参加しない
高齢者もいることから、個々の訪問
活動も重要である。

引き続き、日常の地域警察街頭活動
を強化し、巡回連絡による住民宅個別
訪問活動を強化することによって、高齢
者宅の訪問活動を徹底する。

地域の犯罪情勢に応じたタ
イムリーな高齢者宅訪問等に
ついては、数に限界があるた
め、被害に遭いやすい高齢
者（防犯教室等不参加の者）
等を把握する必要がある。

生活安
全企画
課

48

137

項
目

内
容

(2)　高齢者の見守り活動の推進

②地域活動団体等と連携した見守り
活動の実施

高齢者をターゲットにした架空請求
や悪質商法などによる被害を防ぐた
めの講習会などを開催するほか、地
域活動団体の協力を得て、個別訪問
などによる情報の提供や啓発を行い
ます。

引き続き、高齢者が被害者となる犯罪等に対
して積極的に対応する。

行政や関係機関とともに連携して、地域
で一丸となった体制を構築する。

「巡回連絡による管内実態把握活動」と
して、４月中を重点実施機関とするほか、
毎月の活動計画で巡回連絡専従日を指
定するなど積極的な巡回連絡を実施し
た。

　高齢者世帯等に対する巡回連絡に
より、高齢者等から直接話を聞き、
高齢者等が被害者となる犯罪の発
生に対して予防や対策を行うことが
できた。

引き続き、日常の地域警察街頭活動
を強化し、巡回連絡による住民宅個別
訪問活動を強化することによって、高齢
者宅の訪問活動を徹底する。

行政や関係機関とともに連
携して、地域で一丸となった
体制を構築する。

地域課 48

138

項
目

内
容

(2)　高齢者の見守り活動の推進

③地域包括支援センターを中心とす
る見守り活動への支援

地域包括支援センターを中心とす
る高齢者に関する行政機関、福祉保
健所、医療機関、ＮＰＯ、老人クラブな
どのネットワークが行う高齢者の見守
り活動に対し、情報の提供などの支
援を行います。

１地域包括支援センター機能強化への支援
・地域ケア会議の実践等を通じて、地域包括
支援センターのネットワーク構築を支援　（地
域ケア会議をコーディネートする人材の育成）
・地域包括支援センター職員のスキルアップ
のための研修を実施

介護保険法改正への対応 ・地域ケア会議（17市町村）

・地域ケア会議コーディネーター養成研修
（第1回：124名、第2回：141名、第3回：
139名、第4回：122名受講）

・地域包括支援センター職員初級研修
（32名受講）

・介護予防支援従事者研修（100名受講）

・各圏域において地域ケア会議の取
り組みが拡がりつつあるが、取り組
みを継続できるような支援や、新た
に取り組み始める市町村に対しての
支援が必要。

・研修受講者の経験、レベルに格差
があり、研修内容の工夫が必要。

１　地域包括センター機能強化への支
援

・地域ケア会議の実践等を通じて、地域
包括支援センターのネットワーク構築を
支援（地域ケア会議をコーディネートす
る人材へのフォローアップ）

・地域包括支援センター職員のスキル
アップのための研修を実施

・地域ケア会議の開催支援
等、具体的な取り組みを通じ
た支援

・受講者のレベルに応じた研
修の実施 高齢者

福祉課 48

139

項
目

内
容

(3)　障害者の見守り活動の推進

①市町村や事業者等の行う見守り活
動の促進

障害者が地域において安全で安心
して生活できるよう、市町村や事業者
などが連携して行う障害者の特性に
配慮した見守り活動を促進します。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉サー
ビス事業所等で、社会福祉施設防災対策指
針に基づく防災対策マニュアルが作成される
よう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマニュア
ルとして、事故防止マニュアルや感染症予防
マニュアルなどが策定されているか、防災マ
ニュアルなどが策定されているか、防犯に配
慮した取組を行っているか確認を行う。

１及び２　各障害福祉事業所等の間で、
防災対策マニュアルの完成度合いが異
なることから、参考となる防災マニュアル
を示すことを検討。
４　自立支援協議会の活性化

福祉指導課と共に、社会福祉施設防災
対策指針に基づく防災対策マニュアル、
事故防止マニュアル、感染症予防マニュ
アルなどの策定及び取組状況について
は実地指導の際、確認。

防災対策マニュアルの作成により、
各障害福祉サービス事業所等がそ
れぞれの事業所の立地条件や災害
の際の危険性を把握し、対応策の検
討、利用者への周知が図られた。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュア
ルが作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマ
ニュアルとして、事故防止マニュアルや
感染症予防マニュアルなどが策定され
ているか、防災マニュアルなどが策定さ
れているか、防犯に配慮した取組を行っ
ているか確認を行う。

特になし。

障害保
健福祉
課

48
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

計画
冊子
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ペー
ジ

担当課

基本的方策４　　高齢者、障害者、女性の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

140

項
目

内
容

(3)　障害者の見守り活動の推進

①市町村や事業者等の行う見守り活
動の促進

障害者が地域において安全で安心
して生活できるよう、市町村や事業者
などが連携して行う障害者の特性に
配慮した見守り活動を促進します。

１　地域安全ニュースによる広報を実施
２ 子ども等の見守り活動に併せた見守り活
動の実施

関係機関との連携 １ 障害者、ヘルパー等に限定した教室
等は行っていないため、今後、情報の伝
達方法を模索する必要がある。
２ 地域安全ニュースによる広報活動を
実施した。

実施結果により生じる成果については
把握できていない。

　地域安全ニュースによる広報結果
の成果は把握しておらず、障害者、
関連するヘルパー等を対象にした教
室等は行っていないため、今後、関
係機関等との連携など、情報の伝達
方法を模索する必要がある。

１　地域安全ニュースによる広報を実施
２ 子ども等の見守り活動に併せた見守
り活動の実施

　関係機関との連携

生活安
全企画
課

48

141

項
目

内
容

(3)　障害者の見守り活動の推進

②情報の提供
　 地域で生活する障害者が悪質商法
や犯罪の被害に遭わないために、障
害者特性に配慮した適切な情報の提
供などに努めます。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉サー
ビス事業所等で、社会福祉施設防災対策指
針に基づく防災対策マニュアルが作成される
よう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマニュア
ルとして、事故防止マニュアルや感染症予防
マニュアルなどが策定されているか、防災マ
ニュアルなどが策定されているか、防犯に配
慮した取組を行っているか確認を行う。
４　読み仮名や文字の拡大、点字化や音声
化など、障害特性に配慮した情報提供を行う
とともに、事業者等に周知・啓発を行う。

１及び２　各障害福祉事業所等の間で、
防災対策マニュアルの完成度合いが異
なることから、参考となる防災マニュアル
を示すことを検討。

４　障害特性に応じた対応について周知
が必要。

福祉指導課と共に、社会福祉施設防災
対策指針に基づく防災対策マニュアル、
事故防止マニュアル、感染症予防マニュ
アルなどの策定及び取組状況について
は実地指導の際、確認。
４　障害保健福祉市町村担当者会（５月）
において周知した。

防災対策マニュアルの作成により、
各障害福祉サービス事業所等がそ
れぞれの事業所の立地条件や災害
の際の危険性を把握し、対応策の検
討、利用者への周知が図られた。
４　まだ十分ではないため、点字での
対応が難しい場合は、拡大文字にし
たり読み上げるなど、個々に工夫す
ることが必要。

１及び２　居宅系を除く全ての障害福祉
サービス事業所等で、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュア
ルが作成されるよう指導する。
３　利用者の安全を確保するためのマ
ニュアルとして、事故防止マニュアルや
感染症予防マニュアルなどが策定され
ているか、防災マニュアルなどが策定さ
れているか、防犯に配慮した取組を行っ
ているか確認を行う。
４　読み仮名や文字の拡大、点字化や
音声化など、障害特性に配慮した情報
提供を行うとともに、事業者等に周知・
啓発を行う。

特になし。

障害保
健福祉
課

49

142

項
目

内
容

(3)　障害者の見守り活動の推進

②情報の提供
　 地域で生活する障害者が悪質商法
や犯罪の被害に遭わないために、障
害者特性に配慮した適切な情報の提
供などに努めます。

視覚障害者に配慮したホームページの作成 時期を逸しない、わかりやすい情報提供
を心がける。

広報紙「安全安心まちづくりニュース」を
テキスト版で公開

視覚障害者の方にテキスト版による
情報提供ができ、注意喚起につな
がった。

他の情報提供についても検討が必
要。

視覚障害者に配慮したホームページの作成時期を逸しない、わかりやす
い情報提供を心がける。

県民生
活・男
女共同
参画課

49
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項
目

内
容

(4) 女性の犯罪被害回避に関する取
組

①情報の提供
女性がひったくりやつきまといなど

の被害に遭わないために、ホーム
ページなどにより、危険を回避するた
めの情報を提供します。

１ 県警ホームページにおける防犯情報の提
供
２　「地域安全ニュース」等による情報発信

１ 県警ホームページにおける防犯情報
の提供を行った。
２ 「地域安全ニュース」等による情報発
信を行った。

情報の提供結果等による成果は不明で
あるが、継続して情報発信を行う。

　情報の提供結果等による成果は不
明であるが、継続して情報発信を行
う。

１ 県警ホームページにおける防犯情報
の提供
２　要望に応じた防犯等講習の実施

生活安
全企画
課
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項
目

内
容

(4) 女性の犯罪被害回避に関する取
組

②防犯教室等の実施
女性がちかんや暴行などの被害に

遭わないために、要望に応じて、防犯
教室や護身術など実践的な訓練を実
施します。

１ 女性を対象とした防犯教室、護身術など
の講習実施
２　要望に応じた防犯等講習の実施

要望等による継続した活動の実施 １ 女性を対象とした防犯教室を開催し、
併せて護身術の教養を行った。
２ 要望に応じて防犯教室を行い、女性
に対する被害防止啓発を行った。

参加者からは、防犯意識が高まったな
どの声が聞かれた。

　参加女性から、防犯意識が高まっ
たなどの声が聞かれたことから、今
後も継続した活動を行う。

１ 女性を対象とした防犯教室、護身術
などの講習実施
２　要望に応じた防犯等講習の実施

要望等による継続した活動
の実施

生活安
全企画
課

49
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化
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計画
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ペー
ジ
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番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

145

項
目

内
容

(4) 女性の犯罪被害回避に関する取
組

③地域ぐるみの防犯活動の実施
事業者、防犯活動団体と連携し

て、ちかんやのそきなど女性を対象と
した事犯の多発時期や多発地域を重
点的に、防犯パトロールなどの見守り
活動を実施します。

１ 不審者情報等が寄せられた地域を重点と
したパトロール等の実施
２ 青色回転灯装備車両による見守りパト
ロールの実施
３　あんしんＦメールへの加入促進

要望等による継続した活動の実施 １ 不審者情報等が寄せられた地域を重
点としたパトロールの実施
２ 青色回転灯装備車両による見守りパ
トロールの実施
３　あんしんFメールへの加入促進広報

あんしんFメールの利用者数は、平成26
年末で10,044人で前年比123人増となっ
た。

　不審者情報を基にしたパトロール
を実施し、不審者の検挙・指導・警告
を行った。
　あんしんFメールの登録者数は、前
年比で１２３人増となっており、今後
も更なる広報、働きかけ等により登
録者の確保を行う。

１ 不審者情報等が寄せられた地域を
重点としたパトロール等の実施
２ 青色回転灯車両による見守りパト
ロールの実施
３　あんしんFメールへの加入促進

要望等による継続した活動
の実施

生活安
全企画
課

49

146

項
目

内
容

(4) 女性の犯罪被害回避に関する取
組

③地域ぐるみの防犯活動の実施
事業者、防犯活動団体と連携し

て、ちかんやのそきなど女性を対象と
した事犯の多発時期や多発地域を重
点的に、防犯パトロールなどの見守り
活動を実施します。

引き続き、女性が被害者となる犯罪等に対し
て積極的に対応する。

地域住民や防犯活動団体と連携して、ち
かんやのそきなど女性を対象とした事犯
の多発時期や多発地域を重点的に、防
犯パトロールなどの見守り活動への体制
を強化する。

ちかんやわいせつ事案の発声に対して、
タイムリーな「交番速報」等を発出して住
民に周知し、地域住民への情報提供を
図った。

　住民からの断片的な情報を収集し
て、犯人の特徴や講堂を分析し検挙
に向けた体制を整えた。

引き続き、女性が被害者となる犯罪等
に対して積極的に対応する。

地域住民や防犯活動団体
と連携して、ちかんやのぞき
など女性を対象とした事犯の
多発時期や多発地域を重点
的に、防犯パトロールなどの
見守り活動への体制を強化
する。

地域課 49

147

項
目

内
容

(4) 女性の犯罪被害回避に関する取
組

④ＤＶの防止及び被害者の保護
｢高知県ＤＶ被害者支援計画」に基

づき、関係機関や民間支援団体等と
連携して、ＤＶ防止のための普及啓発
をはじめ、被害者にかかる通報や相
談、保護、自立支援等の取組を進め
ます。

１　ブロック別関係機関連絡会議の開催

２　庁内担当者会の開催

３　DV対策連携支援ネットワークの連携強化

４　女性支援団体と連携した啓発活動の実施

１　ブロック別会議の全ブロックでの開催

２　庁内担当者会の継続的な開催

３　ネットワークの構築、強化に向けた取
組

４　女相とのさらなる連携

１　ブロック別DV関係機関連絡会議を全ブ
ロック（5ヶ所）で開催。
　参加者：60機関123名出席（※事務局除く）
　（安芸9機関12名、中央東18機関50名、
　　中央西11機関14名、須崎9機関24名、
　　幡多13機関23名）

３　ＤＶ対策連携支援ネットワーク会議及び
専門者研修会を開催。
　参加者：18機関30名（事務局除く）

（講演）「DV及びストーキング等の
　　　　　　　被害者の支援のために」
　　　　講師：角田　由紀子氏
　（弁護士・元明治大学法科大学院教授）

（事例発表）県警生活安全課
　「県内におけるDV・ストーカーの現状」

４　相談カード、啓発用チラシ・ポケットカード
の作成及び女性支援団体と連携した配布

１、３
DV被害やストーカー被害の現状を

知り、情報交換を行うことで、連携強
化が一定図れた。DV被害の予防、
早期発見・早期対応のために、参加
機関を増やすとともにし、内容につい
てもさらなる工夫・見直しが必要。

４ 民間女性支援団体との協働、ご
協力により、行政だけでは十分に対
応できない、DV被害者及び同伴者
への支援や啓発・広報を行うことが
できた。27年度以降も継続して、協
力をお願いし、連携して支援を行って
いく。

１ 「ブロック別関係機関連絡会議」及び
「ＤＶ対策連携支援ネットワーク会議及
び専門会」の開催による連携強化と支
援者の専門性の向上により、支援の輪
を拡大

２ 市町村での広報の強化を図るため、
広報文案及び啓発素材の提供

３ 民間支援団体との連携及び活動助
成
・民間支援団体との連携強化・協働によ
る啓発・広報活動の充実
・民間シェルターに対する運営費補助

１　参加機関の見直し及び参
加者増のための工夫が必
要。

県民生
活・男
女共同
参画課

49
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項
目

内
容

(4) 女性の犯罪被害回避に関する取
組

④ＤＶの防止及び被害者の保護
｢高知県ＤＶ被害者支援計画」に基

づき、関係機関や民間支援団体等と
連携して、ＤＶ防止のための普及啓発
をはじめ、被害者にかかる通報や相
談、保護、自立支援等の取組を進め
ます。

１ 関係機関や民間支援団体等の連携体制
の確立
２　相談・保護等の適切な実施
３　公費負担による緊急時の避難先確保

ＤＶを含む恋愛感情のもつれに起因する
暴力的事案に即応する人員及び体制の
強化

１ 関係機関や民間支援団体等との連携
体制の確立により被害防止措置を行っ
た。
２ 相談・保護等に対して適切な実施をし
た。

　関係機関、団体等との連携により
被害防止措置を図ることができた。

１ 関係機関や民間支援団体等の連携
体制
２　相談・保護等の適切な実施
３ 公費負担による緊急時の避難先確
保

DV等人身安全関連事案に
即応する人員及び体制の強
化

生活安
全企画
課
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様式１

重点目標３　　　 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
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149

項
目

内
容

(1)　安全情報の提供

①観光旅行者等に対する安全情報の提
供

観光旅行者等が犯罪の被害に遭わな
いよう、旅館・ホテル・観光施設などの観
光事業者の協力を得て、観光旅行者等に
対し、犯罪の発生状況や危険箇所などの
地域の安全情報を提供します。

県警ホームページによる不審者情報の
提供

観光旅行者等に対する安全情報の提供
方法の検討
　観光政策課との連携

県警ホームページへの不審者情報の
掲載を行った。

　観光旅行者等に対する安全情報
の提供法方の確立は困難であり、
各宿泊施設、県警ホームページ、観
光関係のホームページ等を通じて
の安全情報の提供には限界があ
る。
　各観光事業者から観光旅行者に
対して犯罪発生状況及び不審者情
報等の教示を行うよう依頼する方法
や、各観光施設のホームページ、県
ホームページの観光に関するコー
ナーから安全情報を発信する方法
を検討する必要がある。

県警ホームページによる不審者情報
の提供

観光旅行者等に対する安全情
報の提供方法の検討
　観光政策課との連携

生活
安全
企画
課

50
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項
目

内
容

(1)　安全情報の提供

②観光事業者に対する安全情報の提供
観光事業者などが自主的な防犯対策

を行うことができるよう、旅館・ホテル・観
光施設などの観光事業者に対し、観光旅
行者等が遭遇するおそれのある犯罪など
について、発生状況や防犯対策などの情
報を提供します。

１ 県警ホームページにおける防犯情
報の提供
２　あんしんＦメールによる情報発信

観光事業者をはじめ、観光に携わる関係
者が観光旅行者を守る意識を醸成

１ 県警ホームページへの防犯情報の
掲載
２ あんしんFメールの利用者数は、平
成26年末で10,044人で前年比123人増
となったが、観光事業者の登録件数は
検証不可

　観光事業者自らが観光旅行者を
守るための情報発信をする等の積
極性が必要と思われる。観光旅行
者を守る意識を醸成する。

１ 県警ホームページにおける防犯情
報の提供
２　あんしんFメールによる情報発信

観光事業者をはじめ、観光に携
わる関係者が観光旅行者を守る
意識を醸成

生活
安全
企画
課

50

151

項
目

内
容

(2)　従業員等に対する防犯教育の促進

観光事業者などが自主的に実施する
従業員研修などの中で、防犯教育が行わ
れるよう、観光事業者などに働きかけま
す。

引き続き観光関連事業者に対して、
観光客の安全を確保するよう周知を図
る。

　観光事業は、従業員の勤務時間が複数
パターンとなるケースもあり、研修時間の
設定が困難な場合もあるが、防犯教育は
重要な取組であるため、今後も引き続き周
知していく。

県内の主要観光45施設に対して、周知
を行った。

45施設にアンケートを実施し、23施
設が回
答、、、、、、、、、、、、、、、、、
そのうち、、、、、、、、、、、
、、、、、、
防犯対策を実施施設：22施設
（H26年度から実施：17施設）
防犯教区を実施施設：7施設
（H26年度から実施：3施設）

引き続き観光関連事業者に対して、観
光客の安全を確保するよう周知を図
る。

　観光事業は、従業員の勤務時
間が複数パターンとなるケースも
あり、研修時間の設定が困難な
場合もあるが、防犯教育は重要
な取組であるため、今後も引き続
き周知していく。

観光
政策
課

50

152

項
目

内
容

(2)　従業員等に対する防犯教育の促進

観光事業者などが自主的に実施する
従業員研修などの中で、防犯教育が行わ
れるよう、観光事業者などに働きかけま
す。

１ 宿泊施設等に対するあんしんＦメー
ル登録依頼
２ 県警ホームページによる不審者情
報の提供

観光政策課との連携 １ 県警ホームページへの防犯情報の
掲載
２ あんしんFメールの利用者数は、平
成26年末で10,044人で前年比123人増
となったが、観光事業者の登録件数は
検証不可

　旅館ホテル生活衛生同業組合に
対する防犯講習会等は未開催。

１ 宿泊施設等に対するあんしんFメー
ル登録依頼
２ 県警ホームページによる不審者情
報の提供及び同ホームページに関す
る広報

　観光政策課との連携

生活
安全
企画
課

36

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課

基本的方策５　　観光旅行者等の安全を確保する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標４　　　 犯罪の防止に配慮した生活環境の整備を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

153

項
目

内
容

(1) 犯罪の防止に配慮した道路等の構
造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い道路、公園、駐車場及び
駐輪場が普及していくよう、｢犯罪の防止
に配慮した道路等の構造、設備等に関す
る指針｣の周知を図ります。

道路担当者会等において犯罪の防止に配慮し
た道路等の構造、設備等に関する指針の周知
を継続して実施する。

特になし。 ４月に開催した道路担当者会において周
知した。

継続して指針の周知を実施する必要
がある。

道路担当者会等において犯罪の防止
に配慮した道路等の構造、設備等に関
する指針の周知を継続して実施する。

特になし。

道路課
51

154

項
目

内
容

(1) 犯罪の防止に配慮した道路等の構
造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い道路、公園、駐車場及び
駐輪場が普及していくよう、｢犯罪の防止
に配慮した道路等の構造、設備等に関す
る指針｣の周知を図ります。

県都市計画主管課長会にて、引き続き周知を
行っていく。

　事業未実施の市町への周知方法につ
いて、検討が必要である。

Ｈ２６県都市計画主管課長会において、
指針の周知を行った。

行っていない。 県都市計画主管課長会にて、引き続き
周知を行っていく。

　事業未実施の市町への周知方法に
ついて、検討が必要である。

都市計
画課

51

155

項
目

内
容

(1) 犯罪の防止に配慮した道路等の構
造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い道路、公園、駐車場及び
駐輪場が普及していくよう、｢犯罪の防止
に配慮した道路等の構造、設備等に関す
る指針｣の周知を図ります。

１ 指定管理者に、安全安心まちづくりに関する
指針の周知及び防犯に配慮した維持管理の協
議を行う。
２ 県都市公園管理担当職員に、土木部維持管
理担当者会等で安全安心まちづくりに関する指
針の周知を行う。

１　指定管理者に、安全安心まちづくりに
関する指針の周知及び防犯に配慮した維
持管理の協議を行った（6月）
２ 土木部維持管理担当者会で安全安心
まちづくりに関する指針の周知（5月）

１ 指定管理者との協議を行った結
果、防犯に配慮した維持管理に取り
組むよう働きかけることができた。
２ 維持管理担当者に防犯意識のよ
り一層の浸透を図ることができた。

１ 指定管理者に、安全安心まちづくり
に関する指針の周知及び防犯に配慮
した維持管理の協議を行う。
２ 県都市公園管理担当職員に、土木
部維持管理担当者会等で安全安心ま
ちづくりに関する指針の周知を行う。

公園下
水道課

51

156

項
目

内
容

(1) 犯罪の防止に配慮した道路等の構
造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い道路、公園、駐車場及び
駐輪場が普及していくよう、｢犯罪の防止
に配慮した道路等の構造、設備等に関す
る指針｣の周知を図ります。

１　県民生活・男女共同参画課よりの周知依頼
を受け、 防犯性の高い道路、公園、駐車場及び
駐輪場が普及していくよう、｢犯罪の防止に配慮
した道路等の構造、設備等に関する指針｣やそ
の取組みについて関係団体等への周知を図り
ます。

特になし。 ― ― １　県民生活・男女共同参画課よりの
周知依頼を受け、 防犯性の高い道
路、公園、駐車場及び駐輪場が普及し
ていくよう、｢犯罪の防止に配慮した道
路等の構造、設備等に関する指針｣や
その取組みについて関係団体等への
周知を図ります。

特になし。

経営支
援課

36

157

項
目

内
容

(1) 犯罪の防止に配慮した道路等の構
造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い道路、公園、駐車場及び
駐輪場が普及していくよう、｢犯罪の防止
に配慮した道路等の構造、設備等に関す
る指針｣の周知を図ります。

１ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」や会報
での広報。
２ 市町村との情報交換会や庁内の担当者会等
を通じ情報交換を行う。

　防犯環境の整備については、課題も
専門性が高く、関係課などとの連携が
不可欠である。

１　広報紙を通して犯罪防止に配慮した
防犯環境の整備を呼びかけた。
２　高知県ホームページで左記指針を公
開し、周知に努めた。
３　平成26年度高知県安全安心まちづくり
推進会議総会において、子どもを犯罪か
ら守る取組についての講演を通して、構
成員である市町村・地域活動団体等に向
けて犯罪防止に配慮した環境対策の必
要性を説明

１　広報紙や会報で広報をしていく必
要がある。

２　市町村や関係各課と連携し、情
報収集につとめる

１ 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」や会報での広報。
２　高知県ホームページでの広報。
３ 市町村との情報交換会や庁内の担
当者会等を通じ情報交換を行う。

　防犯環境の整備については、課題も
専門性が高く、関係課などとの連携が
不可欠である。

県民生
活・男
女共同
参画課

51

158

項
目

内
容

(1) 犯罪の防止に配慮した道路等の構
造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い道路、公園、駐車場及び
駐輪場が普及していくよう、｢犯罪の防止
に配慮した道路等の構造、設備等に関す
る指針｣の周知を図ります。

１ 街頭防犯カメラ管理団体との連携及び情報
提供
２ 街頭防犯カメラ補助金制度の広報による設
置促進及び県警ホームページへの掲載

　設置後の効果検証 １ 街頭防犯カメラ管理団体との連携を
行った。
２ 街頭防犯カメラ補助金制度の広報に
よる設置促進を行った。

市町村、自治会、事業者による県警の
補助金を活用した街頭防犯カメラの設置
が行われた。

　積極的な広報により、平成25年度
と比較して、街頭防犯カメラの大幅な
設置が進んだ。

１ 街頭防犯カメラ管理団体との連携
及び情報提供
２ 街頭防犯カメラ補助金制度の広報
による設置促進及び県警ホームペー
ジへの掲載

　設置後の効果検証

生活安
全企画
課

51

担当課

計画
冊子
記載
ペー
ジ

基本的方策１　　犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標４　　　 犯罪の防止に配慮した生活環境の整備を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等
担当課

計画
冊子
記載
ペー
ジ

基本的方策１　　犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

159

項
目

内
容

(2) 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐
車場及び駐輪場の整備

県が管理する道路等について、｢犯罪の
防止に配慮した道路等の構造、設備等に
関する指針」に基づき、照明灯などの設置
による明るさの確保、草刈り、除草、剪定
などによる見通しの確保などの整備に努
めます。

1.　今後も道路改良時において、必要な箇所に
ついては道路照明の設置に努める。

2.　団体数の増加に伴う活動回数の増加が大き
くなるよう、引き続き機会をとらえ、ボランティア
団体に要請を行う。

特になし。 1.  99基の道路照明を設置

2.　ボランティアの登録団体数が658団体
となり、そのうち402団体が延べ3,884回の
道路美化作業を行った。

1.　継続して、必要な箇所について
は、道路照明の設置を行うことが必
要。

2.　前年度と比較して登録団体数は
16の増となったが、全体での活動回
数が846の減となった

1.　今後も道路改良時において、必要
な箇所については道路照明の設置に
努める。

2.　団体数の増加に伴う活動回数の増
加が大きくなるよう、引き続き機会をと
らえ、ボランティア団体に要請を行う。

特になし。

道路課
51

160

項
目

内
容

(2) 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐
車場及び駐輪場の整備

県が管理する道路等について、｢犯罪の
防止に配慮した道路等の構造、設備等に
関する指針」に基づき、照明灯などの設置
による明るさの確保、草刈り、除草、剪定
などによる見通しの確保などの整備に努
めます。

街路事業の施行
道路照明の設置（Ｈ26完成工区）
はりまや町一宮線（一宮工区）

特になし 事業進捗が遅れたため、未施行。 行っていない。 街路事業の施行
　道路照明の設置（H26完成工区）
　　はりまや町一宮線（一宮工区）
繰越している平成２６年度事業で実施
予定

特になし

都市計
画課

51

161

項
目

内
容

(2) 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐
車場及び駐輪場の整備

県が管理する道路等について、｢犯罪の
防止に配慮した道路等の構造、設備等に
関する指針」に基づき、照明灯などの設置
による明るさの確保、草刈り、除草、剪定
などによる見通しの確保などの整備に努
めます。

１ 指定管理者に、安全安心まちづくりに関する
指針の周知及び防犯に配慮した維持管理の協
議を行う。
２ 県都市公園管理担当職員に、土木部維持管
理担当者会等で安全安心まちづくりに関する指
針の周知を行う。

１　指定管理者に、安全安心まちづくりに
関する指針の周知及び防犯に配慮した維
持管理の協議を行った（6月）
２ 土木部維持管理担当者会で安全安心
まちづくりに関する指針の周知（5月）

１ 指定管理者との協議を行った結
果、防犯に配慮した維持管理に取り
組むよう働きかけることができた。
２ 維持管理担当者に防犯意識のよ
り一層の浸透を図ることができた。

１ 指定管理者に、安全安心まちづくり
に関する指針の周知及び防犯に配慮
した維持管理の協議を行う。
２ 県都市公園管理担当職員に、土木
部維持管理担当者会等で安全安心ま
ちづくりに関する指針の周知を行う。 公園下

水道課
51

 

2



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標４　　　 犯罪の防止に配慮した生活環境の整備を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

162

項
目

内
容

(1) 犯罪の防止に配慮した住宅の構
造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い住宅が普及していく
よう、県民、事業者、地域活動団体、
建築関係団体に対し、リーフレットや
ホームページなどで情報の提供など
を行い、｢犯罪の防止に配慮した住宅
の構造、設備等に関する指針｣の周知
を図ります。

住宅課HPで指針について掲載し情報提
供を行う。

リーフレット、ＨＰでの広報効果が目に見え
にくく、取組と効果の因果関係がはっきりし
ないが、周知・啓発活動は息の長い継続的
な取組が必要と考える。

・住宅課ＨＰで引き続き、情報提供を
行った。

・住宅課ＨＰで引き続き、情報提供を行
う。

リーフレット、ＨＰでの広報効果が
目に見えにくく、取組と効果の因
果関係がはっきりしないが、周
知・啓発活動は息の長い継続的
な取組が必要と考える。

住宅課
52

163

項
目

内
容

(1) 犯罪の防止に配慮した住宅の構
造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い住宅が普及していく
よう、県民、事業者、地域活動団体、
建築関係団体に対し、リーフレットや
ホームページなどで情報の提供など
を行い、｢犯罪の防止に配慮した住宅
の構造、設備等に関する指針｣の周知
を図ります。

１ 建築確認申請の副本にリーフレットを
添付し、建築主に「高知県犯罪のない安
全安心まちづくり指針」の配布を行う。
２ 民間確認検査機関にも建築確認申
請副本にリーフレットの添付を要請する。
3 平成25年度より移管された長期優良
住宅認定通知時にリーフレットの配布を
行う。

１　建築主が計画段階で犯罪の防止に配
慮した建築物に出来るように、どのように指
針内容をＰＲすれば効果的かを建築関係
者が考える機会を持つことが課題。(継続
課題）

１ 建築確認申請の副本にリーフレット
を添付し、建築主に「高知県犯罪のな
い安全安心まちづくり指針」の周知を喚
起する。
２ 民間確認検査機関にも建築確認申
請副本にリーフレットの添付を引き続き
要請する。
3 平成25年度より移管された長期優
良住宅認定通知時にリーフレットの配
布を行う。

リーフレットでの広報効果が見えに
くいが、周知・啓発活動は息の長い
継続的な取り組みが必要と考える。

１ 建築確認申請の副本にリーフレット
を添付し、建築主に「高知県犯罪のない
安全安心まちづくり指針」の配布を行う。
２ 民間確認検査機関にも建築確認申
請副本にリーフレットの添付を要請す
る。
3 平成25年度より移管された長期優良
住宅認定通知時にリーフレットの配布を
行う。

１　建築主が計画段階で犯罪の
防止に配慮した建築物に出来る
ように、どのように指針内容をＰＲ
すれば効果的かを建築関係者が
考える機会を持つことが課題。
(継続課題） 建築指

導課
52

164

項
目

内
容

(1) 犯罪の防止に配慮した住宅の構
造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い住宅が普及していく
よう、県民、事業者、地域活動団体、
建築関係団体に対し、リーフレットや
ホームページなどで情報の提供など
を行い、｢犯罪の防止に配慮した住宅
の構造、設備等に関する指針｣の周知
を図ります。

１ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」
や会報での広報。
２ 市町村との情報交換会、道路課等の
担当者会等を通じ情報交換を行う。
３　住宅イベント会場においてリーフレット
の配布。

　広報紙のよりよい紙面づくりのため、関係
機関、団体から情報収集を行う必要があ
る。

１　高知県ホームページでの広報
２　「安全安心まちづくりひろば」での
リーフレットの配布
３　建築指導課や県防犯設備協会など
にリーフレットを提供し、配布を依頼

※リーフレット配布数
共同住宅編150部、一戸建て住宅編
1,950部

　県内で発生する刑法犯のうち７割
以上が窃盗犯罪であることから、こ
れからも指針の周知に努める必要
がある。
　防犯設備が古い相当年数が経過
した家屋に居住する住民に対する
働きかけが必要。

１ 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」や会報による広報
２ 市町村ブロック別担当者会、道路課
等の担当者会等を通じての情報交換
３　関係機関へのリーフレットの提供
４ 「安全安心まちづくりひろば」での
リーフレットの配布

　広報紙のよりよい紙面づくりの
ため、関係機関、団体から情報収
集を行う必要がある。

県民生
活・男
女共同
参画課

52

165

項
目

内
容

(1) 犯罪の防止に配慮した住宅の構
造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い住宅が普及していく
よう、県民、事業者、地域活動団体、
建築関係団体に対し、リーフレットや
ホームページなどで情報の提供など
を行い、｢犯罪の防止に配慮した住宅
の構造、設備等に関する指針｣の周知
を図ります。

１　地域安全ニュース等による情報提供
２ 県警ホームページでの住宅等の防犯
対策の掲載
３ 各種会合での防犯性能の高い部品
の紹介及び促進依頼
４ 県警本部１階に常設している「安全安
心コーナー」の継続展示

防犯性の高い住宅の普及率の効果検証が
困難

１ 地域安全ニュース等による情報提
供
２ 県警ホームページへ住宅等の防犯
対策の掲載を行った。
３ 各種会合での防犯性能の高い部品
の紹介及び促進依頼
４ 県警本部１階に常設している「安全
安心コーナー」の展示品の充実

警察本部見学者による「安全安心
コーナー」展示品の閲覧が行われた。

　広報による効果を分析、検証する
ため、防犯性の高い住宅の普及率
の検証方法の確立が必要

１　地域安全ニュース等による情報提供
２ 県警ホームページでの住宅等の防
犯対策の掲載
３ 各種会合での防犯性能の高い部品
の紹介及び促進依頼
４ 県警本部１階に常設している「安全
安心コーナー」の継続展示

防犯性の高い住宅の普及率の
効果検証が困難

生活安
全企画
課

36

担当課

計画
冊子
記載
ペー
ジ

基本的方策２　　犯罪の防止に配慮した住宅を普及する

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標４　　　 犯罪の防止に配慮した生活環境の整備を促進する

基本的方策２　　犯罪の防止に配慮した住宅を普及する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画 実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

166

項
目

内
容

(2)　住宅の安全に関する情報の提供

①住宅の防犯対策についての情報の
提供

既存住宅を含めた住宅性能表示の
普及や犯罪の防止に配慮した住宅の
普及のため、住宅における防犯につ
いての情報収集と、ホームページなど
による情報の提供を行います。

住宅課HPで指針について掲載し情報提
供を行う。

リーフレット、ＨＰでの広報効果が目に見え
にくく、取組と効果の因果関係がはっきりし
ないが、周知・啓発活動は息の長い継続的
な取組が必要と考える。

・住宅課ＨＰで引き続き、情報提供を
行った。

・住宅課ＨＰで引き続き、情報提供を行
う。

リーフレット、ＨＰでの広報効果が
目に見えにくく、取組と効果の因
果関係がはっきりしないが、周
知・啓発活動は息の長い継続的
な取組が必要と考える。 住宅課

52

167

項
目

内
容

(2)　住宅の安全に関する情報の提供

①住宅の防犯対策についての情報の
提供

既存住宅を含めた住宅性能表示の
普及や犯罪の防止に配慮した住宅の
普及のため、住宅における防犯につ
いての情報収集と、ホームページなど
による情報の提供を行います。

１　県警本部１階に常設している「安全安
心コーナー」の継続展示
２　県警ホームページでの住宅等の防犯
対策の掲載

防犯性の高い住宅の普及率の効果検証が
困難

１　県警本部１階に常設している「安全
安心コーナー」の展示を行った。
２　高齢者宅訪問活動に併せた防犯対
策の教示を行った。
３　県警ホームページへの住宅等の防
犯対策の掲載を行った。

　警察本部見学者等による「安全安心
コーナー」の展示品閲覧が行われた。

　情報提供による効果を分析、検証
するため、防犯性の高い住宅の普
及率の検証方法の確立が必要

１　県警本部１階に常設している「安全
安心コーナー」の継続展示
２　県警ホームページでの住宅等の防
犯対策の掲載

　防犯性の高い住宅の普及率の
効果検証が困難

生活安
全企画
課

52

168

項
目

内
容

(2)　住宅の安全に関する情報の提供

②防犯機器の情報の提供
ホームページや展示などにより、補

助錠やセンサーライトなどの防犯機
器、その他の情報提供を行い、犯罪
の防止に配慮した住宅の普及を図り
ます。

１ 県警本部１階に常設している「安全安
心コーナー」の継続展示
２ 県警ホームページでの防犯機器情報
の掲載

防犯機器の普及率の効果検証が困難 １　警察本部１階に常設してる「安全安
心コーナー」の展示を行った。
２　高齢者宅訪問活動に併せた防犯機
器の紹介を行った。

　警察本部見学者等による「安全安心
コーナー」の展示品閲覧が行われた。

　情報提供による効果の分析、検
証するため、防犯機器の普及率の
検証方法の確立が必要

１　県警本部１階に常設している「安全
安心コーナー」の継続展示
２　県警ホームページでの防犯機器情
報の掲載

　防犯性の高い住宅の普及率の
効果検証が困難

生活安
全企画
課

52

169

項
目

内
容

(3) 公営住宅の防犯指針に基づく整
備

県営住宅について、｢犯罪の防止に
配慮した住宅の構造、設備等に関す
る指針｣に基づく整備に努めるととも
に、市町村営住宅についても、同様の
整備に努めるよう、市町村に対して情
報の提供と指導を行います。

１．県営住宅の整備（鏡水団地建替工
事）２４戸を継続中。

２．市町村への情報提供と指導の継続。

１．市町村への情報提供の機会が少ない。 １．県営住宅の整備（鏡水団地２３戸＋
集会所）を実施
２．説明会などでの情報提供とともに、
個別説明・指導を行った。

整備可能な項目について、指針に
基づき実施した。
防犯上設備した照明設備につい
て、近隣住民との調整が必要であ
る。

市町村への情報提供及び指導の継続。 １．市町村への情報提供の機会
が少ない。

住宅課 52

計画
冊子
記載
ペー
ジ

番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

担当課

2



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標４　　　 犯罪の防止に配慮した生活環境の整備を促進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

170

項
目

内
容

(1)　金融機関に対する啓発

金融機関に対し、必要な防犯情報
を提供するほか、防犯訓練の実施の
支援など、必要な防犯対策の指導を
行います。

１　金融機関職員等の防犯意識醸成
２　金融機関対象の強盗訓練の実施
３　特殊詐欺の広報

増加する特殊詐欺被害防止への協力依頼 １　金融機関職員の防犯意識の醸成を
行った。
２　金融機関対象の強盗訓練や特殊詐欺
被害防止のための声かけ訓練等を実施
した。
３　地域安全ニュース等による各種防犯
情報の提供を行った。
４　特殊詐欺被害防止の協力依頼を行っ
た。
５　金融機関防犯協議会総会の開催

　声かけ訓練の実施により、職員に対し
て、特殊詐欺水際阻止に関する意識を醸
成することができた。

　金融機関対象強盗訓練により、非
常時の対処方法の再確認ができ
た。
　特殊詐欺被害防止のため、声かけ
訓練を実施することにより、水際阻
止への意識醸成繋がった。

１　金融機関職員等の防犯意識醸成
２　金融機関対象の強盗訓練・特殊詐欺
水際阻止に向けた声かけ訓練の実施
３　特殊詐欺の広報

増加する特殊詐欺被害防止への協力
依頼

生活
安全
企画
課

53

171

項
目

内
容

(2)　深夜小売店舗に対する啓発

コンビニエンスストアなどの深夜小
売店舗に対し、夜間複数勤務、通報機
器や防犯カメラの設置、カラーボール
の配備など防犯体制の整備ついて啓
発を行います。

１　店員等の防犯意識醸成
２　深夜スーパー等対象の強盗訓練の実施
３　特殊詐欺の広報

増加する特殊詐欺被害防止への協力依頼 １ 店舗店員等の防犯意識の醸成を行っ
た。
２ 深夜スーパー等対象の強盗訓練を実
施した。
３ 地域安全ニュース等による各種犯罪
情報の提供
４　特殊詐欺被害防止情報等の提供
５　防犯機器の紹介
６　深夜スーパー連絡協議会総会の開催

強盗訓練の結果、非常時の対処方法等
の再確認ができたとの声があった。

　強盗訓練により、非常時の対処方
法の再確認ができた。

１　金融機関職員等の防犯意識醸成
２　深夜スーパー等対象の強盗訓練・レ
ターパック等を使用した特殊詐欺被害防
止に向けた声かけ訓練の実施
３　特殊詐欺の広報

増加する特殊詐欺被害防止への協力
依頼

生活
安全
企画
課

53

36

基本的方策３　　犯罪の防止に配慮した店舗等を普及する

計画
冊子
記載
ペー
ジ

担当課番号 具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表

様式１

重点目標５　　　 南海地震等の大規模な災害に対応した防犯対策を推進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
　インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

172

項
目

内
容

(1) 地域の防災計画への｢防犯の視
点｣の反映

大規模な災害が発生した後は、
様々な事件や事故などの発生が予想
されることから、市町村に対して、防
災や復興に関する各種計画に、｢防
犯の視点｣を反映した取組を盛り込む
よう働きかけます。

１　市町村課題検討会など、各市町村
が集まる場で働きかける。

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」や、今年度から発行する構成員向け
会報などについて、いつ、どの媒体で、
どの内容の広報を行うか見極める必要
がある。
２　若年者や現役世代に対し、どのよう
な情報を提供すれば効果的かを検討す
る必要がある。

市町村に対して、防災や復興に関する各
種計画に、｢防犯の視点｣を反映した取組
を盛り込むよう働きかけている。

引き続き市町村に対して働きかける
必要がある。

１　市町村課題検討会など、各市町村
が集まる場で働きかける。

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」や、今年度から発行する構成員向
け会報などについて、いつ、どの媒体
で、どの内容の広報を行うか見極め
る必要がある。
２　若年者や現役世代に対し、どのよ
うな情報を提供すれば効果的かを検
討する必要がある。

南海ト
ラフ地
震対
策課

54

173

項
目

内
容

(1) 地域の防災計画への｢防犯の視
点｣の反映

大規模な災害が発生した後は、
様々な事件や事故などの発生が予想
されることから、市町村に対して、防
災や復興に関する各種計画に、｢防
犯の視点｣を反映した取組を盛り込む
よう働きかけます。

１　県が策定する防災に関する計画に
対して、「防犯の視点」を盛り込んだも
のとなるよう働きかける。
２　危機管理部など関係部署との連絡
を密にし、市町村が防災に関する計画
を策定する場合には、「防犯の視点」を
盛り込むよう働きかける。

　今後、県の地域防災計画の修正状況
を確認後、市町村への働きかけを行う
必要がある。

１　市町村ブロック別担当者会において、
大規模災害時における「防犯の視点」の
必要性について説明

２　「安全安心まちづくりニュース」や「安
全安心まちづくりひろば」でのパネル展
示を通じて、大規模災害時の防犯対策
の必要性を広報

　地域防災計画の一般対策編につ
いては、「防犯の視点」が盛り込ま
れている。

　危機管理部など関係部署との連絡を
密にし、市町村が防災に関する計画を
策定する場合には、「防犯の視点」を盛
り込むよう働きかける。

　市町村への働きかけを行う必要が
ある。

県民
生活・
男女
共同
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174

項
目

内
容

(1) 地域の防災計画への｢防犯の視
点｣の反映

大規模な災害が発生した後は、
様々な事件や事故などの発生が予想
されることから、市町村に対して、防
災や復興に関する各種計画に、｢防
犯の視点｣を反映した取組を盛り込む
よう働きかけます。

１　大規模災害時に発生が予想される
事案の把握と対応要領の策定
２　各地区防災組織の実態把握

大規模災害時の防犯については、起こ
りえることを可能な限り予想し、対策を
立てる必要がある。大規模災害時の防
犯については、警察、自治体等の関係
機関に負うところが大きいことから、起こ
りえる事案を可能な限り予想し、防犯対
策を策定する必要がある。

　各種防犯教室・イベント等において、各
種ボランティア団体、自主防災組織等に
対し、大規模発生時の防犯対策につい
て広報等実施

大規模災害時に発生が予想され
る事案について、策定、とりまとめ、
見直し等を行っている段階である。

１　大規模災害時に発生が予想される
事案の把握と対応要領の策定
２　各地区防災組織の実態把握

　大規模災害時の防犯については、
起こり得ることを可能な限り予想し、
対策を立てる必要がある。大規模災
害時の防犯については、警察、自治
体等の関係機関に負うところが大きい
ことから、起こりえる事案を可能な限
り予想し、防犯対策を策定する必要
がある。
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175

項
目

内
容

(2) 発生前の備え及び発生後の対応
への支援

市町村において、災害発生後の防
犯活動を円滑に行うための備えが進
むよう、災害時の犯罪や防犯活動の
事例などの情報を提供するとともに、
市町村が開催する会議や研修へ、実
際に被災地等で活動経験のある有識
者や職員を派遣するなどの支援を行
います。

また、実際に災害が発生した場合
には、被災地での犯罪の発生状況
や、被災者に対する生活上のトラブ
ルに関する情報提供など、市町村に
よる防犯活動が迅速・適切に行える
ための支援を行います。

１　市町村との連携を図るため、日頃か
ら連絡を取り合い、情報共有を図る。
２　ブロック別検討会において、防災計
画における「防犯の視点」について意
見交換を行い、意識付けを図る。
３　市町村で行われる防災の会合を把
握し、出席する機会を持つ。

　大規模災害時の防犯の視点は、新た
な視点であるため、その重要性をどれだ
け伝達できるかが課題となる。

１　市町村ブロック別担当者会において、
大規模災害時における「防犯の視点」の
必要性について説明

２　「安全安心まちづくりニュース」や「安
全安心まちづくりひろば」でのパネル展
示を通じて、大規模災害時の防犯対策
の必要性を広報

　情報収集や伝達だけではなく、市
町村との連携を図り、防災計画にお
ける「防犯の視点」について意見交
換を行い、更に意識付けを図ってい
かなければならない。

１　市町村との連携を図るため、日頃
から連絡を取り合い、情報共有を図
る。
２　ブロック別担当者会において、防災
計画における「防犯の視点」について
意見交換を行い、意識付けを図る。
３　市町村で行われる防災の会合を把
握し、出席する機会を持つ。

　大規模災害時の防犯の視点は、新
たな視点であるため、その重要性をど
れだけ伝達できるかが課題となる。
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項
目

内
容

(2) 発生前の備え及び発生後の対応
への支援

市町村において、災害発生後の防
犯活動を円滑に行うための備えが進
むよう、災害時の犯罪や防犯活動の
事例などの情報を提供するとともに、
市町村が開催する会議や研修へ、実
際に被害地等で活動経験のある有識
者や職員を派遣するなどの支援を行
います。

また、実際に災害が発生した場合
には、被災地での犯罪の発生状況
や、被災者に対する生活上のトラブ
ルに関する情報提供など、市町村に
よる防犯活動が迅速・適切に行える
ための支援を行います。

１　被災地での犯罪の発生状況の把握
２　災害時の防犯対策事例の把握

被災した自治体の関係機関への調査 各種防犯教室・イベント等において、各
種ボランティア団体、自主防災組織等に
対し、大規模発生時の防犯対策につい
て広報等実施

　長期避難時における空き家対策
等、犯罪抑止に配慮した住宅構造
等の指針の策定及び周知の徹底も
重要であるが、倒壊、半壊等の家
屋における家財等の盗難被害への
対策、地区住民が長期に避難した
場合の空き家等に対する侵入盗
等、住宅構造での対処には限界が
あり、警察はもちろん、関係機関が
行う巡回等の計画を調整する必要
がある。

１　被災地での犯罪の発生状況の把握
２　災害時の防犯対策事例の把握

被災した自治体の関係機関への調査
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計画（P) 改善（A)　次年度の取組

基本的方策１　　市町村による災害時の防犯対策を支援する

番号 具体的な取組

1



平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標５　　　 南海地震等の大規模な災害に対応した防犯対策を推進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
　インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等

177

項
目

内
容

(1) 防犯活動団体等の活動促進と早期
始動に対する支援

防犯活動団体等による平時の活動が
一層活性化し、そのうえ防災に関するノ
ウハウを習得できるよう、県や市町村が
実施する防災訓練や研修会等への参加
を促進します。

また、災害の発生時には、復旧活動に
移行した段階で防犯活動に取り組めるよ
う、犯罪や避難所等におけるトラブルな
どに関する情報や、ベスト、帽子、腕章等
活動に必要な物品の提供などにより、防
犯活動の早期始動を支援します。

１　高知県ホームページでの広報
２　ラジオ等を利用した広報
3　広報誌への掲載

１　広報紙「安全安心まちづくりニュース」
や、今年度から発行する構成員向け会報
などについて、いつ、どの媒体で、どの内容
の広報を行うか見極める必要がある。
２　若年者や現役世代に対し、どのような情
報を提供すれば効果的かを検討する必要
がある。

１　「南海トラフ地震に備えちょき」約
7,000部配布
２　ＦＭラジオスポットＣＭ　２６１回
３　啓発テレビ番組放送（8月、3月）
４　「1,000人のクロスロード」開催（12月
23日/高知市/参加者160名）
５　ポスター・標語を募集＜ポスター275
点（17校）、標語999点（28校）の応募＞
６　①受賞作品を活用したポスターを作
成し、電車・バス（2月～3月）、県庁、市
町村、学校に掲示　②受賞作品をＦＭラ
ジオスポットＣＭに活用
７　「震災に強い人・地域・ネットワークづ
くり講演会」の開催（12月21日/須崎市）
　【講師】
　　南三陸町危機管理課
　　　課長補佐　佐藤　智　氏
　　大森行政第二区長
　　　自主防災会長　三浦　友昭氏
　【参加者】　約２５０名
８　「南海トラフ地震に備えるポータルサ
イト」の公表開始
９　「こうち防災ニュースレター」の発行
（年３回）

引き続き市町村と連携し、あらゆる
機会を通じて県民に対し啓発を行っ
ていく必要がある。

１　高知県ホームページでの広報
２　ラジオ等を利用した広報
3　広報誌への掲載

１　啓発・広報について、いつ、どの媒
体で、どの内容の広報を行うか見極め
る必要がある。
２　若年者や現役世代に対し、どのよう
な情報を提供すれば効果的かを検討
する必要がある。
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178

項
目

内
容

(1) 防犯活動団体等の活動促進と早期
始動に対する支援

防犯活動団体等による平時の活動が
一層活性化し、そのうえ防災に関するノ
ウハウを習得できるよう、県や市町村が
実施する防災訓練や研修会等への参加
を促進します。

また、災害の発生時には、復旧活動に
移行した段階で防犯活動に取り組めるよ
う、犯罪や避難所等におけるトラブルな
どに関する情報や、ベスト、帽子、腕章等
活動に必要な物品の提供などにより、防
犯活動の早期始動を支援します。

１ 既存の防犯活動団体に対し、例えば会
報による情報提供や講演の実施などによ
り、防災に関する知識も習得してもらう。
２ 自主防災組織の方々にも、防犯活動
の知識を普及させ、防犯団体、防災組織
の連携を図っていく。

１　県内で活動している防災組織を把握し、
研究会などへの参加し、連絡を取り合って
いく必要がある。
２　また、防犯活動団体に対して提供すべ
き情報について、絶えず収集に努める必要
がある。

１　「安全安心まちづくりニュース」（第４
号）に地震発生時の対応等の広報を
行った。

２　関係団体や地域の集まりの場で「安
全安心まちづくり」について講義した際、
被災地で勤務した経験談を話して「防犯
の視点」の必要性を訴えた。（７回実施）

　震災経験者による講演は、聴講者
の反応がよく、震災発生時における
「防犯の視点」の啓発につながった
と認められる。

１ 既存の防犯活動団体に対し、例えば
会報による情報提供や講演の実施など
により、防災に関する知識も習得しても
らう。

２ 自主防災組織の方々にも、防犯活動
の知識を普及させ、防犯団体、防災組
織の連携を図っていく。

１　県内で活動している防災組織を把
握し、研究会などへの参加し、連絡を
取り合っていく必要がある。

２　防犯活動団体に提供すべき情報に
ついて、絶えず収集に努める必要があ
る。
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項
目

内
容

(1) 防犯活動団体等の活動促進と早期
始動に対する支援

防犯活動団体等による平時の活動が
一層活性化し、そのうえ防災に関するノ
ウハウを習得できるよう、県や市町村が
実施する防災訓練や研修会等への参加
を促進します。

また、災害の発生時には、復旧活動に
移行した段階で防犯活動に取り組めるよ
う、犯罪や避難所等におけるトラブルな
どに関する情報や、ベスト、帽子、腕章等
活動に必要な物品の提供などにより、防
犯活動の早期始動を支援します。

大規模災害発生後の復旧復興時におけ
る自主防犯組織活動に必要な物品の保
管管理及び購入用予算措置

　被災した自治体の状況等への確認 １ 防犯活動に必要な資機材の購入と
予算獲得を行った。
２ 資機材が必要な防犯団体等に対し
て配布を行った。

災害時の防犯活動に必要な資機材に
限定した配布は行っていないため、成果
の検証は不可能

災害時の防犯活動に限定した物
品等に関する予算獲得はできていな
い。

しかし、災害時は防犯活動に必要
な物品の消失、流失、破損等の可能
性が考えられることから、復旧活動
に移行した段階での自主防犯組織
への物品支援が可能となるように、
これらの物品を災害用として別途保
管管理する必要があると思われる。

大規模災害発生後の復旧復興時にお
ける自主防犯組織活動に必要な物品の
保管管理及び購入用予算措置

　被災した自治体の状況等への確認
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基本的方策２　　防犯活動団体等による災害時の防犯対策を支援する

番
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計画（P) 改善（A)　次年度の取組
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平成26年度高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表
様式１

重点目標５　　　 南海地震等の大規模な災害に対応した防犯対策を推進する

実行（D) 評価（C)

H26年度実施計画
　インプット（投入）

実施上の課題等

●アウトプット（結果）
　 インプット（投入）により、具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　 アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証 H27年度実施計画 実施上の課題等
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基本的方策２　　防犯活動団体等による災害時の防犯対策を支援する

番
号

具体的な取組

計画（P) 改善（A)　次年度の取組

180

項
目

内
容

(2) 自主防災組織による防犯活動への
参画の働きかけ

自主防災組織に、犯罪のない安全安
心まちづくり活動への理解を深めてもらう
ため、市町村や自主防災組織が行う各
種会議や研修会へ実際に被災地等での
活動経験のある有識者や職員などを派
遣して、防犯活動のノウハウや犯罪情勢
に関する情報を提供します。

また、これらの取組を通して、自主防
災組織にも防犯活動に関心を持ってもら
い、日ごろの防犯活動へ参画してもらう
よう働きかけます。

１ 地域や自主防災組織を対象にした出
前講座等で、職員やこうち防災備えちょき
隊を派遣し、自主防災組織が取組んでい
る防犯・防災活動などの事例を紹介する。

　地域や自主防災組織からの依頼に対し
職員等を派遣することとなるため、防災・防
犯の意識が低い地域への啓発について検
討が必要。

地域・自主防災組織を対象にした出前
講座で高知防災備えちょき隊を33回派
遣し、自主防災組織が取り組んでいる
防犯・防災活動などの事例を紹介した。

地域に県の各種取り組み等につい
て広く啓発を行い、地域の防犯・防
災力の向上を図ることが出来た。

１ 引き続き、地域や自主防災組織を対
象にした出前講座等で、職員やこうち防
災備えちょき隊を派遣し、自主防災組織
が取組んでいる防犯・防災活動などの
事例を紹介する。

　地域や自主防災組織の活動が盛ん
な地域からの依頼が多いため、防災・
防犯の意識が低い地域への啓発につ
いて検討が必要。
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項
目

内
容

(2) 自主防災組織による防犯活動への
参画の働きかけ

自主防災組織に、犯罪のない安全安
心まちづくり活動への理解を深めてもらう
ため、市町村や自主防災組織が行う各
種会議や研修会へ実際に被災地等での
活動経験のある有識者や職員などを派
遣して、防犯活動のノウハウや犯罪情勢
に関する情報を提供します。

また、これらの取組を通して、自主防
災組織にも防犯活動に関心を持ってもら
い、日ごろの防犯活動へ参画してもらう
よう働きかけます。

１ 既存防犯団体に対し、防災対策への
知識を普及させる。
２ 自主防災組織の方々にも、防犯活動
の知識を普及させ、防犯団体、防災組織
の連携を図っていく。

　関係部署などとの連携を強化し、自主防
災組織の結成状況の把握を継続する。

１　関係団体や地域の集まりの場で「安
全安心まちづくり」について講義した際、
被災地で勤務した経験談を話して「防犯
の視点」の必要性を訴えた。（７回実施）

２　関係部署を通じるなどして、自主防
災組織の把握を行った。

　自主防災組織の状況把握につい
ては、関係部署との連携が不可欠で
ある。

１ 既存防犯団体に対し、防災対策への
知識を普及させる。

２ 自主防災組織の方々にも、防犯活動
の知識を普及させ、防犯団体、防災組
織の連携を図っていく。

　関係部署などとの連携を強化し、自
主防災組織の結成状況の把握を継続
する。
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項
目

内
容

(2) 自主防災組織による防犯活動への
参画の働きかけ

自主防災組織に、犯罪のない安全安
心まちづくり活動への理解を深めてもらう
ため、市町村や自主防災組織が行う各
種会議や研修会へ実際に被災地等での
活動経験のある有識者や職員などを派
遣して、防犯活動のノウハウや犯罪情勢
に関する情報を提供します。

また、これらの取組を通して、自主防
災組織にも防犯活動に関心を持ってもら
い、日ごろの防犯活動へ参画してもらう
よう働きかけます。

１ 自主防犯組織の会議等における情報
提供
２　自主防災組織の把握

　自主防災組織の把握 １ 防犯組織等に対する防犯対策の必
要性の周知徹底
２　各種防犯情報の提供
３　防災訓練の参加促進

　自主防災組織に対する防犯活動
の働きかけを行うために自主防災組
織の把握が必要である。

１ 自主防犯組織の会議等における情
報提供
２　自主防災組織の把握

　自主防災組織の把握

生活安
全企画
課

55

2


